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 1 
第１章 研究概要 
第１節 はじめに 
第１項 ICT社会 
近年、情報通信技術（Information and Communication Technology：ICT）、又は情報技
術（Information Technology：IT）と呼ばれるテクノロジーが、情報と知識へのアクセスを
提供するためのツールとして、先進国のみならず、新興国、とりわけ後発開発途上国（Least 
Developed Countries：LDCs）においても、パワフルに経済・社会を発展させる鍵になると
の認識が高まっている。ICTを利活用することによる新たな情報や知識へのアクセスは、新
製品の開発、生産性の向上、新しい取引や管理の方法の普及を通して経済発展・成長を促進
させる。経済面だけではなく、教育・保健衛生や国民社会及び行政に対する国民の参加促進
を通じて、社会的に接続させる。ICT社会では、我々の社会活動が従来のリアル空間から電
子的なサイバー空間にまで拡張する。また、近年、ICTの進歩が世界的規模において、生活
や社会・経済システムに大きな変革をもたらすため、ICTが産業革命と呼ばれ、インターネ
ットを中心とした ICT による社会や産業への産業革命的パラダイムシフトが起こりつつあ
る。特に今では、モノのインターネット（Internet of Things：IoT）、人工知能（Artificial 
Intelligence：AI）、ビッグデータといった最先端の ICTをはじめ、技術革新が実用段階に
入り、国境や産業の壁を越えて世界中のビジネスが大きく変わろうとしている。さらに、ICT
の効果的な活用は、競争を刺激することにより、生産性を高め、雇用を創出し、経済を成長
させ、それらを持続させるという大きな可能性を持っている。 
「ICT 戦略が成功するためには、単なる通信インフラの整備やパソコン、インターネッ
トの単なる利用だけでは不十分であると考えられる。ICT セクターの活動を支える手段や
メカニズムも欠かせない。すなわち、効率的で透明性が高い規制枠組、ICT を活用したさま
ざまなビジネスの創出、イノベーションや起業家精神を育む環境、起業家を支援する金融や
社会インフラが ICT 開発の前提となる。ICT は目的ではなく、ダイナミックで革新にあふ
れたビジネス環境の整備と知識経済の創造のための手段なのである」（JICA, 2006, p.ix）。
また、ICT 分野のイノベーションや商業的発展における主要プレーヤーは民間セクターの
企業家である。しかし、ICT 開発のプロセスにおいて重要な役割を果たすのは依然として政
府である。政府が持つさまざまな機能のうち、自由化を支援し、革新的な起業家が ICT市場
で自由に活動できるようにするための近代的で透明性の高い規制枠組の構築は、ICT 開発
の成功にとって最も重要な要因である。 
一方、ICT の発展に伴い、ICT を利用できる者とできない者との間で「デジタルデバイ
ド」 と呼ばれる格差が発生している。換言すれば、ICT の最新的なインターネットやパソ
コンやスマートフォンを利用できる者と利用できない者との間に生じる情報格差である。
このことは、インターネットへアクセスし、インターネットの利用可能性に関する国内地域
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格差を示す「地域間デジタルデバイド」や社会的条件である性別・年齢・学歴の有無の相違
に伴う ICTの利用格差を示す「個人間・集団間デジタルデバイド」やインターネットやブロ
ードバンドの利用可能性に関する国際間格差を示す「国際間デジタルデバイド」という観点
で論じられることが多い。 
また、「近年のグローバル化した市場において利益をあげ、経済・社会成長を志向するな
らば、経済活動への ICT活用の問題を避けて通ることはできない。ICTによるデジタル・オ
ポチュニティを十分活かした者は、より富める者となり、失敗した者は相対的により貧しく
なる。これは、デジタルデバイドの基本構図となっている」（JICA, 2004, p.5）。さらに、
情報化社会においては、情報は水や食糧と同じく人々に必要不可欠なものであり、デジタル
デバイドの問題は、特に後発開発途上国では、より深刻である。実際に、後発開発途上国で
は、ICT導入に関しては、水・食糧・医療という「ベーシック・ヒューマン・ニーズ：BHN」
が先か、デジタルデバイドの解消が先かという論争を突きつけられるが、まずは BHNの充足
や貧困の解決を目指すべきで、ICT はその後だとする議論が多い。「後発開発途上国では、
貧困層側の視点から、ICT 導入に対する問題・課題が提示されている。例えば、ICT導入に
よってデジタルデバイド、そのノウハウ、機会を有する者と有さない者の貧富の差が広がる
可能性があり、貧困層へ ICTを提供する際、情報サービスよりも先に基礎教育を含めた基礎
生活分野を先ず満足させる必要があるのではないか、あるいは投入された ICT を維持管理
できるのか」（JICA, 2001, p.214）、ということが指摘されている。これらの課題に対して、
知識ギャップ、情報不全は完全に除去されることはないが、貧困層に機会を与えることにな
るため、知識が開発の重要な要素であることにかわりはない。つまり、「知識の基となる情
報を受信・発信する手段としての ICTは、不可避的にデジタルデバイドが生じることになる
が、一方で ICT を導入・発展させていくことによる「機会」 創出・拡大や貧困層の「エン
パワーメント」の便益も大きい。そのため、問題・課題を認め、それを低減、改善しつつ ICT
を導入・拡大していくことが必要なのである」（JICA, 2001, p.214）。 
第２項 行政における ICTの役割 
現在の私たちの私生活や仕事において ICT 無しの状態を想像することは難しい。私たち
が日々使用するスマートフォンやパソコンにおける電子メールやネット検索、オンライン
ショッピングやインターネットバンキング等は、すべて最新 ICT を用いているサービスで
ある。また、日々厳しい競争環境にさらされている企業においては、ICTは欠かせない存在
である。企業にとっては、製品の情報や販売情報やサービス情報が消費者に速やかに提供で
きる宣伝ツールとしての利用をはじめ、会計管理システムや決算処理システムや売上管理
システムや人事管理システムや顧客管理システム等としての利用や、企業活動のありとあ
らゆる場面で ICT の介在なしでは成立しないといっても過言ではない。そこで以下に電子
政府を考察する前に、行政における ICTの役割について述べる。 
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 行政における情報管理としての役割： 
行政における情報には、行政機関の保有する国家地域・企業・国民の情報、行政プロ
セス・政策形成過程における情報等が挙げられる。政府は電子的な形態の公共情報を提
供することで市民にもっと近づくことができる。このような情報は、図書館蔵書目録か
ら政府組織、政府白書、統計情報、地域情報等といった企業や個人情報が含まれていな
い公共情報まで、そして国会や地方自治体議会や政府が審議している政策・法律や政府
が発信する情報から政治家の演説までを範囲としている。また、政府が電子的な行政情
報や公共情報へアクセスできるようにインフラを提供することで、市民や企業はインタ
ーネットの経由で、公共的な電子情報のより広く有用性に発達することができる。この
ように、政治・行政情報に関し、国民と政府の共有化が一層促進され、国民と政府の関
係を改革するだけにとどまらず、より開かれた透明な政府を実現することができる。 
 行政の基礎インフラとしての役割： 
行政は日々の業務のために、多く ICTシステムを導入し、そしてシステム同士を繋げ
る巨大なネットワークを整備することによって、私たちの生活の基盤である社会インフ
ラの一つとなっている。行政は企業と同じように、会計処理、決算処理や人事管理等の
業務が存在するため、ICTの存在は欠かせないのである。また、ICTがもたらす効果はそ
のまま社会的インフラとなるため、現代の行政プロセスは多くの ICTを用いられている。
特に行政手続といった申請・届出を電子化し、オンラインで行う可能とすることによっ
て、国民や企業の事務負担の軽減や利便性の向上、行政の効率化、公的サービスの向上
につながる。 
 行政マネジメント・ツールとしての役割： 
企業と同様に行政における ICT利用は、コストカットの役割がある。企業におけるコ
ストカットの代表的取組は人員削減であるが、行政でもそれは例外ではない。行政マネ
ジメントでは定員削減や定員再配置という取組に対して、人力による情報処理を ICTで
置き換えることによって人員削減につなげることができる。また、伝統的な行政におけ
る情報処理の手段は会話と文書であるため、行政窓口までの移動や受付時間の制約とい
う時間やコストがかかるが、ICT を利用したオンライン申請ではこのような時空の制約
を取り払い、国民や企業による行政利用のコストカットにつながる。さらに、行政機関
における各業務の過程を詳細に分析して、プロセス間の重複の無駄を省くとともにこれ
までの仕事のありかたを見直すための業務プロセス改革に対し、改革の実現に多くの
ICT が用いられている。これは業務最適化と呼ばれ、行政機関における ICT 化を考える
際の最重要な要素の一つである。 
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 市民・団体・企業とコミュニケーション・ツールとしての役割： 
行政が ICTを活用することで、市民・団体・企業が、瞬時に、幅広く情報発信・コミ
ュニケーションを行うことが可能となる。即ち、インターネットにより広範な人々に対
し大量な情報を迅速に提供することを通じ、政治・行政情報・国民と政府の共有化が一
層促進することとなる。また、審議会等の議事録や議事要旨はインターネットにより公
表され、行政上の意思決定を国民に明らかにすることによって、意思決定プロセスの透
明性を高めることができる。さらに、ICT の双方向性の機能の活用で、行政は住民や企
業の意見交換や会議が容易に行えることによって、政策プロセスにおける国民の関与を
可能にし、住民参加を一層進めることができる。 
第２節 電子政府の概要 
第１項 電子政府の定義 
前項で述べたように、行政における ICT の役割は、ICT が単なるツールではなく、行政
を情報化（又は行政の ICT 化）して、社会基盤を充実させることに大きな意義がある。これ
は、行政内部の事務処理の情報システム化及び行政機関と国民との間での情報システム化
を合わせたものであり、行政運営の効率化、行政サービスの向上を目的としたものである。
すなわち、「行政の ICT活用とは、ICT を利用して「行政の効率化」を図り、「迅速な行政手
続き」を可能にするとともに、「行政情報の提供」を行い、「国民の政策への直接参加」を可
能にする質の高い行政サービスを国民に提供することを目的としている。ICTは現代行政に
おける 1 つの必須インフラととらえられることから、「E-Government （electronic 
government：電子政府）」は行政における ICT活用を論じる際に極めて重要なテーマと言え
る」（ローワンサイ、2017、p.2）。 
「電子政府・電子自治体とは1、コンピュータやネットワークの ICT を行政のあらゆる分野
に活用することにより、国民・住民の方々や企業の事務負担の軽減や利便性の向上や行政事
務の簡素化・合理化を図り、効率的・効果的な政府・自治体を実現しようとするものである」。
電子政府の目的は、すべての国民・企業が行政サービスを時間的・地理的な制約なく活用す
ることで行政の利便性を飛躍的に向上させるとともに、ICT活用がもたらす効果を国民・企
業が受けられる上での社会的基盤となることを目指すものである。近年、電子政府に関する
研究が盛んになっており、電子政府関連文献も極めて多く発表されている。電子政府に関し
てそれぞれの文献ごとにさまざまな定義がある。また、国際機関でも多くの定義があり、主
要機関の電子政府に関する定義は表 1-1のとおりである。 
                            
1 総務省の「電子政府・電子自治体って何」、http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi_gyousei/c-
gyousei/daityo/juuki08.html 
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表１-1 電子政府の定義 
機関 定義の抜粋 
国連2 E-government can be referred to as the use and application of 
information technologies in public administration to streamline and 
integrate workflows and processes, to effectively manage data and 
information, enhance public service delivery, as well as expand 
communication channels for engagement and empowerment of people. 
電子政府とは、ワークフロー・プロセスのスリム化と統合によるデータ・情
報の効率的管理で、公共サービス提供を強化することによって、人々のエン
ゲージメントとエンパワーメントのためのコミュニケーション・チャネル
の拡大を図るために、行政における情報技術の使用と応用を指すもの。 
世界銀行3 “E-Government” refers to the use by government agencies of 
information technologies （such as Wide Area Networks, the 
Internet, and mobile computing） that have the ability to 
transform relations with citizens, businesses, and other arms of 
government. 
電子政府とは、市民、企業、その他の政府との関係を変える能力を持つ情報
技術（情報技術としては、ワイドエリアネットワーク、インターネット、モ
バイルコンピューティング）の政府機関による使用を指すもの。 
OECD4 The use of information and communications technologies （ICTs）, 
and particularly the Internet, to achieve better government. 
電子政府とは、より良い政府を実現するためのツールとしての情報通信技
術（ICT）、特にインターネットの利用。 
EU5 Using the tools and systems made possible by Information and 
Communication Technologies （ICT） to provide better public services 
to citizens and businesses. 
情報通信技術（ICT）によって可能になったツールとシステムを使用し
て、市民や企業により良い公共サービスを提供すること。 
日本6 電子政府とは、行政内部や行政と国民・事業者との間で書類ベース、対面
ベースで行われている業務をオンライン化し、情報ネットワークを通じて
                            
2 The United Nations E-Government Survey 2014: E-Government for the Future We Want、p.2 
3 世界銀行の infoDev （2009）、e-GOVERNMENT PRIMER、p.2 
4 OECD The e-Government Imperative （2003, p.23）、及び IMPLEMENTING E-GOVERNMENT IN OECD 
COUNTRIES: EXPERIENCES AND CHALLENGES 参照；http://www.oecd.org/mena/governance/36853121.pdf 
5 EUの定義：https://ec.europa.eu/digital-single-market/en/public-services-egovernment 
6 IT基本戦略会（2000）、「電子政府の実現」、p.88 
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省庁横断的、国・地方一体的に情報を瞬時に共有・活用する新たな行政を
実現するもの。 
出典：各機関のホームページ 
世界銀行と国連の定義では、行政と市民・企業の関係に着目して、ICT又は ITを活用し
て公共サービス提供をすることによって、行政と市民・企業におけるコミュニケーション・
チャンネルの拡大・改善、及び情報へのアクセスによる市民のエンパワーメント、又はより
効率的な行政を生み出すという点に注目している。これは、国連の加盟国や世界銀行による
支援国の多くの国はまだ発展途上国であるため、電子政府から得られる利益は、腐敗の減少、
透明性の向上、利便性の向上、経済社会発展につながるという側面を反映している。一方、
日本の IT 基本戦略では、すべての国民が IT を積極的に活用し、かつその恩恵を最大限に
享受できる知識創発型社会の実現を目指すために、IT を使って、行政内部や行政と国民・
事業者との間で書類ベース、対面ベースで行われている業務をオンライン化し、省庁横断的、
国・地方一体的なシステムを統括することによって、国、地方公共団体が提供するすべての
サービスを時間的・地理的な制約なく活用することを可能とし、快適・便利な国民生活や産
業活動の活性化を実現しようとしている。これは、電子政府の実業化に関する定義と言える
だろう。 
一方、経済協力開発機構（Organisation for Economic Co-operation and Development：
OECD）と欧州連合（European Union：EU）の定義をみると、より良い政府を実現することを
目指し、公共サービスを提供することとは、ICTにおけるツール・システム・インフラ自体
ではなく、なぜ各国が電子政府を実装しているのかに注目している。OECD や EU では、ICT
普及や ICTインフラが整備されており、ICTは既に市民や企業及び政府機関によって広く使
用されている。そのため、電子政府は単なるツールだけではなく、市民や企業のニーズに対
応しながら政府の業績を向上させる公共サービスがより効率的に人々に提供されることや、
行政の組織やプロセスをリエンジニアリング・改革することが求められている。電子政府は、
市民、企業、行政機関がより簡単に、より迅速に、より低コストで政府とのプロセスを行う
ことを可能にする。 
これらの定義をまとめると、電子政府とは、「行政機関がインターネット及び ICT利用を
通じて、行政内部をオンライン化させる行政業務の効率化、行政と国民の間にオンライン化
させる行政サービスの提供及び行政の意思決定における住民の参加を促進することである」
ということができる。 
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第２項 電子政府の実現 
電子政府の実現とは、いつでも、どこでも、誰でもアクセスできる行政サービスを実現
するものであるため、行政が提供するすべてのサービスを時間的及び地理的制約なしに利
用することを可能とするものでなければならない。また、すべての行政手続に関し、インタ
ーネットを経由し、オンライン申請の受付、オンラインサービスが 24時間可能となる電子
政府を実現しなければならない。図 1-1に示すように、役所の窓口時間にとらわれずに、従
来の紙書類における行政申請届出や行政手続をパソコンとインターネットを通じて行うこ
とができるため、国民や企業の事務負担の軽減や利便性の向上につながる。電子政府の実現
によって、電子政府に含まれる「電子届出、電子入札、電子申請、電子申告、電子納付、電
子納税や情報公開等」が、さまざまの場面で利用されている。例えば7、日常生活の各場面
における行政手続（引っ越し、家を建てるとき、子供が生まれるとき、公共施設を利用する
とき等）、ビジネス場面における行政手続（政府調達に入札するとき、事業認可を申請する
とき、各種届出を行うとき、証明書発行を申請するとき、税の申告を行うとき等）、納税等
（税金を納めるとき、社会保険料を納めるとき、手数料を納付するとき等）、行政情報（法
律や制度を調べたいとき、政府発表資料を入手したいとき、統計データを入手したいとき、
白書を読みたいとき等）が挙げられる。 
図 1-1のように、電子政府の実現では、「①ワンストップサービス：パソコンやスマート
フォン等のいわゆるインタネットデバイスにより、一括で複数の役所にまたがって行政届
出や行政手続でも行うことができること」、「②ノンストップサービス：いつでも 24 時間、
365 日の年中無休で行政サービスを受けることができること」、「③マルチアクセスサービ
ス：どこでも自宅や職場等からでも行政サービスを受けることができること」が主なサービ
スの質として挙げられる。 
このように、行政サービスをオンライン化することによって、多くのメリットがある。
時間にとらわれず、24 時間いつでも、申請することが可能になり、夜間や休日でも行政手
続を行うことができる。また、自宅や職場、遠隔地からでも、インターネット経由で申請す
ることができるため、行政機関の窓口に出向くことなく、自宅や会社から申請・届出ができ
る。さらに、複数の窓口をまわらなければならない時でも、自宅や職場のパソコンからその
関連手続を行うことができる。一方、入力チェック機能やオンラインヘルプ機能があるので、
記入誤りや記入漏のミスの防止でき、転記や複製も容易で、転記ミスも防ぐことができる。
また、手数料の納付をする時に、インターネットバンキングのほか、モバイルバンキングや
通常銀行での支払いの多チャネル化により利便性が高まる。 
                            
7 総務省、電子政府・電子自治体推進プログラム、
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/dai7/7siryou05.html 
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図１-1 電子政府の概要イメージ 
出典：筆者作成 
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第３項 対象別電子政府の種類 
図 1-2のように、対象別電子政府の種類は、G2B（Government to Business：政府対企業
及び教育機関 NGO団体）、G2C（Government to Citizen：政府対国民）、G2G（Government to 
Government：政府同士及び地方自治体）、G2E （Government to Employees：政府対政府職
員）の 4つに大きく分類する。 
 
図１-2 電子政府の種類 
出典：筆者作成 
 政府対企業及び教育機関 NGO団体（G2B）： 
G2Bの電子政府においては、行政と企業及び教育機関 NGO団体の間で行政サービスや
行政手続及び情報公開をオンライン化することで、相互作用を可能にする。企業や法人
は、行政によって発行されている法律・制度の情報や統計データ等を取得したり、申請・
申告用紙をダウンロードしたりして、電子申請・申告によって、事業認可や各種届出及
びビジネスライセンスの更新を行う。 
G2Bには電子申請をはじめ、電子納付や電子納税や電子調達・入札や電子税関等が含
まれる。また、G2Bの電子調達・入札（E-Procurement）は、政府が商品やサービスを購
入・導入、公共施設・インフラの建設における入札を効率よく行うためのシステムであ
り、企業と政府の両方に利益をもたらす。G2B の相互作用は、コストを削減し、調達プ
ロセスの効率を向上させ、余剰品を販売するための新たな手段を提供するという利点を
提供する。特に、E-Procurement は、政府プロジェクトの入札プロセスを透明にし、腐
敗行為のための余地を残さないことで、電子政府が公共サービスの腐敗を減らすことに
多く貢献する。また、E-Procurementは、調達プロセスに中間業者や代理店がないため、
政府側のコスト削減を可能にする。さらに、G2B アプリケーションは、企業・法人にお
けるビジネスコミュニティが政策立案や意思決定のための協議の政府活動に参加する
ことを可能にする。G2Bの例としては、「オンラインでの電子申告・電子納付、電子調達・
入札、電子決済・通関システム、政府制度への申請・証明書発行等」が挙げられる。 
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 政府対国民（G2C）： 
G2Cの電子政府においては、行政と国民の間で行政サービスや行政手続及び情報公開
をオンラインすることで、相互作用を可能にする。行政サービスの大部分は G2Cアプリ
ケーションで占められており、G2C は、行政の電子ポータルやワンストップサービスや
携帯電話・スマートフォン向けサービスや情報キオスク端末等のさまざまなチャネルで
オンラインサービスを提供することによって、行政との関与と交流を促進し、政府への
国民参加の量と質を高めることができる。 
G2Cの主な目的は、国民の個人がいつでもどこでも政府情報とオンラインサービスに
アクセスし、政府が公開されている法律、規制、政策、公共政策情報、雇用とビジネス
機会、投票情報をはじめ、地域情報や環境情報等についてより多くの情報を得たり、行
政サービスを受けたり、行政手続を行ったりすることである。また、G2C アプリケーシ
ョンは、国民の電子参加を可能にし、行政の意思決定活動に国民の関与を促進できるよ
うにする。G2Cの例としては、「オンラインでの電子申告・電子納付、運転免許証申請・
変更、戸籍・居住管理、パスポート申請、婚姻/出産/死亡証明書の取得、政府制度への
申請、オンライン投票、国民の生活に関連する福祉年金・保健医療・教育サービス等」
が挙げられる。 
 政府同士及び地方自治体（G2G）： 
電子政府を効果的に実施するためには、国民や企業等電子取引が成功する前に、異な
る政府部門間の協力を可能にする内部システムと手続を強化することが要求されてい
る。G2G は、政府の内部ビジネスプロセスの中から行政サービスの効率を向上させる役
割である。公共サービスを効果的に提供し、政府の効率性と透明性を高めるためには、
異なるレベルの政府が互いにコミュニケーションを取る必要があるため、政府部門間の
連携を促進する仕組を持つことが必要である。G2G では行政機関内部及び各省庁間や地
方自治体との間にやり取りされる文書を電子化することで、行政間に迅速で正確な情報
のやり取りを実現し、行政における情報の共有化や事務作業の簡素化、効率化を促進す
る。 
G2Gは、国・中央政府・地方自治体の機関、又は外部政府機関等、さまざまなレベル
の政府機関の情報システムを統合し、政府の業務トランザクションコストを削減する。
また、これらのトランザクションの効率とスピードを向上させ、タスクを理解するため
に必要な人員を削減し、ビジネスプロセスの成果を向上させる。G2G アプリケーション
の例としては、国家財務情報管理システム、電子文書管理、電子人事管理、電子行政等
が挙げられる。 
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 政府対政府職員（G2E）： 
G2Eの電子政府においては、政府職員である公務員等の間で行政サービスや行政手続
をオンラインすることで、相互作用を可能にする。G2E の目的は、行政プロセスの有効
性と効率性を改善し、処理の遅延を排除し、従業員の満足度と定着率を向上させるコラ
ボレーティブなプラットフォームを提供することである。このプラットフォームでは、
政府は人材育成制度・仕組を提供し、知識共有を促進することによって、従業員の職業
技能を開発する効果的な方法を提供することを目指している。G2E により、公務員が報
酬および福祉政策、教育および学習機会、労働規則および規制に関する関連情報にアク
セスすることを可能にする。G2Eアプリケーションの例としては、eラーニングプラット
フォーム、電子オフィス、人的資源管理システム等が挙げられる。 
第４項 電子政府の発展段階 
電子政府は、インターネットを通じて単に行政情報を提供することから始まったが、
現在では高度な行政サービスを提供している。政府のオンラインサービスの発展段階に
関しては、過去にさまざまな研究者や国際機関により分類がなされていて、電子政府の
さまざまな成熟度モデルで概説されているように、いくつかの異なる発展段階がある。
初期に提案された有名なモデルとして、Layne and Lee （2001）のモデルが挙げられる。
このモデルでは、図 1-3のように、電子政府の発展は以下の 4段階に分類されている。 
1. カタログ（Cataloguing）：この段階では、ホームページの作成による行政情報を公
開し、国民・企業はこれらの情報を利用して行政機関の政策や手続等を知ることが
可能になり、行政サービスを受けることができる。また、各種申請書のダウンロー
ドも可能となる。 
2. トランザクション（Transaction）：この段階では、政府機関と国民・企業の間で双
方向の情報のやり取りが可能となる。また、国民・企業は政府機関に対する申請・
届出等の行政手続をインターネット上で行うことが可能になる。さらには、政府ポ
ータル・サイトにより必要とする情報、手続が掲載されているホームページからキ
ーワード検索機能や分かりやすいナビゲーション等によって、容易に行政サービス
を受けられる。 
3. 垂直方向の統合（Functional Area Integration）：この段階では、類似する業務を
行う機関での情報共有が行われ、行政処理をそのままデジタル化及び自動化する。
異なるレベルの政府機関（国・地方自治体）の個々の行政サービスや異なる種類・
機能をもったサービスの統合を行い、国民によりよい行政サービスを提供すること
が可能になる。国民が政府機関に申請・届出した情報は、関係する他の政府機関に
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もオンライン経由で転送されるので、一箇所で関連する複数の行政手続を終わらせ
ることができる。 
4. 水平方向の統合（Horizontal Integration）：この段階では、ポータルを通じて、す
べての機関で情報資源が共有され、異なる種類の行政サービス間でのシステムの統
合化が行われ、政府機関は他の政府機関が保持するデータを必要に応じて参照する
ことが可能となる。サービスの縦方向と横方向の統合化により、ワンストップサー
ビスとして一度の行政手続で関連する全ての手続が完了することが可能となる。 
 
図１-3 Layne and Lee（2001）の電子政府オンラインサービス発展段階 
出典：Layne and Lee （2001） 
次に、国連経済社会局（United Nations Department of Economic and Social Affairs：
UNDESA）が定義した電子政府オンラインサービス発展段階について述べる。2003 年より 2008
年までは（国連、2008、p.15）、5段階（Emerging：発足、Enhanced：発展、Interactive：
対話、Transactional：トランザクション、Connected：統合）と定義したが、2010 年以降
（国連、2010、p.95）、電子政府オンラインサービス発展段階モデルでは次のような 4段階
を発展段階として定義している。 
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1. 初期の情報サービス（Emerging Information Services）：この段階では、政府のホ
ームページにより政策情報や法令・行政文書・サービス情報等が提供され、オンラ
インで行政活動が公式に公開される。各省庁間・各関連行政機関のホームページ間
でリンクが張られており、利用者は容易に行政の情報を得ることができる。 
2. 発展した情報サービス（Enhanced Information Services）：この段階では、政府の
ホームページから利用者が申請書類様式をダウンロードできる等の片方向でのコミ
ュニケーションができる情報サービスを提供する。また、行政政策、法律、規制、
行政報告書等のダウンロード可能なデータベース、制作の立案や執行に関する履歴
情報のアーカイブを提供する。ユーザは文書を検索することができ、ヘルプ機能と
サイトマップが用意される。 
3. トランザクション・サービス（Transactional Services）：この段階では、政府のホ
ームページで利用者と双方向コミュニケーションができるサービスを提供する。政
策への提言機能も備えている。いくつかの手続きでは個人認証が要求されるように
なっている。電子投票、税の電子申請、電子申請等が実施されている。また、国民
がオンラインで支払うことができる。 
4. 統合サービス（Connected Services）：この段階では、電子的なサービスが行政内で
統合されている。政府のホームページで積極的に国民の意見・情報を収集し、電子
サービスは省庁・機関間を越えてシームレス化され、各種データ・情報は各機関か
ら統合アプリケーションに移管される。すなわち、政府中心アプローチから国民中
心アプローチに移行する。政府は国民の行政意思決定への参画を促進するよう環境
を整備する。 
また、ガートナー社（Gartner, 2000）による電子政府の発展段階では、次の 4段階に分
類している。 
1. プレゼンス（Presence）：インターネット上にホームページがただ存在すればよいと
いうレベル。パンフレット棚をオンライン化しただけに近い。ホームページという
登場のレベル。 
2. インタラクション（Interaction）：申請書等の様式をダウンロードできるようにし
たもの。様式に記入後、郵送・ファックス送信。そのホームページへのリンク等。 
3. トランザクション（Transaction）：各種手続きがオンラインでできる。所得税申請、
納税、各種免許更新、各種許可申請・認可等。完全な取引処理が可能。 
4. 変換（Transformation）：ほとんどの国が長期的に目指している到達点。住民との接
点を一点に絞り、行政サービスの提供方法を再編し、政府組織が住民から透過的な
存在になる。 
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JICA（2004）の調査結果では、電子政府の理想的な発展モデルとして、次の 4 段階を提
案している。 
1. 第 1の段階：「省庁政府部門の各組織へのコンピュータの導入である。コンピュータ
の導入によって、従来は紙でのみ存在していた政府文書をコンピュータで作成でき
るようになり、デジタルデータとして保存することも可能となる。ここで、達成さ
れるべき目標は、政府文書のデジタル化であると言える。ただし、この段階では、
コンピュータ同士を繋ぐネットワークは存在しない。」（JICA, 2004, p.81） 
2. 第 2の段階：「政府部門のネットワーク構築を行う段階である。これまで、ネットワ
ークにつながれていなかった個々のコンピュータをネットワーク上に置く試みであ
る。こうしたネットワークが確立されることになると、政府部門間で、デジタル化
した政府文書をオンライン上で共有することが可能となる。」（JICA, 2004, p.81） 
3. 第 3 の段階：「政府部門と一般国民とのネットワークの構築である。この段階では、
各種の行政サービスがオンライン上で可能となり、行政の効率化の達成と国民の利
便性向上に寄与する。政府に関する情報をオンラインで入手したり、政府に対して
コメントを送ったりすることを可能とするシステムもこの段階にあたる。この段階
に入れば、政府のオンラインサービスへ発展段階に入る。」（JICA, 2004, p.81） 
4. 第 4の段階：「政府による情報公開を通した「エンパワーメント」の実現である。政
府部門に蓄積される情報がデジタル化され、政府部門間、政府部門と一般国民とが
ネットワークで結ばれることは、一般国民がこれまで以上に政府が保有する情報に
アクセスすることを可能とする。問題は、政府がこうした情報を可能な範囲で積極
的に自国の国民に提供していくか否かである。ここに、情報化が進展することによ
る、国民にとっての価値が存在する。最終的には、政府および国民が広く情報を共
有することが重要である。」（JICA, 2004, p.81） 
第３節 国際的 ICT・電子政府の指標 
現在、国際的に ICT および電子政府の進捗状況をより把握するために採用されている指
標は、早稲田大学電子政府・自治体研究所が国際 CIO 学会加盟の世界主要大学と提携して調
査分析している「世界電子政府進捗度ランキング調査」のほかに、「国連の電子政府ランキ
ング」、「世界経済フォーラムのネットワーク成熟度指数」や「国際電気通信連合の ICT開発
指標」等が挙げられる。以下にそれぞれの指標について概要を述べる。 
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第１項 国連の電子政府ランキング 
「国連の電子政府ランキング8」とは、2003 年以来、国連経済社会局（United Nations 
Department of Economic and Social Affairs：UNDESA）が、193ヶ国の国連加盟国すべて
を対象に電子政府を調査し、2 年に 1 度ランキングを発表するものである。この調査では、
電子政府の進捗状況の分析と、国際的に合意された開発目標の実現を支援し、新興行政問題
にどのように取り組むことができるかを分析している。また、この調査は、絶対的な測定で
はなく、各国の電子政府のパフォーマンスを相対的に評価し、そして、それぞれの国におけ
る開発優先事項に沿った電子政府イニシアティブのレベルや進行程度を自らに決定すべき
であることを期待して、途上国を含む世界各国の電子政府の推進のための参考とすること
を目的するものでもある。 
国連の電子政府ランキングでは、電子政府開発指標値を計算することにより加盟国の電
子政府状況を評価する手法を用いている。図 1-4に示すように、このランキングにおける指
標である「電子政府発展指標（E-Government Development Index：EGDI）」は、「オンライン
サービス指標（Online Service Index：OSI）」、「電気通信インフラ指標（Telecommunication 
Infrastructure Index：TII）」、「人的資本指標（Human Capital Index：HCI）」から構成さ
れている（国連、2016、p.153）。また、TIIには「インターネットユーザ数（人口割合%）」、
「 固定（有線）ブロードバンド契約数」、「無線ブロードバンド契約数（100人割合）」、「 固
定電話契約数（100人割合）」、「携帯電話契約数（100 人割合）」という 5つ評価項目があり、
HCI には「平均期待就学年数」、「平均実績就学年数」、「成人識字率（%）」、「総就学率（%）」
という 4つ評価項目がある。 
 
図１-4 国連の電子政府ランキング指標の構成 
出典：国連（2016）の電子政府発展度指標 2016  
                            
8 United Nations E-Government Survey；https://publicadministration.un.org/egovkb/ 
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この HCI では、電子政府を利用する国民の一般的な知識や能力を測定したものである。
つまり、政府のオンラインサービスに加えて、電子政府にアクセスさせる電気通信インフラ
及び教育レベル要因によるアクセス特性を組み込む評価となっている。また、OSIは、国連
の調査チームが、労働社会福祉・保健・財務・環境の各省のホームページについて「国連の
電子政府オンラインサービス発展段階モデル」（第 1章 第 2節 第 4項）の 4 段階で評価
し、評価者の主観に偏らないように、複数の専門家による評価も実施したものである。 
第２項 早稲田大学世界電子政府進捗度ランキング 
「早稲田大学世界電子政府進捗度ランキング9」とは、早稲田大学電子政府・自治体研究
所10が国際 CIO学会11（International Academy of CIO：IAC）傘下の世界主要大学と提携し
て、世界の ICT先進国を中心に 65ヶ国が対象となり、毎年、世界電子政府進捗度ランキン
グを調査し、ランキングの結果を発表したものである。2004年に第 1回目を発表してから、
2017年で 13回目を迎え、国連の電子政府ランキングと並び、世界 2大ランキングとして高
い評価を得るようになった。「早稲田大学電子政府世界ランキングは、ICT の進捗度を背景
とした高度情報化社会への適合を図るためのものである。世界の国際競争力の強化に貢献
し、且つ経済的側面からも国民生活を強力に支援するツールとしての電子政府の在り方に
総合的視点で取り組むものである」（小尾、岩崎、2011、p.204）。 
表 1-2 に示すように、世界の電子政府の最新の進捗度評価に関して正確、且つ公平な結
果を得るために、2016 年度早稲田大学電子政府・自治体研究所の世界電子政府進捗度ラン
キング調査（早稲田大学電子政府・自治体研究所、2016、pp.5-6）では、10分野 35項目の
部門別評価を行っている。政府のホームページと ICT 展開の進捗度のみならず、実際に行わ
れている電子政府の実情、例えば行政管理の最適化、内部プロセス、オンラインサービスと
新潮流、政府とステークホルダーとの総合的な関係についても分析している。 
表１-2 早稲田大学世界電子政府進捗度ランキング調査の評価指標 
10 調査大項目 35調査小項目 
ネットワーク・インフラの充実度
（公的ネットワークの構築・整備） 
1-1 インターネット加入数 
1-2 ブロードバンド・ユーザ 
1-3 デジタル携帯電話加入者 
                            
9 早稲田大学世界電子政府進捗度ランキング調査；http://www.e-gov.waseda.ac.jp/ranking_jp.htm 
10 早稲田大学電子政府・自治体研究所；http://www.e-gov.waseda.ac.jp/ 
11 国際 CIO学会；http://iacio.org/ 
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行財政改革への貢献度、行政管理の
最適化等（エンタープライズアーキ
テクト効果） 
2-1 最適化進捗度 
2-2 統合エンタープライズアーキテクトモデル 
2-3 行政管理予算システム 
各種オンライン・アプリケーショ
ン・サービスの進捗度（オンライン
サービス活動の種類や進捗度） 
3-1 電子入札システム 
3-2 電子納税 
3-3 電子決済・通関システム 
3-4 eヘルス制度 
3-5 ワンストップサービス 
ホームページ、ポータル・サイトの
利便性（ナショナル・ポータルの状
況） 
4-1 ナビゲーション機能 
4-2 双方向対話性 
4-3 インターフェース 
4-4 技術的利便性 
行政 CIO（最高情報責任者）の活躍
度（権限や人材育成） 
5-1 行政 CIO の導入 
5-2行政 CIO の権利 
5-3 行政 CIO の組織 
5-4 行政 CIO の人材育成計画 
電子政府の戦略・振興策（計画の達
成度） 
6-1 法的対応 
6-2 効果的な振興事業 
6-3 サポートメカニズム 
6-4 評価メカニズム 
ICTによる市民の行政参加の充実度
（市民の電子参加） 
7-1 情報共有メカニズム 
7-2 交流・協議 
7-3 意思決定参加 
オープン・ガバメント（オープン・
データ） 
8-1 法的対応 
8-2 ソサイエティ 
8-3 組織 
サイバー・セキュリティ 9-1 法的対応 
9-2 サイバー犯罪対策 
9-3 インターネット・セキュリティ組織 
先端 ICT（クラウド、IoT、ビックデ
ータ）の利活用度 
10-1 クラウド利活用 
10-2 IoT利活用 
10-3 ビックデータ利活用 
出典：早稲田大学電子政府・自治体研究所（2016） 
一方、小尾、岩﨑（2011）は、客観的評価となる評価指標を設定していれば、公平な電
子政府世界ランキングの抽出が可能であると指摘している。早稲田大学電子政府・自治体研
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究所の世界電子政府進捗度ランキング調査は、国連の電子政府ランキングの「ネットワー
ク・インフラ」、「オンラインサービス」、「ナショナル・ポータル・サイト」以外に、ICT変
化に伴う評価観点、包括的な評価分析指標を策定しているものである。これらの評価観点に
は、電子政府の新潮流として、「行財政改革への貢献度及び行政管理の最適化」、「電子政府
サービスを発信する政府 CIO」、「電子政府促進の戦略・振興策」、「市民の電子行政参加を促
進させる双方向性」、「先進国が進めているオープン・データの教訓から、途上国や非民主主
義国が情報開示への政治的な壁を打ち破れるオープン・ガバメント」、「サイバー・セキュリ
ティ」、「先端 ICT（クラウド、IoT、ビックデータ）の利活用」が挙げられる。 
表 1-2 に示している早稲田大学電子政府・自治体研究所の世界電子政府進捗度ランキン
グ調査の 10分野の詳細は、次の通りである。 
 ネットワーク・インフラの充実度： 
電子政府にアクセス可能とするネットワーク・インフラの整備状況を測定するもの
である。政府の利用促進においては、電子政府にアクセスできないと話が進まないため、
国民がインターネットにアクセスできるネットワーク・インフラを構築しなければなら
ない。電子政府にアクセスするブロードバンド、モバイル、テレビ、KIOSK端末等、多様
な方法がある。多くの国では、ネットワーク・インフラの構築を順調に全国展開し、イ
ンターネット利用者は、電子政府サービスを活用する際に安価で簡易なインターネット
接続ができることを期待している。また、固定ブロードバンドだけではなく、携帯電話
やスマートフォンを使って、インターネットへアクセスする傾向がある。そのため、モ
バイル政府の有効性も実用化に向かっている国も多い。評価対象としては、「インターネ
ット加入数」、「ブロードバンド・ユーズ」、「デジタル携帯電話加入者」が挙げられる。 
 行財政改革への貢献度、行政管理の最適化： 
「行政の内部プロセスを改善するために ICT の使用方法をベースにして、政府の電
子化・情報化と ICT の統合達成のレベルを測定するものである。ネットワーク・インフ
ラの充実度と共に、行政管理の最適化が電子政府を効果的に推進させる基礎を構成する」
（小尾、岩崎、2011、p.206）。評価対象としては、「電子政府の取組に伴う行政変化に対
する電子政府の取組の戦略・計画といった最適化進捗度」、「行政内部プロセスを改善す
る統合エンタープライズアーキテクチャー（Enterprise Architect：EA）といったモデ
ル」、「行政管理予算システム」の存在が挙げられる。 
 各種オンライン・アプリケーション・サービスの進捗度： 
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政府が国民に提供する基本的且つ重要な政府のオンラインサービスである「電子入
札システム」、「電子納税システム」、「電子決済・通関システム」、「E ヘルス制度」、「ワ
ンストップサービス」に対して評価を行うものである。各種オンラインサービスの成熟
レベルや利用の利便性及びセキュリティ観点を評価対象としている。 
 ホームページ、ポータル・サイトの利便性： 
政府のホームページの状況を測るために、「ナビゲーション機能」、「双方向対話性」、
「インターフェース」、「技術的利便性」について総合的に実際にナショナル・ポータル
の状況を評価するものである。この指標では、情報公開の観点、技術的観点、機能性観
点といった 3つの評価観点から構成されている。情報公開の観点とは、それぞれの機関
に関する一般情報・ニュース・連絡先及びその関連機関へのリンク情報等が存在するか
どうかの評価である。機能性観点とは、検索機能・サイトマップ・ブログ・ソーシャル
ネットワーキングサービスとの連携・外国語ページ・オンラインサービスへの連携及び
セキュリティ対策等を評価する。そして、技術的観点とは、多様なウェブブラウザの対
応評価に加え、第三者のデータでの評価として、Googleの携帯端末やデスクトップ端末
向けのホームページのパフォーマンスを測定する Page Speed Insightsを用いて、それ
ぞれのホームページのパフォーマンスを測定する。 
 行政 CIOの活躍度： 
行政 CIOは、組織改革と行政改革のバランスを取るために、行政管理戦略と ICT投資
を調和させる重要な役割を演じている。したがって、政府 CIOは、電子政府実施の成功
への鍵となる要素の一つとみなされている。行政 CIOの正確なタイトルは国によって異
なるが、行政における ICTを担当する業務と同じような役割・位置付けが行政 CIOと異
なる名前を付けることができる。その行政 CIOはどのような国家レベルに配置されるの
か、どのような権利と組織をもつのかによって、行政 CIO の活躍が発揮される。また、
行政 CIOの人材育成を支援するための研修コースや運営する仕組と行政 CIO を教育する
レベル等を関連させて評価している。評価対象としては、「行政 CIOの導入」、「行政 CIO
の権利」、「行政 CIOの組織」、「行政 CIOの人材育成計画」が挙げられる。 
 電子政府の戦略・振興策： 
電子政府の戦略・振興の活動範囲としては、電子政府の実現と中長期戦略を支援する
すべての活動が範囲であり、電子政府の実施するための法的枠組・仕組である法制、計
画、戦略等や電子政府の推進活動の一環としての公共フォーラム、国民への研修、大学
との連携等の活動も含まれている。国家戦略の一環として電子政府の優先順位付けに関
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わる戦略を検討するのかによって電子政府の実現を促進させているのか等を評価して
いる。これは、電子政府の戦略に沿って、電子行政サービスの利用拡大、さらに地方レ
ベルの電子自冶体の振興策を遂行させるべきであるという考え方に基づいている。また、
電子政府促進指標の評価は、各々の国の開発を評価する指標の包括的なリストと電子政
府推進発展の現状を判断する包括的なパラメータリストを用いて評価される。さらに、
電子政府の発展と実現を監督する評価の仕組に対して、民間部門や教育部門におけるシ
ンクタンクの参加も評価対象となる。評価対象としては、「法的対応」、「効果的な振興事
業」、「サポートメカニズム」、「評価メカニズム」が挙げられる。 
 ICTによる市民の行政参加の充実度： 
市民の電子政府参加（ e-Participation）とは、市民の電子政府参加の一環として、
ITC による行政とガバナンスのプロセスに参加させることをいう。これは、ICT の双方向
性の機能の活用で、行政は住民や企業の意見交換や会議が容易に行えることによって、
政策プロセスにおける国民の関与を可能にし、住民参加型を一層進めることができると
いうことである。Web 2.0技術の登場による政府 2.0（ガバメント 2.0：Government 2.0, 
Gov 2.0）においては、電子政府アプリケーションの公開化が進んでいるため、市民がど
の程度、政府 2.0を活用するかを評価するものである。また、電子政府の「需要」側を
考慮する潮流もすでに多くの政府で見られる。この指標では、政府や国会が含まれてい
る国家情報をどのような仕組で、情報共有メカニズを実現するかを評価する。また、国
民との交流・協議を行う仕組があるかどうかを評価し、そして、国民と交換される意見
等がどのように行政政策に反映されるか、すなわち、電子意思決定とも呼べる仕組を評
価する。 
 オープン・ガバメント： 
オープン・データとは、誰でも自由に使用、再利用、再配布できるデータのことを指
す。公開データは、国、地方公共団体及び事業者が保有するすべての官民データを公開
するという意味ではない。国民誰もがインターネット等を通じて容易に公開データを利
用（加工、編集、再配布等）することができるよう、営利目的・非営利目的を問わず二
次利用可能なルールを定め、コンピュータプログラムが自動的にデータを加工、編集が
できることや、無償で利用できるようにした公開データである。この指標では、電子行
政オープン・データを支援・振興する法制や政策や政府の計画という法的対応があるか
どうかを評価する。また、ソサイエティの評価項目では、国民に対して電子行政オープ
ン・データを公開する仕組として、どのようなデータセットやデータ形式があるのかを
評価し、そして、オープン・データを監督する組織の仕組を評価する。 
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 サイバー・セキュリティ： 
ICT に大きく依存している現代社会において、多種多量の情報が流通するインター
ネット、その他の仮想的な空間であるサイバー空間が、急速に拡大し、実空間に浸透し
ている。サイバー・セキュリティとは、サイバー空間における関連するセキュリティリ
スクに対して、サイバー空間に接続されている ICT資産のデータ、および完全性が確実
に保護されるよう努めるということである。サイバー攻撃の対象となり得る範囲も個人
的な空間から社会インフラ等の公的な空間まで広がってきている。そして、サイバー攻
撃の手法についても、複雑・巧妙化してきている。各政府は、サイバー・セキュリティ
の確保は、国民生活や社会経済活動や社会経済インフラの安全・安心保護はもとより、
国家の安全保障・危機管理においても極めて重要な課題となっている。この指標では、
各国の政府がサイバー・セキュリティに対して、どのような戦略や政策、及び法制制度
があるのかという法的対応を評価する。また、複雑・巧妙化しているサイバー攻撃の手
法やサイバー犯罪行為に対して、どのような仕組でサイバー犯罪対策を行うのかを評価
し、そして、政府システムに対するサイバー攻撃に対応し、情報セキュリティに不測の
事態が生じないようセキュリティ対策におけるインターネット・セキュリティ組織があ
るかどうかを評価する。 
 先端 ICTの利活用度： 
近年、先端 ICTといった「クラウド、IoT、ビッグデータ」の活用が注目されている。
また、IoT・ビッグデータ・AI の新たな ICT は、経済成長で重要な役割を果たす要素だ
といわれている。多くの国、特に先進国では、電子政府の質を向上させるために先端 ICT
を導入し、デジタル革新の恩恵を手にすることを目指している。この指標では、政府に
おける「クラウド利活用」、「IoT利活用」、「ビックデータ利活用」に対して、どのような
法制制度と実績があるのかを評価する。 
第３項 世界経済フォーラムのネットワーク成熟度指数 
世界経済フォーラム（World Economic Forum：WEF）は、「世界競争力報告書」、「世界ジ
ェンダーギャップ報告書」、「世界貿易円滑度報告書」等、数多くの比較調査を公表している。
2001 年以降、WEF は INSEAD やコーネル大学と提携して、ICT 分野を対象とする年次報告書
「世界情報技術レポート（Global Information Technology Report）」シリーズを刊行し、
併せて「ネットワーク成熟度指数（Network Readiness Index：NRI）12」も発表している。
NRIは国際的に ICT環境を展望するための代表的指標であり、NRIを用いて ICT革命の推進
                            
12 NRI；http://reports.weforum.org/global-information-technology-report-2016/networked-readiness-index/ 
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要因を世界的に評価している。調査対象国・地域には主要先進国から、サブサハラ等の後発
発展途上国までが包括的に含まれており、2016年度は 139ヶ国が調査対象となった。 
表 1-3 に示すように、NRI は、①ICT 環境の成熟に資する規制枠組みについて評価する
「環境（A:Environment）分類」、②設備基盤及び人的資源について評価する「準備
（B:Readiness）分類」、③個人、企業及び政府による実際の ICT利用状況を評価する「利用
（C:Usage）分類」、④ICTの利活用による経済的、社会的影響を評価する「影響（D:Impact）
分類」といった 4つの分類（サブ指数、Subindex）により構成されている。また、付録 2に
示すように、これらの分類は計 10 種の「項目（柱、Pillar）」、さらには 53 種の「指標
（Indicator）」が下位として構成され、これら全てに評価ランキングが付けられている。 
表１-3 世界経済フォーラムのネットワーク成熟度指数の構成 
分類 項目及び指標 
A:環境（18指標） 1：政治及び規制に関する環境（9指標） 
2：事業及びイノベーションに関する環境（9指
標） 
B:準備（11指標） 3：インフラ及びデジタルコンテンツ（4指標） 
4：安価な料金水準（3指標） 
5：技能（4指標） 
C:利用（16指標） 6：個人利用（7指標） 
7：ビジネス利用（6指標） 
8：政府利用（3指標） 
D:影響（8指標） 9：経済的影響（4指標） 
10：社会的影響（4指標） 
出典：WEF（2016）の世界情報技術レポート 2016 
第４項 国際電気通信連合の ICT開発指標 
国連の国際電気通信連合（International Telecommunication Union：ITU）では、2007
年から世界の電気通信環境の調査報告（Measuring Information Society Report）を公表
し、ITUの評価に基づく各国の ICT普及度についてランキングを知ることができる。この報
告書では、ITUの ICTの普及度の指標として、「ICT開発指標（ICT Development Index：IDI）
13」が使われている。IDI の主な評価視点は、「各国における ICT開発のレベルと進化、およ
び他国との比較」、「先進国と発展途上国の ICT開発の進展」、「デジタルデバイド」、「ICTの
                            
13 IDI；http://www.itu.int/net4/ITU-D/idi/ 
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開発ポテンシャル及び国の成長と発展を促進させるための利用可能な能力とスキル」であ
る。2009年以来、この報告書では、表 1-4に示すように、「アクセス性：ICTアクセス」「利
用状況：ICT 利用」「技能：ICT スキル」の 3 つの観点による評価、11 ベンチマーク指標に
組み合わせた IDIを公表している。IDIは、国や期間の経過とともに ICT発展を監視、比較
するためにも使用されている。 
表１-4 国際電気通信連合の ICT 開発指標の構成 
分類 指標 
ICTアクセ
ス 
1. 固定電子契約：人口 100人当たりの固定電話契約率 
2. 携帯電話契約：人口 100人当たりの携帯電話契約率 
3. 一人当たりの国際インターネット帯域幅 bps 
4. PC世帯保有率 
5. インターネット世帯アクセス率 
ICT利用 6. 個人インターネット利用率：3か月以内にインターネットを利用した
個人の割合 
7. 固定ブロードバンド契約率：人口 100人当たりの固定ブロードバンド 
8. 無線ブロードバンド契約率：人口 100人当たりの無線ブロードバンド 
ICTスキル 9. 成人識字率：簡単な文章を読み書きができる人口の割合 
2016年報告より、この指標は「平均実績就学年数」に変わった 
10. 中等教育就学率：12歳～17歳 
11. 高等教育就学率：18歳～21歳 
出典：ITU（2017）の IDI概念的枠組みと方法論 
第４節 後発開発途上国の概要 
第１項 後発開発途上国の定義 
後発開発途上国（Least Developed Countries：LDCs）とは、国連開発計画委員会
（Committee for Development Policy：CDP）が認定した「一人当たりの国民総所得（GNI）
が 1025米ドル以下（2018 年）、及び人的資源指数（Human Assets Index：HAI）と経済的脆
弱性指数（Economic Vulnerability Index：EVI）が満たせない」基準に基づき，国連経済
社会理事会の審議を経て，国連総会の決議により認定された開発途上国の中でも特に開発
の遅れた国のことである。3 年に一度、LDCs リストの見直しが行われる。2018 年の見直し
の結果では、表 1-5のように、アフリカに 33ヶ国、アジアに 9ヶ国、大洋州に 4ヶ国と中
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南米に 1 ヶ国の合計 47 ヶ国が後発開発途上国として認められた14。東南アジア諸国連合
（Association of Southeast Asian Nations: ASEAN）について言えば、2018年度15の分類
としてはラオス、カンボジアとミャンマーの 3ヶ国が LDCsリストに入っている。 
後発開発途上国は、特に所得が低く、栄養不足で、乳幼児死亡率が高く、就学率も低い、
といった開発が遅れている国々である。多くの後発開発途上国はアフリカやアジアの内陸
国であるため、隣国の港湾間の輸送費がかかるために、流通条件不利性といった貿易の利益
が少なくなる一方、港湾を持っている隣国の情勢に左右されることが多く、経済活動に大き
い障壁となっている。そのため、後発開発途上国は、先進国や国際機関から援助や貿易にお
いて、他の国より優遇されていることに頼り過ぎていることが多いといわれている。また、
後発開発途上国では、電気・水道を初めとするライフラインの整備状況が不十分で、社会基
盤が脆弱となっている国がほとんどである。そのため、生活水準も低く、自然災害に対処し
きれない場合があり、他の国の支援がないと、被害の拡大を抑えきれない傾向がある。後発
開発途上国の貧困削減や生活水準の改善には、人的資本や社会基盤への持続的な投資、制度
能力の改善が必要であり、そのためには、後発開発途上国の政府の強いリーダーシップとガ
バナンスが欠かせない。さらに、政治的腐敗といった汚職問題は、後発開発途上国にとって、
発展を妨げる大きな要因の一つであることが指摘されてきた。これらのことを払拭するた
めに、政府の透明化と腐敗の抑止にかかるガバナンスを強化するとともに、貧困削減の政策
を推進しなければならない。 
表１-5 カテゴリ別の後発開発途上国一覧 
 アフリカ 
（33ヶ国） 
アジア 
（9ヶ国） 
大洋州 
（4ヶ国） 
中南米 
（1ヶ
国） 
内陸の国 ブルキナファソ、ブルン
ジ、 中央アフリカ、チャ
ド、エチオピア、レソ
ト、マラウイ、マリ、ニ
ジェール、ルワンダ、 南
スーダン、ウガンダ、ザ
ンビア 
アフガニスタ
ン、ブータン、
ラオス、ネパー
ル 
  
                            
14 国連の LDCsリスト；https://www.un.org/development/desa/dpad/wp-
content/uploads/sites/45/publication/ldc_list.pdf 
15 世界銀行における国所得階層別分類；http://datatopics.worldbank.org/world-development-
indicators/images/figures-png/world-by-income-sdg-atlas-2018.pdf 
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小島嶼の国 ギニアビサウ、コモロ、
サントメ・プリンシペ 
東ティモール キリバス、
ソロモン諸
島、ツバ
ル、バヌア
ツ 
ハイチ 
上記以外の国 アンゴラ、ベナン、コン
ゴ民主共和国、ジブチ、
エリトリア、ガンビア、
ギニア、リベリア、マダ
ガスカル、モーリタニ
ア、モザンビーク、セネ
ガル、シエラレオネ、ソ
マリア、スーダン、トー
ゴ、タンザニア 
バングラデシ
ュ、カンボジ
ア、ミャンマ
ー、イエメン 
  
出典：国連 CDP 2018年 LDCs リスト 
第２項 後発開発途上国における ICT 
「後発開発途上国においては、ICT は貧困からの脱出のための重要な 1 つの手段になる
と考えられる」16。「しかし、後発開発途上国では ICT の効率利活用の前に、国の基盤となる
経済分野や社会分野のインフラに資金、資源、人材、技術、時間を投入しなければならない
ため、ICT を経済・社会発展の課題解決のために有効活用できていないことが多い。また、
多くの ICT 関連プロジェクトや大規模な ICT インフラ整備といった「ハード面」に関して
は、国際機関や先進国や諸外国からの資金的・技術的支援により行われているケースが殆ど
である」（ローワンサイ、2017、p.2）。ここでいう「ハード面」とは、図 1-5のように、ICT
インフラ、ICT関連施設・データセンター、ネットワーク機器・サーバー・パソコン・OA機
器といった ICT関連機器、開発されるホームページ・アプリケーション・ソフトウェアの利
用機器（スマートフォン・タブレット・情報 KIOSK 端末・テレビ）といった利用基盤の要素
を指す。このように従来の ICT支援が、インフラの整備というハード面の支援が中心であっ
たことから、後発開発途上国の政府は、ハード面の ICT振興を偏重する傾向がある。 
「後発開発途上国において ICT活用を推進するためには、まずは政府が ICT 活用促進の
重要性を認識して国家的な ICT活用戦略を策定し、その下で各種の政策・制度を制定・実施
することが重要である。ICT 活用戦略とそれに関する政策・制度は、包括的かつ一貫性のあ
                            
16 総務省「情報通信白書平成 24年版」の第 1部、第 2節「3 開発途上国の貧困からの脱出と ICT」 
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るものであり、地域的な取組やグローバルな基準と整合したものとすべきである。また ICT
は民間が主導する分野であり、公的部門の役割は民間の積極的な活動を促す環境整備及び
採算がとれず民間の取組から取り残される危険のある地域・人に対するフォローを中心と
して実施すべきであることを前提として戦略や政策を立てる必要がある」（JICA, 2001, 
p.14）。このように、先述のハード面に対して、法律、政策および規制の策定や人材育成や
技術協力・移転といった「ソフト面」を充実させることも重要なのである。また、後発開発
途上国に求められる情報化推進政策の策定にあたっては、人的資源開発に関する問題が挙
げられる。後発開発途上国の人的資源だけでは戦略を構築することが困難であり、現実的な
解決策としては、ドナーの諸外国や国際機関の支援を受けながら、それぞれの国に適した戦
略作りを進めることになる。 
 
図１-5 後発開発途上国における ICT 支援（ハード面・ソフト面） 
出典：筆者作成 
今日、後発開発途上国にも、ICT 化による社会、産業、行政などへの大きな変革の波が
押し寄せている。そうした中、従来型の発想に基づくハード面のインフラ支援を行うだけで
は、実社会のニーズや活動を支えるインフラが整備されず、かえって発展を停滞させる要因
にもなりかねない。ICT 支援の分野では、「ハード面中心」の支援から、「ハード面＋ソフト
面」、さらには「ソフト面そのもの」へと必要性がシフトしてきている。すなわち、後発開
発途上国における ICT支援は、ハード・ ソフト両面のサポートが求められる。上流の政策・
戦略の策定といったソフト面を支援した上で、インフラ整備・機材供与といったハード面で
の支援につなげ、そして、さらに人材育成、能力開発等といった利活用、維持管理に関わる
ソフト面の支援を行うよう転換すべきなのだ。 
また、産業界が業務に ICT を取り入れようとすると、ICT サービス産業の中でも特に情
報システム構築サービス（システム設計、システム構築、システム保守、ICTを利用するこ
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とを前提としたビジネスプロセスの再構築支援）を提供してくれる企業が必要になってく
る。後発開発途上国でも、今後このような業界が急速に成長する可能性がある。しかし、現
時点の後発開発途上国では ICT 市場そのものが小さく、情報サービス利用市場はまだ限定
的なものである。このことから、「後発開発途上国にとって ICT利用の活性化は、まず政府
が明確な指針を設定し、政策主導による電子政府、遠隔教育、遠隔医療公的なサービスの分
野に ICT 技術を導入し、この過程でコンテンツの制作や運用面で効率性が見込まれる民間
企業に参加を促しつつ、民間分野での ICT利用の活性化を誘導する政策を採ることで、ICT
産業の活性化を促す必要がある」（JICA, 2001, p.84）。即ち、ICT 活性化には官の政策主導
による ICT 市場の創出と民間主導の ICT 市場の活性化を図るような ICT 産業振興の仕組を
構築することと、政府による計画性のある人材育成が欠かせない。 
さらに、後発開発途上国で、インターネット普及を妨げている要因のひとつとして、魅
力的なコンテンツの不足が挙げられる。現在、インターネットを利用している人の多くは、
富裕層に属する人たちであり、主に英語のコンテンツを利用している。「英語が公用語とな
っている国においては大きな問題とならないものの、英語以外の言語を母国語ないしは公
用語として用いている地域の人々にとっては重大な問題となる。したがって、後発開発途上
国が選択する政策として、政府部門自らが自国の言語での魅力的なコンテンツを開発して
いくか、人々にコンテンツ作成能力を与えるような教育プログラムを実施していくことを
真剣に検討する必要がある」（JICA, 2004, p.66）。 
第３項 後発開発途上国の電子政府ランキング 
表 1-6は、後発開発途上国における国連の電子政府ランキングを 2005年から 2016年ま
での 10 年間（6 回）のランキング変動を示したものである。国連の電子政府ランキングで
は、多くの後発開発途上国は、2005年のレソトが最高位で、2015年にはバングラデシュが
これに変わっているが 124 位とランクを下げている。過去 10年間のランキング変動をみる
と、大きくランキングが変化した国もあれば、ランキング変動がないラオスのような国もあ
る。表 1-6 より具体的な国を挙げてみると、大きくランクを上げたザンビア（180 位→132
位の 48ランク）、バングラデシュ（162位→128 位の 38ランク）や大きくランクを下げたレ
ソト（114→154位の 40ランク）、ミャンマー（129→169 位の 40ランク） のような国もあ
れば、147位と 148位の間ランキング変動がないラオスのような国もある。また、前回との
ランキング比較という点では、大きくランクを上げたツバル（2010 年 184 位→2012 年 134
位の 50ランク）やキリバス（2010年 184位→2012 年 149位の 35ランク）のような国があ
れば、大きくランクを下げたサントメ・プリンシペ（2012年 138位→2014 年 169位の 31ラ
ンク）やネパール（2005 年 126 位→2008 年 150 位の 24 ランク）のような国もある。さら
に、2005-2008-2010 年と 2012-2014-2016 年でランキングを上げた一方のバングラデシュ、
2008-2010-2012-2014-2016 年でランキングを下げた一方のマダガスカル等のような国もあ
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れば、ランキング変動が上がったり下がったりしている国もある。この結果から、多くの後
発開発途上国では、電子政府の発展を持続的に維持し続けることができていない現状が見
てとれる。 
表１-6 後発開発途上国における国連の電子政府ランキング 
No 後発開発途上国 2005年 2008年 2010年 2012年 2014年 2016年 
最上位ランク 114 114 121 134 125 124 
最下位ランク 180 183 184 191 193 193 
1 バングラデシュ 162 142 134 150 148 124 
2 ウガンダ 125 133 142 143 156 128 
3 タンザニア 127 143 137 139 146 130 
4 ザンビア 180 158 143 154 163 132 
5 ブータン 130 134 152 152 143 133 
6 ネパール 126 150 153 164 165 135 
7 ルワンダ 143 141 148 140 125 138 
8 アンゴラ 158 127 132 142 140 142 
9 セネガル 153 153 163 163 151 144 
10 キリバス 180 183 184 149 132 145 
11 トーゴ 152 160 165 178 162 147 
12 ラオス 147 156 151 153 152 148 
13 バヌアツ 165 154 155 135 159 149 
14 ツバル 178 183 184 134 137 151 
15 レソト 114 114 121 136 153 154 
16 エチオピア 171 172 172 172 157 157 
17 カンボジア 128 139 140 155 139 158 
18 東ティモール 144 155 162 170 161 160 
19 スーダン 150 161 154 165 154 161 
20 マダガスカル 141 135 139 148 155 163 
21 ソロモン諸島 140 147 156 168 170 164 
22 マラウイ 137 146 159 159 166 166 
23 ガンビア 163 159 167 161 167 167 
24 サントメ・プリンシペ 135 130 128 138 169 168 
25 ミャンマー 129 144 141 160 175 169 
26 リベリア 180 163 166 169 179 170 
27 アフガニスタン 168 167 168 184 173 171 
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28 モザンビーク 146 152 161 158 164 172 
29 ブルンジ 166 174 174 173 172 173 
30 イエメン 154 164 164 167 150 174 
31 コモロ 155 170 160 171 177 176 
32 ベナン 151 171 173 179 180 177 
33 ハイチ 180 165 169 187 176 178 
34 コンゴ民主共和国 180 162 158 174 183 180 
35 ギニアビサウ 180 177 179 182 182 181 
36 マリ 173 175 176 183 181 182 
37 南スーダン - - - 175 185 183 
38 モーリタニア 164 168 157 181 174 184 
39 ブルキナファ 172 176 178 185 178 185 
40 シエラレオネ 167 178 177 186 186 186 
41 ジブチ 149 157 170 176 184 187 
42 チャド 169 182 182 189 189 188 
43 ギニア 170 180 180 191 190 189 
44 エリトリア 157 169 175 180 192 190 
45 中央アフリカ 180 179 181 191 187 191 
46 ニジェール 174 181 183 188 191 192 
47 ソマリア 180 183 184 190 193 193 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016 
第５節 ラオスの概要 
第１項 ラオスの基礎データ 
（1）ラオスの基礎データ 
本研究で取り上げるラオス人民民主共和国（ラオス）は、ASEAN の一国で、国際連合が
定めた世界の社会的・経済的な開発途上国の中でも特に開発の遅れた後発開発途上国のひ
とつである。ASEANは 2015年に ASEAN 共同体（安全保障共同体、経済共同体、社会・文化
共同体）を設立し、10 ヶ国で 5.7 億人の大規模な社会ネットワークが誕生した。これによ
り、人やモノ、ひいては情報の流通が活発化すると予想されるが、ASEAN諸国の間には、ICT
インフラを含む社会インフラの面で大きな格差がある。 
ラオスは、図 1-6 のように内陸国で、236,800 平方キロメートルの国土面積を持つ東南
アジアのインドシナ半島に位置する人民民主共和制国家である。北に中国、西にミャンマー、
東にベトナム、南にカンボジア、南西にタイの 5 ヶ国と国境を接し、2015 年の人口は 650
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万人である17。ラオスは、近年、経済成長が目覚ましく、ミレニアム開発目標（Millennium 
Development Goals：MDGs）の達成を引き継ぐ持続可能な開発目標（Sustainable Development 
Goals：SDGs）に向けて、後発開発途上国から脱却することを目指している。ラオスにおけ
る過去 5 年間の GDP 成長率は 7%台後半で推移している。2010 年には一人当たりの GDP が
1000ドルを超え、2017年の成長率は 6.89%、2017年の GDPは 169億米ドル、一人当たり GDP
は 2,472米ドル18となった。 
 
図１-6 ラオス地図 
出典：日本国の外務省ホームページ（https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/laos/）のラオス地図 
「急速な経済成長に対し、産業インフラの一つである ICT の発展は遅れている。特に、
ラオスの ICTサービス産業は、発展の初期段階にあり、周辺国に比べ市場規模も小さい。そ
の原因としては、国家レベルの ICT関連の産業振興策が存在しないこと、ICT人材育成の質
の問題等のさまざまなことが考えられる」（ローワンサイ、2017、p.6）。 
一方、ラオスは大メコン圏経済協力に参加しており、南北経済回廊、東西経済回廊にお
いて重要な位置を占め、「Land Locked」国から「Land Linked」国への移行を遂げつつある。
2013年 1月からは、正式に世界貿易機関（World Trade Organization: WTO）の加盟国とな
っており、今後の経済発展、社会開発が期待される。また、2016 年 1 月にラオス人民革命
党第 10回大会に承認された「ビジョン 2030」や 10年開発戦略（2016-2025）に基づき、第
8次国家社会経済開発 5か年計画 2016-2020（National Socio-Economic Development Plan）
                            
17ラオス統計局の 2015年人口調査の報告書；https://www.lsb.gov.la/pdf/PHC-LAO-FNAL-WEB.pdf 
18 日本外務省のラオス情報ページ；http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/laos/data.html#section1 
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においては、2020 年までの後発開発途上国脱却、2030 年に向けて次に述べるような国家建
設を進めている。「ビジョン 2030」では、「①知的経済、グリーン及び持続的発展をした上
位中所得国、②国民総所得 GNIが 2015年の 4倍以上、③工業、社会主義的な市場経済を基
盤とした盤石の経済、④平和、民主、文明、公平、そして、所得、地域格差が縮小していく
社会、⑤国民の生活、人的資源の質が向上し、国民の権利が法律で保障されること、⑥三つ
の建設に基づく行政、⑦資源の効率的な利用、8）主体的に地域統合、国際を推し進めるこ
と」という 8つの目標が設定されている。 
「このような目標の下、ラオス政府は、ASEAN 共同体の構築に向けて、経済・社会イン
フラ整備、農業の発展と森林の保全、教育制度の整備と人材育成、保健医療サービスの改善
を重点分野として、バランスの取れた経済発展を進めようとしている。もっとも、これらを
実現するために解決すべき課題は山積している。急速な経済成長に対し、産業インフラの一
つである ICTの発展は順調だとは言えず、遅れ気味である」（ローワンサイ、2014、pp.1-2）。
さらに、ラオスの ICTサービス産業は、発展の初期段階にあり、周辺国に比べ市場規模も小
さい。 
（2）ラオスの行政制度 
ラオスの政治体制は、「ラオス人民革命党」の一党支配を基本とした「人民民主共和制」
を採用している。憲法によれば、「国民議会は、立法機関であるとともに、国家の基本的問
題について決定を下す権利を有し、行政機関及び司法機関の活動を監督する機関」とされて
いる。ラオス国民議会は一院制議会で、国民議会議員、国民議会議長・副議長、国民議会常
務委員会、国民議会専門委員会、国民議会事務局から構成される。国民議会議長、国民議会
副議長、専門委員会、国家主席、副国家主席、最高人民検察院長、国家会計監査機構長、首
相以下の閣僚を選出し、国民議会議員による承認を行う。2016 年 1 月に 5 年に一度のラオ
ス人民革命党の第 10 回全国代表者大会が開催され、政治局員 11 名、党書記 9 名を含む中
央委員 69名を選出し、党書記長にはブンニャン国家副主席兼党書記局常任委員が昇格した。
この党大会では、党の指導的役割を強調、社会主義体制を堅持しつつ、従来の党大会は社会
経済開発 5 か年計画を立案し、さらに、「ビジョン 2030」、「社会経済開発戦略 10 カ年戦略
2016-2025」、「第 8 次国家社会経済開発計画 2016-2020」の 3政策を承認した。その後、2016
年 3月 20日に第 8期国民議会議員選挙を実施し、国民議会初回会合で、国家主席にブンニ
ャン党書記長、新首相にトンルン副首相兼外相がそれぞれ選任され、新政府指導部が発足さ
れた。これによって、今後 5年間はブンニャン党書記長・トンルン首相の体制で「後発開発
途上国脱却」を目指して、党大会で承認された「ビジョン 2030」への国家運営を行うこと
になった。また、第 8期国民議会から 25年ぶりに地方議会である県議会が復活した。 
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図 1-7でラオス中央政府の構成を示す。2016年に発足したトンルン首相の体制下では、
首相府以下 18 の省と、これらと同格の「政府検査機構・反汚職機構」と「ラオス銀行」
二機関が存在している。ICT の促進については、郵便電気通信省のほかに科学技術省があ
り、それぞれが個別に国内の ICT分野に対して政策を提案し、行政における ICT事業を行
っているということがある。 
 
図１-7 ラオス行政の構成図 
出典：ラオス政府ポータル・サイト（http://www.laogov.gov.la/pages/structure.aspx?ItemID=16）の
ラオス政府構成図、ラオス国民議会ホームページ（http://www.na.gov.la/）のラオス行政情報 
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なお、ラオスでは地方議会が復活したものの、地方分権による行政運営は行われていな
い。県知事をはじめとする地方行政の主要クラスはすべて中央からの任命によるもので、
県知事の任命・罷免は首相の権限となっている。ラオスの地方行政区画は 17つの県（ポン
サーリー県、ルアンナムター県、ウドムサイ県、ボーケオ県、ルアンパバーン県、サイニ
ャブーリー県、フアパン県、シエンクワン県、ビエンチャン県、ボーリカムサイ県、カム
ムアン県、サワンナケート県、サラワン県、チャンパーサック県、セコン県、アッタプー
県、サイソムブーン県）と、1つの都（ビエンチャン都）から構成され、県下には、郡及び
村からなる三層制となっている。 
第２項 ラオスの ICT 事情 
ラオスの ICTや電子政府に関する政策・法律・事業を付録 1と以下にまとめる。 
ITU（2002）の報告によると、はじめてインターネットがラオスで使用されたのは 1994
年頃だった。その後、1996年に科学技術環境庁（Science Technology and Environment 
Agency：STEA）がラオスの IT政策策定を政府から任命され、ITマスタープラン（1996-
2000）を作成した。1998年に Globenet社によって人工衛星によるインターネットが提供
され、大手インターネットカフェ Planet cafeがサービスを開始し、1999年にはラオス政
府とタイ国の Shinawatra社の合弁会社であった LaoTel社がインターネットサービスを開
始した。このことによってラオス ICTの歴史が始まったと言ってよい。ラオスの ICT事情
について、「ICT政策、ICT 市場、ICTインフラ、ICT 人材」という観点からの考察を加え
て、「ラオスのビジョン 2030への ICT政策」の紹介を以下にまとめる。 
（1）ラオスの ICT政策事情 
2016年に発足したトンルン首相の体制では、郵便電気通信省（Ministry of Posts and 
Telecommunications：MPT）は、電気通信分野における政策立案、免許付与、市場の監督管
理、周波数割当、通信設備の輸出入管理、ユニバーサルサービス基金管理等を管轄している。
また、図 1-8に示すように、MPTの組織構成では、郵便事業より、通信及び ICT を中心とし
て編成されている。 
一方、2011年 9月の第 7期第 1回国民議会で承認された政府機関の再編により、郵便や
電気通信及び ICT を所管する国家郵便電気通信庁（National Authority of Post and 
Telecommunications：NAPT）は、MPTとなったと同時に、国家科学技術庁（National Authority 
for Science and Technology：NAST、旧 STEA）は科学技術省（Ministry of Science and 
Technology：MOST）となった。この再編によって、当初 STEAが立ち上り、所管していた電
子政府プロジェクトやラオス衛星プロジェクトが MPTに吸収されることとなった。しかし、
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ICT サービス産業関連事項は、MPT の所管とされたものの、MOST は IT 関連法制整備引き続
き継続している。それ以降、MPT か MOST かのどちらが ICT の所管省となれるかという状況
が続いている。 
付録 1のように、ラオスの ICT関連政策として、2001に党方針として発行された「IT開
発・使用法令」や 2009年に首相令として承認された国家 ICT方針がある。また、「電子通信
法（2001,2012）」、「電子トランザクション法（2013）」、「サイバー犯罪防止法（2015）」、「情
報通信技術法（2016）」、「電子情報保護法（2017）」等という法令が施行された。さらに、2016
年 1月末にラオス人民革命第 10回全国代表者大会で承認された「ビジョン 2030」に合わせ
た「国家 ICTマスタープラン 2016-2020」と「国家 ICT開発戦略 2016-2020」のドラフト版
は、まだ現在でも施行して検討されている。 
 
図１-8 ラオス郵便電気通信省の組織 
出典：ラオス郵便電気通信省ホームページ（http://www.mpt.gov.la/structure）の組織図 
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（2）ラオスの ICT市場事情 
独立行政法人国際協力機構（JICA）とラオス ICT 商工協会（Lao ICT Commerce 
Association: LICA）は共同で、2009年から 2012年にかけて、ITサービス市場調査を行っ
てきた。この JICA-LICAの Lao IT Service Market 2012 Reportによれば、特にラオスの
ICTサービス産業は、発展の初期段階にあり、周辺国に比べ市場規模も小さい。ラオス国内
の IT 産業サービス企業の成長率は 20%台であり、主な収入源はハードウェア販売及び販売
後のサービスとされている。さらには、図 1-9のように、ラオスの IT市場規模は 2012年に
は約 1.2億米ドルと推定されている。図 1-10のように、業種別の IT投資規模（単位は万米
ドル）を見ると、金融サービス業が最も大きく、そのほか主要な業界として資源エネルギー
業、通信業、行政となっている。 
また、ラオスの経済発展に伴う資金調達を行う金融サービスが増える傾向の中で、金融
サービス分野における IT投資が特に増えた。そのため、IT投資全体としても高い伸びを示
しており、今後も 9%前後の成長が予測されている。これは GDP成長率を上回るものであり、
ラオスの経済発展の中で IT 分野が重要な役割を果たすと言える。行政における IT 投資に
ついて、2014年の予想では、210万米ドル、IT市場規模全体の約 15%となると推定されてい
る。このことは、行政における IT システム導入や IT インフラの構築に対して投資が行わ
れ、その投資成果が出てくるという期待が高まっていることを示している。 
 
図１-9 IT サービス企業売上から予測する ITサービス市場規模 
出典：JICA-LICA Lao IT Service Market 2012 Report 
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図１-10 IT サービス企業売上から予測する各分野の IT 投資規模 
出典：JICA-LICA Lao IT Service Market 2012 Report 
（3）ラオスの ICTインフラ事情 
ラオス ICTインフラ事情は、表 1-7に示す 5社の通信企業がそれぞれ ADSL、3G、LTE/4G、
WiMAX と専用線・光ファイバー等のサービスを提供し、図 1-11 のようにインターネットと
接続する回線は、殆ど隣国の外国 ISP企業を経由している。そのため、インターネット使用
料金については、隣国と比べて若干高い。しかし、「2008年から 3G サービスが、2011年か
ら LTE/4G サービスが利用可能となっており、電話会社の価格競争は激しさを増しており、
インターネット使用料金は毎年下がっている。例えば、512Kbps ADSLについては、2008年
では 80 米ドル/月だったが、2013 年には 22 米ドル/月まで下がり、4 分の 1 の安さとなっ
た」（ローワンサイ、2014、p.4）。ADSL だけでなく、3G モバイルによるインターネット利
用料も比較的安く抑えられており、2017年 9月時点では、サービス（Sim net/HSPA：14.4Mbps）
の一例を挙げると、30 日間有効、データ通信量 5GB までで、5万 Kip（約 675 円）となっ
ている。 
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また、インターネットユーザ数が下表 1-8のように、順調に増えており、 普及率は 2015 
年時点で国民の 41%となっている。また、表 1-9のように、携帯電話及び固定電話の加入数
を示しているが、そのなかで、携帯電話の加入数が減った理由は、2012 年からラオス政府
の方針によって携帯電話が登録制に変更されたことによって、複数携帯電話番号を持つケ
ースが減少したためと考えられる。一方、3G モバイルによるインターネット利用料が比較
的安く抑えられていることにより、都市の若い世代を中心にスマートフォンやタブレット
が爆発的に普及し始め、ソーシャル・ネットワーキング・サービス（Social Networking 
Service：SNS）の Facebook 等の利用者が増えている。しかし、多人数によるインターネッ
ト回線利用のシェアによって、適切なユーザ数と回線速度の関係が崩れると、インターネッ
トが遅すぎて使えないような状況も生ずる。また、3G モバイルは、安価ではあるが、時と
して、接続速度が非常に遅いことがあり、利用料金と回線品質を適切に保つ努力がインター
ネットに提供する各電話会社に求められている。そのため、電話会社は価格競争だけでなく、
サービス・品質の競争に直面している。また、ラオスは海と接していないため、インターネ
ット回線は、必ず隣国を経由して接続する必要があり、インターネット容量の制限や政治的
な制限によって、インターネット切断や問題を起こすリスクがある。 
表１-7 ラオスの ICT インフラ企業 
会社名 所有者 音声 インターネット 
LTC社（Lao Telecom Company 
Limited：www.laotel.com）、
旧 LaoTel 
1996年設立、ラオ
ス政府とタイ企業の
合弁 
固定電話・
移動体通信 
ADSL、Lease 
Line、Dial-up、
DPLC、FTTH、
3.5G、4G 
ETL社（ETL Company 
Limited：www.etllao.com） 
2000年（再）設
立、当初はラオス政
府国営、2017年か
らラオス政府と中国
企業の合弁 
固定電話・
移動体通信 
ADSL、Lease 
Line、Dial-up、
DPLC、FTTH、3.5G 
Unitel社（Star Telecom Co. 
Ltd：www.unitel.com.la）、旧
LAT 
2008年設立、ラオ
ス政府とベトナム企
業の合弁 
固定電話・
移動体通信 
ADSL、Lease 
Line、Dial-up、
DPLC、FTTH、3.5G 
Beeline社（VimpelCom Lao 
Co. Ltd：www.beeline.la）、
旧 Tigo 
2008年設立、ラオ
ス政府と VimpelCom
社（ロシア）の合弁 
固定電話・
移動体通信 
WiMAX、3.5G 
Sky Telecom社（Sky Telecom 
State Company：
www.skytel.com.la） 
2011年設立、国防
省の管轄 
固定電話 ADSL、Lease 
Line、FTTH 
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Planet社
（www.planet.com.la） 
1997年設立、ラオ
ス民間企業 
なし 4G （ビエンチャ
ン首都内） 
出典：ラオス郵便電気通信省の 2015年報告書 
 
図１-11 ラオスにおけるインターネット接続口（隣国の経由） 
出典：Lao National Information Center 
表１-8 年毎のインターネットユーザ数 
 2013年 2014年 2015年（人口と割合） 
インターネットユーザ数 
+ 固定インターネットユーザ数 
+ 無線インターネットユーザ数 
+携帯電話 3G 
+携帯 3G無線機 
1,907,593 
13,231 
1,894,362 
1,768,980 
125,382 
2,036,471 
16,891 
2,018,803 
1,897,375 
119,846 
2,642,693（41.0%） 
24,551（ 0.4%） 
2,618,142（40.6%） 
1,936,876（30.0%） 
680,835（10.6%） 
出典：ラオス郵便電気通信省の 2015年報告書 
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表１-9 携帯電話・固定電話加入数 
 2013年 2014年 2015年（人口と割合） 
固定電話加入者数 721,318 920,756 962,497（15%） 
携帯電話加入者数 4,481,395 4,336,184 3,704,769（57%） 
出典：ラオス郵便電気通信省の 2015年報告書 
（4）ラオスの ICT人材事情 
JICA-LICAの Lao IT Service Market 2012 Report によれば、ラオスの IT企業は、全
国で 150社程度しかなく、その多くは従業員数 20人以下の小規模企業である。また、図 1-
12 のように、2012年の IT人員数の規模は、ITサービス企業及び社内 ITをもつ企業を合わ
せても、全国約 4500人程度で、その多くはパソコン・電話販売店とインターネットカフェ
を兼業する程度の企業であり、ハードウェア販売以外の ITサービスを提供する企業は 3割
程度しかない。また 5人以上の IT技術者を抱える IT企業は非常に少ない。しかし、最近で
はラオスの ITサービス企業の主な業務内容として、ホームページ開発や、ITセキュリティ
セキュリティを手がけるケースが増えている。IT サービスがハードウェア販売の付帯商品
から、独立した収益事業に移行していく時期に来ている。さらに、ラオスの ICT企業は、大
型の ICTシステム開発は未経験であり、エンジニアのレベルも高くないため、大型の ICTシ
ステム開発を受注することができず、隣国タイ・ベトナムの企業や、その他の外国企業が受
注してきたという現状がある。そのため、ラオス人の IT部門のスタッフは日常的に必要な
システムの維持管理業務、ユーザサポート限定的な役割に留まっている。 
ラオスの IT人材育成は発展途上であり、国立大学や短大・高等技術専門学校で ITを学
んで卒業する学生は年間 1000 人程度で、そのうち IT 技術者として充分なスキルを持って
いるのが 1 割程度に過ぎず、人材供給量に限界がある。IT 教育カリキュラムに関しては、
プログラミング、ネットワーキング、データベース従来型の IT教育が主流で、ゲーム開発、
オンライン・コンテンツ開発、セキュリティ比較的新しい分野を扱っているところはごく一
部である。また、ITサービス産業が未発達なラオスでは、IT産業の発展した国と比較して、
産業界の現場でもシステム開発等の機会が限られているため、産業界が求める実践的で高
いスキルを身に付けた人材の育成が困難である。さらに、IT教員の確保に関しては、IT教
育の歴史が浅いことや、教員給与の低さから苦労している教育機関が多い。一方、表 1-10
と表 1-11のように、それぞれの ITサービス企業（IT企業）及び社内 ITをもつ企業（銀行
や電話会社のように、社内には IT 人材 IT 部門をもつ企業）における職種毎の月給を見る
と、社内 ITをもつ企業の IT 人材給料は、ITサービス企業の IT人材給料より高い。特に金
融サービス企業の社内 IT人材給料は最も高い。政府機関の IT人材や IT教員より高い給料
が得られるため、IT人材が流出される傾向がある。 
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図１-12 IT人員数の規模（IT サービス企業及び社内 ITをもつ企業） 
出典：JICA-LICA Lao IT Service Market 2012 Report 
表１-10 ITサービス企業の IT 人材給料（一ヶ月の平均、米ドル） 
職種 シニア社員 ジュニア社員 
2010年 2011年 2012年 2010年 2011年 2012年 
プログラマー 357 330 342 165 177 180 
ネットワークエンジニア 483 464 464 197 215 215 
データベース管理者 595 560 554 150 192 245 
ユーザサポート・ヘルプデスク 256 336 348 150 181 205 
マルチメディア制作 - 325 399 - 217 298 
Webやオンライン・コンテンツの制作者 325 350 400 188 153 318 
その他 400 350 350 267 150 180 
出典：JICA-LICA Lao IT Service Market 2012 Report 
表１-11 社内 ITをもつ企業の IT人材給料（一ヶ月の平均、米ドル） 
職種 シニア社員 ジュニア社員 
2010年 2011年 2012年 2010年 2011年 2012年 
プログラマー 407 310 354 250 234 268 
ネットワークエンジニア 576 460 530 249 232 272 
データベース管理者 446 511 523 210 224 285 
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ユーザサポート・ヘルプデスク 466 352 423 228 235 238 
マルチメディア制作 267 250 350 178 204 248 
Webやオンライン・コンテンツの制作者 255 261 400 168 189 229 
その他 400 450 435 235 212 245 
出典：JICA-LICA Lao IT Service Market 2012 Report 
（5）ラオスのビジョン 2030への ICT 政策 
ラオス政府は、途上国脱却に向けて、経済・社会インフラ整備、農業の発展と森林の保
全、教育制度の整備と人材育成、保健医療サービスの改善を重点分野として、バランスの取
れた経済発展を進めている。ラオス人民革命党の第 10回全国代表者大会で承認された「ビ
ジョン 2030」、「社会経済開発戦略 10カ年戦略 2016-2025」、「第 8次国家社会経済開発計画
2016-2020」において、どのように ICTが盛り込まれているのかというと、「第 8 次国家社会
経済開発計画 2016-2020」では、分野横断の重点な第 2計画として「地域の技術革新と科学
技術、電気通信の利用を促進する」の中に「ICTの管理と応用」が挙げられている。表 1-12
で、これらの方針と目標を示す。そして目標の実現に向けて、優先的な活動・事業を策定し
ており、その中に、「引き続き電子政府プロジェクトを計画の通りに完成させる」というも
のがある。しかし、その具体的な実現化に向けての ICT 戦略又は ICT マスタープランの策
定については、何も表現されていない。これに対して、MPT では新たな政策として、「ビジ
ョン 2030郵便電気通信分野の開発戦略 2016-2025」を策定しているが、ICTマスタープラン
自体はまだドラフト版のままである。また、この計画の分野横断の重点な第①計画「公共ガ
バナンスと管理の有効性を高める」の優先的な活動・事業では、「電子政府に関するプロジ
ェクトや規制の作成」というものが含まれている。このようにラオス政府は、第 8次国家社
会経済開発計画において、ICT及び電子政府に対する明確な政策を定めている。 
表１-12 第 8次国家社会経済開発計画 2016-2020の ICT 関連計画 
ICT関連主な
方針 
・電気通信および電子情報のための基本インフラの開発を促進する。電
子取引の促進、ICTによる社会・経済発展の促進、地域や国際の連携性
を促進させる中心的なICTインフラに貢献させるため、最先端な技術を
用いる高速かつ高品質なインフラ・サービスを提供する。 
ICT関連主な
目標 
・2020年までにすべての県・郡の郵便局に自動郵便箱を設置する。 
・2018年までに北部や中部にインターネットバックアップセンターを建
設する。 
・2つの無線周波数管理センターを設立し、外国の人工衛星からラオスの
人工衛星への利用を促進する。 
・官民双方の電子データが利用できる国家データセンターを2018に設立
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する。 
・政府機関、地区、村の50％をつなぐイントラネットと遠隔会議システ
ムを構築する。 
・中央にある電子政府センターの強化によって、地方での組織を拡大し、
包括的なサービスの提供を50％まで拡大する。 
・政府役所の50%における電子管理及びICT化のサービスを提供する。 
・国家のドメイン「.la」を管理するシステムを2016までに完成する。 
・2020年までに村や郡役所のそれぞれ少なくとも2箇所のICT訓練センタ
ーを設置する。特に、革命党「3つの建設」政策を取り込むところを優先
して、国民や政府職員に対して、これらのセンターでテクノロジー、コ
ミュニケーション、情報の適用に関する訓練を実施する。 
・人口に対し、コンピュータリテラシーを30%に、インターネットリテラ
シーを40%に、コンピュータを持つ世帯は20%に、固定電話加入者数を15%
に、携帯電話加入者数を100%に、高速インターネットユーザの割合20%以
上に目標する。 
・電子政府を利用するためのインフラ構築として、全国で首都や県や郡
に接続するための光ファイバー網を10000Km追加する。 
・全国の全地域をカバーする高品質、効率的、低価格の3G4Gサービスを
拡張する。 
・郵便および通信部門における歳入としては、2020年までにGDPの8％の
目標に達成させるように推進する。 
出典：ラオス政府第 8次国家社会経済開発計画 2016-2020 
第３項 国際指標におけるラオスの ICT・電子政府ランキング 
表 1-13 は、ASEAN 諸国の電子政府ランキングを示したものである。ASEAN 諸国のランキ
ング変動をみると、ランキングの格差が大きくなっている。電子政府がまだ発展していない
後発開発途上国（128-175位のランキング変動）であるラオスやミャンマーやカンボジアの
グルーブ、常に高いランキングを維持しているシンガポール、電子政府を既に進めているタ
イ、マレーシア、フィリピン、ベトナム、ブルネイ、インドネシアの中間グルーブの 3つの
大きなグループに分けられる。このことから、電子政府発展の格差が年々大きくなっている
ことが読み取れる。ASEAN 内における ICT開発の格差は、ICTを積極的に活用し、かつその
恩恵を最大限に享受できない国では、電子政府が発展していないということが考えられる。 
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表１-13 ASEAN 諸国の電子政府ランキング 
ASEAN諸国 
国連の電子政府ランキング 
早稲田大学世界電子政
府進捗度のランキング 
2005 2008 2010 2012 2014 2016 2016 
シンガポール  7 23 11 10 3 4 1 
タイ 46 64 76 92 102 77 21 
マレーシア 43 34 32 40 52 60 31 
インドネシア 96 106 109 97 106 116 32 
フィリピン 41 66 78 88 95 71 38 
ベトナム 105 91 90 83 99 89 45 
ブルネイ 73 87 68 54 86 83 46 
ラオス 147 156 151 153 152 148 対象外 
カンボジア 128 139 140 155 139 158 対象外 
ミャンマー 129 144 141 160 175 169 対象外 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016及び早稲田大学世界電子政府進
捗度のランキング 2016 
図 1-13 は、「国連の電子政府ランキング 2005・2008・2010・2012・2014・2016」、「世界
経済フォーラムのネットワーク成熟度ランキング 2014・2015・2016」、「国際電気通信連合
の ICT 開発ランキング 2011・2012・2013・2015・2016」の三つの国際指標について、ラオ
スのランキングをまとめたものである。図 1-13に示すように、ラオスの電子政府ランキン
グでは、2005年から 2016年の 10年間、147-156位の間にとどまっており、ランキングの変
動があまり大きくない。ネットワーク成熟度ランキングについて見ると、2014 年からラオ
スが対象となり、139ヶ国中の第 109位であった。2015 年は 97位まで上がったが、2016年
のランキングでは、104 位まで落ちた。また、ICT開発ランキングでは、2011年は 122位の
ところ、2016年は 144位まで落ちた。 
また、第 1 章 第 5 節 第 2 項で述べたように、ラオスでは ICT 及び電子政府の政策・戦
略におけるソフト面が少なく、それらの政策が十分に策定、及び実施されなかったこと、ラ
オスの ICTサービス産業の発展が周辺国に比べ市場規模が小さいこと、ICTインフラ整備を
海外や隣国に頼りすぎたこと、IT企業及び IT人材が少なかったこと等は、ラオス ICT開発
が遅れている要因の多面的である。一方、国際機関や諸外国から資金的・技術的支援を受け
ていることによって、行政における ICT化や電子政府の取組が進められてきた。しかし、多
くの ICTプロジェクトでは、ハード面だけを構築していて、ソフト面の整備が行われないま
まに終了したために、ICT開発の成果に結びついていない可能性が高いのではないか、と考
えられる。 
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図１-13 国際指標におけるラオスの ICT・電子政府のランキング 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016及び WEFのネットワーク成熟
度指数 2014・2015・2016及び ITU合の ICT開発指標 2011・2012・2013・2015・2016 
第４項 ラオスの電子政府事情 
付録 1のように、ラオスにおける電子政府の取組は 2003年からスタートし、当初は韓国
政府が ASEAN 支援枠として電子政府ロードマップを策定していた。その後、2005 年にイン
ド政府の支援によって、電子政府アクションプランが策定された。そして電子政府フェーズ
1 は、中国政府からの借款19によって 2006年に中国のアルカテル上海ベル社と旧科学技術機
構により共同開発されていた。また、ハード面としては、図 1-14ように、電子政府フェー
ズ 120では、全国光ファイバー網構築やビエンチャン首都内の政府機関向けの無線 WiMAX 網
の構築を実施し、各政府機関にハードウェア・ネットワーク機器等が配備された。さらに、
ソフト面としては、図 1-15のように、電子政府フェーズ 1における電子政府ポータルや政
府運営用アプリケーション（電子職員、電子文書管理、テレビ会話等）、国民向けアプリケ
ーション（電子登録、電子地図、検索エンジン、電子ニュース、電子公開アーカイブ等）の
開発が計画された。しかし、その後、電子政府フェーズ 1のインフラ及びアプリケーション
の使用状況や評価についての報告が少なかったことからすると、これらのアプリケーショ
                            
19 Digital Review of Asia Pacific 2009-2010, p.244 
20 ラオスの電子政府センターの「ラオス電子政府報告」 
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ンは一般的に公開されたり使用されたりしておらず、インフラ整備やシステム開発ができ
ても、結果として電子政府が有効的に活用されないままに終了した可能性が高いのではな
いか、という疑念が生じている。 
 
図１-14 ラオスの電子政府フェーズ 1 のインフラ網（ハード面） 
出典：Kesone（2017）ラオス政府の電子政府資料 
 
図１-15 ラオスの電子政府フェーズ 1のアプリケーション（ソフト面） 
出典：Charuda（2010）ラオス政府の電子政府資料 
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第６節 研究の目的・アプローチと本論文の構成 
第１項 研究の目的 
本研究では、後発開発途上国ラオスを事例として、ラオスにおける電子政府の状況、及
び課題を分析した上で、電子政府の取組について評価し、ラオスの電子政府を促進させる要
因を考察することを目的としている。特に、後発開発途上国における電子政府の取組があま
り進まない理由、すなわち、多くの電子政府のシステム開発といったハード面ができても、
ICT 政策、電子政府利用促進、ICT リテラシー向上、人材育成といったソフト面によって、
電子政府を利用されないという点に着目し、どのような要素が後発開発途上国における電
子政府の取組に影響を及ぼすのか、さらにはより効果的かつ持続的に進めるためにはどう
すれば良いのかを中心に検証する。本研究は、また、ラオスにおける ICT・電子政府に関す
る研究論文の一つとして、今後の ICT 政策や電子政府についてラオス政府に提言するため
の資料となることを目指している。 
第２項 研究アプローチ 
第 1 章 第 5 節 第 4 項で述べたように、ラオスでは諸外国からの資金的・技術的支援に
よって電子政府構築の取組が進められてきた。支援国が主導して、電子政府ロードマップや
電子政府アクションプランが策定されたが、ラオスの国家としての戦略やそれを実現する
ための政策が反映されてきたとは言い難い。むしろ、支援国に都合のいい内容が国際社会か
らの圧力として、一方的に盛り込まれたものとなっているのではないかとも言われている。
また、中国政府からの借款で開発が行われた「電子政府プロジェクトフェーズ 1」では、通
信インフラ整備とアプリケーション開発を中国企業が主導的に実施したが、ラオスの政府
や国民にとって有効なものにならなかった。外国からの支援によって構築される電子政府
の仕組みが有効に機能するために何が成功要因となるのか、どのようなアプローチが求め
られるかを明らかにしたい。 
また、本研究の目的から仮説を設定するために、ラオスの電子政府フェーズ 1 プロジェ
クトを重視している。電子政府プロジェクトフェーズ 1は、通信インフラといったハード面
の整備やアプリケーションといったソフト面の開発を中国企業と共同開発したが、政策・体
制・制度、電子政府利用促進、ICTリテラシー向上、人材育成といったソフト面が実施され
なかったことによって、充分な成果を上げることができなかったのではないかと疑問をも
つ。さらに、後発開発途上国で電子政府を構築しようとする際には、国家としての戦略やそ
れを実現するための政策、政府内部と国民全体の理解、リテラシー向上、普及促進施策、人
材育成といったソフト面の充実も鍵となる。そのため、ハード面だけでなくソフト面にも適
切にリソースを配分し、平行して推進していくことが電子政府を成功に導くことであると
考える。 
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そこで、本研究では、第 1章 第 6節 第 1項で述べた目的を達成するために、図 1-16の
ようなアプローチを用いて、文献レビューや現状のデータ分析と、インタビューを実施して、
質的研究として問題の分析を行う。また、アンケートの実施に加えて、国際機関から発表さ
れている国際指標を用いる量的研究の実施により問題の分析を行う。以下に図 1-16の各段
階におけるアプローチの具体的な内容を述べる。 
 
図１-16 本研究におけるアプローチ 
出典：筆者作成 
まず、電子政府に関わる文献から先行研究のレビューを行う。電子政府はどのようなメ
リットを持っているのか、それは行政・国民等がどのような恩恵を受けるのか、の観点をは
じめ、電子政府を実現するためにどのようなアプローチを用いているか、電子政府の利用促
進のための工夫は何があるか、電子政府の成功要因は何か、電子政府に対する障壁はあるの
か、という観点まで幅広くレビューを行う。 
次に電子政府に関連する研究者・開発者に先行レビューによる電子政府の障壁に関する
アンケート調査を行う。電子政府の障壁については、電子政府の政策立案段階、開発段階、
運営・モニタリング段階によって、その障壁が異なるということを検証する。 
そして電子政府について、全体として何に着目すべきかを明らかにし、ラオスの ICT、及
び電子政府事情を文献から調査する。質的研究としてラオス政府が国際会議で公表した資
料及び国際機関が公表した報告書による文献レビューを行い、研究枠組の確定や研究仮説
の設定を実施する。本研究の仮説設定に関し、ラオスの電子政府フェーズ 1プロジェクトを
重点的に採り上げて、このプロジェクトで実施したハード面・ソフト面を分析すること事例
を加えて、行政 ICT化における事例を用いて、現状と課題を分析する。特に電子政府フェー
ズ 1については、どのように開発されたのか、どのような成果が得られたのかに注目して、
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電子政府のハード面の進行や課題が見えてくる。また、ICTを利用しているラオス政府機関
に直接にラオス ICT 政策事情や ICT 化進行事情等についてインタビューを行う。この質的
研究を加えて、ラオスの ICTや電子政府における問題が見えてくる。さらに、ソフト面に関
し、ICT管轄・政策・法制を中心に質的研究としてホームページ調査・文献レビューを行い、
分析する。ICT管轄はどのような政府機関や特徴があるのかについては、ICT管轄事情を用
いて分析を行い、この分析によって、ラオスの ICT活用を促進させるソフト面における現状
と課題を明らかにする。 
また、電子政府はどのように評価されるのか、という点について、国際機関の電子政府
進行調査票数を紹介する。なかでも早稲田大学世界電子政府進捗度ランキング調査となる
評価指標を用いて、ラオスの電子政府の取組について分析を行う。これは、国連が行ってい
る従来のラオスの電子政府に対する調査に加えて、電子政府進捗度をより詳細に数値化さ
せるものである。そして、実際にラオスの人々はどのように電子政府を認識しているのか、
どの程度、電子政府を利用しているのかというアンケートを行う。この量的研究を加え、ラ
オスの電子政府の取組がどの程度進行しているかが見えて来ると考える。 
最後にラオスの電子政府の取組が、他の後発開発途上国と比べて、どのような要因で促
進されないのかということについて、国際機関から発表されている国際指標を用いて分析
を行う。この量的研究によって、複数指標やさまざまな観点から電子政府の状況が見えて来
るであろう。そして、問題となる要因を数値化することによって、研究枠組に対して、ラオ
スの電子政府発展に対するアンケート調査の分析を行う。この調査によって、本研究の結果
として、ラオスの電子政府の取組における現状、課題、そしてラオスの電子政府を促進させ
るための提言をとりまとめる。 
第３項 本論文の構成 
図 1-17 に示している論文構成の詳細は、次の通りである。 
「第 1章 研究概要」では、まず、ICT社会、及び後発開発途上国との ICTについて述べ、
続いて電子政府の定義・分類、及び電子政府におけるメリット・電子政府の開発段階につい
て記述していく。これは一般的な電子政府の概要を紹介するためである。次に ICT 開発、及
び電子政府の取組を評価している国際指標について述べる。ここでは、国連の電子政府ラン
キング、早稲田大学電子政府・自治体研究所の世界電子政府進捗度ランキング調査、世界経
済フォーラムのネットワーク成熟度指数と国際電気通信連合の ICT 開発指標を挙げる。そ
して、研究の背景である後発開発途上国におけるラオス概要、ラオスの ICT事情、及びラオ
スの電子政府事情について述べ、その後本研究の目的、研究のアプローチ及び研究の独創性
を述べる。 
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図１-17 論文構成 
出典：筆者作成 
「第 2章 先行研究レビュー」では、本研究に関する先行研究レビューを行う。まず、行
政における情報化に関し、どのような研究領域があるのか、行政 ICTにはどのような役割が
あるのか、そしてその課題は何であるのかについてレビューを行う。次に、現代行政におけ
る一つの必須インフラととらえられる電子政府は、どのようなメリットがあるのかを述べ、
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続いて、電子政府を実現するために何が必要か、について述べる。また、電子政府を実現さ
せるための成功要因と障壁、後発開発途上国の電子政府における課題について述べる。最後
に、後発開発途上国の電子政府における開発理論やラオス ICT・電子政府に関する先行研究
について述べる。 
「第 3章 研究手法」では、研究手法として質的研究と量的研究について述べる。そして、
第 1 章で述べた研究のアプローチと第 2 章でレビューした結果をふまえて、本研究の枠組
について述べる。また、事前検証として、電子政府の専門家による電子政府の障壁について
の調査分析や、国際機関が公表された指標の二次データを用いて電子政府が政府の有効性
に本当に影響を与えるかどうかの検証や、どの程度ラオス人がラオスの電子政府の取組を
認識しているか、ということについての調査分析を述べる。そして、仮説とその仮説に対す
る検証手法について述べる。 
「第 4章 ラオスの行政における ICT化・電子政府の現状分析」では、主にラオスの行政
における ICT化及び電子政府の現状について分析を行う。そして、マルチメソッドアプロー
チ手法を用いて、文献レビューや現状のデータ分析、及びインタビュー等の質的研究の実施
により、問題の分析を行う。また、量的研究の検証として、国際指標や早稲田大学電子政府・
自治体研究所の世界電子政府進捗度ランキング調査手法を用いて、ラオスの電子政府の状
況を評価する。さらには、第 3章で述べる仮説に対して、ラオスの電子政府の問題と要因の
まとめ、仮説検証を行う。 
「第 5 章 ラオスの電子政府発展に対するアンケート調査の分析」では、ラオスの電子
政府の発展のために、どのようなことを行うべき点について、第 3章で述べた研究枠を用い
て、ラオスの電子政府に関わる関係者に対して、量的研究としての調査を行う。その調査に
おける量的研究の分析結果を基づいて、仮説検証を行う。 
「第 6章 研究結果」では、第 4章と第 5章で分析した結果をもとに、本研究の結果をま
とめて、ラオスの電子政府の現状をはじめ、ラオスの ICT現状における進捗状況・課題を明
らかにする。また、ラオスの電子政府の取組が進まない理由について、どのような解決策が
あるかを述べる。 
最後の「第 7章 結論」では、第 6章でとりまとめた研究結果をもとに、後発開発途上国
の電子政府の取組における影響要因について論及し、仮説の立証を結論としてまとめた。ま
た、どのようにラオスの電子政府を発展させるべきかに関する政策提言を述べる。さらに今
後日本をはじめとする諸外国・国際機関における後発開発途上国の電子政府に対する支援・
協力について、ラオスの事例を通して、何をなすべきかについて提言する。そして、ICT分
野・電子政府に関する学術的な研究論文が少ないラオス ICT政策及び電子政府に対し、本研
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究の成果を用いて、今後の研究への期待を述べる。巻末には参考文献、参考資料、付録及び
研究実績を載せている。 
第７節 研究の独創性 
「後発開発途上国であるラオスに関して、日本をはじめとする先進国や国際機関からさ
まざまな分野の支援が供与されているが、その支援成果に関するラオス政府の報告に関し
て、学術的な評価がなされた研究は少ない。特に ICT 分野・電子政府に関するラオス政府の
報告書はごくわずかであり、そのことに対する学術的な研究論文は皆無であった」（ローワ
ンサイ、2017、p.4）。本研究はこのような背景を踏まえ、以下に挙げる独創性を有するもの
である。 
1. 本研究は、ラオスの ICT 政策及び電子政府の事情・課題を分析し、今後ラオスにお
ける電子政府の課題解決・拡充を検討するための資料である。ラオス政府にとって
本研究は、学術的研究によるラオスの電子政府に対する評価資料として、ラオスの
電子政府における進捗評価の一助となると同時に促進策をより実現させるものとし
て位置づけられる。 
2. ラオスにおける ICT政策・電子政府に関する研究報告が極めて少ない現状において、
電子政府研究をリードする日本の視点から貴重な資料を提供する。 
3. 本研究は、ラオスのような後発開発途上国の電子政府の取組に対する影響要因を明
らかにするために、複数の国際機関が発表している国際指標を用いて分析手法を行
うことによって、後発開発途上国の研究の多様性や研究領域の拡大と今後の研究を
役立つ先行研究として位置づけられる。 
4. 後発開発途上国は、財務状況や技術・人材的問題を多く抱えているため、国際機関
や先進国等、諸外国からの資金的・技術的支援により ICT や電子政府を導入するこ
とが多い。本研究では、後発開発途上国に対する ICT 分野の国際支援における「支
援する側」と「支援される側」のギャップに着目し、これまで失敗要因として指摘
されてきた「支援される側」の課題だけでなく、「支援する側」に起因する要因にも
着目して、両サイドで連携した有効な支援のありかたを明らかにする。 
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第２章 先行研究レビュー 
第１節 行政における情報化 
藤井（2008, pp.8-16）の研究では、電子政府研究以前の「行政における情報化」に関す
る研究については 3つの領域で研究が進められてきたと指摘している。それらは、①「情報
を行政資源と捉え、情報化 社会における情報の管理論」について論じたもの、②「情報化
社会における政策形成プロセスにおける情報」について論じたもの、そして③「情報化が組
織内部の権力構造にもたらす効果」について論じたものである。まず、行政の情報資源を管
理する「情報資源管理」という観点として、情報資源管理を「情報を組織における人、もの、
金と同様の資源と見なして、その管理を行っていくという考え方」と定義し、情報産業政策
や情報公開政策、個人情報保護政策、情報通信政策といった経済的な情報政策の研究となっ
ている。次に、行政における「情報活動」の統合的考察、すなわち内向きと外向きの情報の
管理・提供に関する統合的考察を行っている。情報活動を「情報の調達、管理、加工、コミ
ュニケーションというサイクルの仕組と運用の全体」と定義し、行政内部・外部における情
報活動の目的として「信頼醸成」「政策決定支援」「政策実施支援」を挙げて、行政の情報化
という問題を個別の問題に切り分け、その分野からの個別の研究を進めている。また、情報
化が政府機関に及ぼす影響として、「情報化による政府機関の業務遂行への影響」と「情報
化が組織の権力配置に与える影響」が挙げられる。前者では、情報の確実な伝達が官僚制の
大規模な活動を支える。情報化の推進は組織における意思決定の合理化を導く可能性を有
することに対して、官僚制が組織内の情報を外部に漏らさぬようにする傾向を有する自己
防衛性がある。そのため、外部からの情報へのアクセスを阻害してしまうという影響がある。
一方、後者では、「組織において個人用の IT機器が支給され、さらにネットワークを用いた
文書の配布が行われるようになって、これまでは中央に独占されていた情報への分散的ア
クセスが可能となるため、従来はトップレベルで行われていた多くの決定が、より下位のレ
ベルへと委譲されるようになる」（藤井、2008、p.16）。 
行政と ICTの役割について、村上（2012, pp.6-15）は、「行政における情報の意味、行
政の基礎インフラとしての ICT、行政マネジメントのツールとして ICT、行政独自の ICTの
役割」について考察を行った。まず、行政という作用を構成するさまざまな行為の本質はあ
る意味「情報の処理」そのものが「客体としての情報」という。しかし、民間企業における
企業活動の本質は「モノ」や「サービス」を作り出すものであるが、「行政プロセスにおけ
る情報」というものがある。それは、行政における「申請情報等の受付・整理、台帳等への
転記→関連部局への情報転送→処理原案作成→決定プロセスでの関係者との協議・情報照
合→処理原案修正→処理原案決定→関係者への通知→関係文書等の保管」の経過そのもの
である。次に、情報をいかに扱うかが行政のパフォーマンスを左右することで、そのため ICT
を導入し、どう使いこなしていくかが重要な意義を持つと述べている。行政においては人の
マネジメントや金銭のマネジメントの手段は整備されているが、情報をいかに有効活用す
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るかというマネジメント手段は未だ充分に確立しておらず、情報システムをどう構築しど
のように運営していくかは行政全体に大きい影響を与える。また、ICTは利便性・自動性・
高機能性・共有性という特質を有している。伝統的な行政における情報処理の手段は会話と
文書であるため、行政窓口までの移動や受付時間の制約等という時間コストがかかるのに
対して、ICTを利用したオンライン申請等ではこのような時空の制約を取り払い、窓口設置
の必要性がなくなる。さらに、これらは手動で作業を行っている人員の削減等に効果もある
し、現行行政の複雑多様化に伴う膨大な情報処理の要求に対して ICT を使った情報処理が
合理性につながることになる。 
一方、ICT 利用において組織のミッションを再確認し、その達成のために業務プロセス
を組み替えるビジネスプロセス・リエンジニアリング（Business Process Reengineering：
BPR）が必要である。行政機関においては、EAの手法を用いて各業務の過程を詳細に分析し
て、プロセス間の重複等の無駄を省くとともにこれまでの仕事のありかたを見直すための
業務プロセス改革が進められる国も多い。これは、行政機関における情報システムを考える
際の最も重要な課題の一つは、「業務・システムの最適化」である。また、行政サービスは、
競争が存在せず、サービスの提供主体は原則として同一であるため、より公正かつ適切な政
策決定が行われるよう、そのプロセスを透明化して国民等の判断に供することが必要であ
る。さらに、行政には市場からの退場圧力がないことに加えて、売り上げや利益といった共
通の数値指標がないため、真の国民のためになるサービス提供のためには、評価システムが
必要である。業務指標を設置してその達成状況を逐次確認しながら、PDCAサイクル（Plan：
計画→Do：実行→Check：評価→Act：改善）を用いて、計画・実施・評価・改善のプロセス
を行うことが求められる。 
また、島田（1999, pp.114-117）は、行政における情報化の問題点としては、「業務プロ
セスと ITの統合度が低いこと、現行組織構成を反映した情報システムであること、情報シ
ステム部門とエンドユーザ部門との連携が弱いこと」を挙げている。行政機関は、IT の導
入に際して、現行の業務プロセスを是認して ITを使うために業務に最低限の手直ししか行
わないところが多い。IT の効果を発揮させるには、それの導入に先立って、業務プロセス
を改革することが大切である。また、行政の組織構造は、伝統的に縦割型の階層構造であり、
迅速な意思決定はもとより、他部門との連携にも欠けている。組織の統廃合を行い、スリム
でフラットな組織構造とし、共有データベースと電子ネットワークの活用を図ることが必
要である。そして、閉ざされた情報システムから情報の公開と共有が行政内部も国民に対し
ても行われる必要がある。さらに、行政の情報システム部門は、エンドユーザからの依頼さ
れた仕事を請け負う請負型になっているところが多いが、組織の全体的な IT活用の基本計
画を作り、エンドユーザ部門は単に情報システム部門に任せるのではなく、情報システム部
門の支援のもとに内発的に業務を改革し、ITを活用する部門から脱却する必要がある。 
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さらに、JICA（2001）の研究によると、行政サービスの向上や民主的な政治の推進を図
るためには、ICT を活用した行政を推し進めるための法制度整備が必要である。そのため、
ICTを活用して行政業務の電子化・システム化を進めて業務の効率化を図るとともに、情報
収集・分析能力を高め、行政の組織強化を図ることが重要となっている。また、Ricardo 
（2003）の研究では、IT活用によって経済成長を達成した国では、IT政策における「長期
的、能力構築の目的、変化への適応及び他の国家政策と連携」がなされたと指摘している。
一方、Young-Sik（2007）の研究では、後発開発途上国における ICTマスタープランアプロ
ーチが失敗した要因は、非常に短い期間に多くの変化が生じるために、既存システム及びそ
れを利用する国民が変化に対応できていないことであると指摘している。また、Ali（2011）
の研究では、後発開発途上国における電子政府導入は簡単なプロセスではなく、政府全体が
日常業務を変える必要があるため、非常に長期的かつ複雑なプロセスであり、結果として政
府のすべての活動に応じてリエンジニアリングさせる必要があると指摘している。 
第２節 電子政府のメリット 
本節では、行政における情報化及び電子政府はどのようなメリットがあるか、というこ
とについて考察する。JICA（2001, p.27）の報告では、電子政府は、ICTがもたらす効果を
社会全体で活用するための社会的インフラとなるため、近年、先進国のみならず後発開発途
上国においても、①行政の効率化、②公的サービスの向上、③情報公開の推進、④国民の政
策参加の促進、政府の透明化と腐敗の抑止にかかるガバナンスの観点や ICT 振興等を目指
して、電子政府の取組が進められていると報告している。そこでこの 4つの観点から電子政
府のメリットを以下に考察する。 
① 行政の効率化： 
各種行政事務の電子化・ システム化を推進し、また行政機関内及び行政機関間のネ
ットワーク化を進めることによって行政業務の効率化が促進される（JICA, 2001, p.27）。
例えば、調達業務を電子化し、インターネット等を活用して公開すれば、調達の透明性
向上、調達コストの低減、調達の迅速化の効果が見込まれる。住民台帳の電子化も行政
事務の効率化に有用である。また、ICT は大量処理タスクや行政業務の効率を上げる。
オンライン・アプリケーションは、データの収集・転送や情報の提供、および国民との
コミュニケーションにおいて時間と金を節約できる。そのため、政府内と政府間のデー
タ共有の拡大によって行政の効率化が図れる（OECD 2003）。電子政府の実現ということ
では、今まで手作業、書面と対面を前提とした行政業務行に ICTを導入して、デジタル
情報と電子認証に置き換えることにより、行政手続きについてオンラインでの申請・届
出等が可能となると、定型的な事務を中心に窓口や職員の削減、行政コストの削減が期
待できる（中野 2005、Timothy 2011）。 
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こういった業務プロセスの効率化によりコストの削減が強く認識されているほか、
ペーパーレス化や人件費の削減の直接的なコストの削減も同様に認識されている。一方
で既に実施されているサービスの中で、複数の行政機関がサービスを統合化し共同で運
営しているものは、住民、及び行政に多大な利益をもたらしているのも事実である。「多
くの途上国では、地方分権化が進み、特に地方行政の強化が求められており、地方行政
のキャパシティ・ビルディングが急務となっている。そのため、ICT を活用して地方行
政の業務の電子化・ システム化を進めて業務の効率化を図るとともに、情報収集・分析
能力を高め、組織強化を図ることが重要である」（JICA, 2001, p.28）。また、「電子申請
のシステムと企業内のシステムを接続すると、一層効率的な事務処理も可能となる。す
なわち、インターネットを利用して各種申請や手続きを行うようにすれば、透明性の向
上やコストの低減、業務の迅速化等の効果が見込まれる。このような申請や手続きの電
子化やシステム化は、行政側ばかりではなく、民間側にも大いにメリットがあるため、
従来はわざわざ窓口まで出向かなければならなかったことがシステム上で処理できる
ため時間や手間の節約になる」（JICA, 2001, p.193）。 
② 行政サービスの向上： 
電子政府が実現すると、利用者の負担を劇的に小さくするカギとなるのが、電子申請
である。電子申請とは、行政の窓口に行かなくても、インターネットを通じて簡単に情
報の入手や各種申請等の行政手続きを行えるというものである。従来のように窓口で長
時間待つ必要もなくなる。平日定時といった限られた時間の窓口サービスはビジネスマ
ンにとって利用しづらいが、インターネットによる行政サービスはいつでも利用が可能
である。 インターネットで情報の閲覧等をセルフサービスで行うため、必要なときにす
ぐに情報を入手することができる。 検索エンジンや分かりやすいナビゲーションによ
り、必要な情報を容易に見つけることができる。更に、行政機関の複数窓口や関係する
他の官公庁への申請・申告等の行政手続きがすべて 1ヵ所の窓口で行えるような仕組と
して、ワンストップサービスがある。すなわち、すべてオンラインサービスを一本化し、
必要な行政手続き全てを 1 ヵ所で済ませるワンストップサービスを実施することによっ
て、いちいち役所へ出向いていく必要がない、待ち時間が削減するし、複数の申請が一
度にできる行政手続きの負荷軽減が図られるほか、権利の設定や不利益の回避の迅速化
実体面でのサービス向上も期待される。また、ワンストップサービスによってアクセス
が容易にできるようになると利便性が向上し、活用率も上がることが期待される（JICA 
2001 p.193、中野 2005）。 
JICA（2001, p.27）の報告では、窓口業務の IT化によって自宅から行政手続ができ
るようになれば、利便性は大きく向上する。これまで窓口で行った行政手続（証明書・
住民票の発行等）が自宅のパソコンでできるようになれば、利便性の向上が目に見える
 56 
ように明らかになる。しかし、役所に足を運ぶ回数はそれほど多くないことを考えると、
行政手続きの IT 化のメリットが大きくないのではないかという指摘もある。せいぜい
年に数回であれば、行政手続の IT 化にどれだけメリットがあるのかという疑問も生ま
れる。また、パソコンを使えない人が多いことを考えると、この便益はますます小さく
なるのではないかという意見もある。 
③ 行政情報の提供： 
各種行政情報（開発計画、統計、法律、各種行政サービス、お知らせ等）を電子化し、
インターネット等で広く公開することは、電子政府の基本である。官公庁で持っている
行政情報は、基本的に国民の共有財産と考えることが重要である（富士総合研究所、 
2001）。その行政情報として、政府白書、統計情報、その他官公庁の活動広報や各種情報、
地域情報、健康医療情報、生活情報、観光やイベント情報等がある。官公庁が集計した
情報を白書や報告書等といった形でしている時には、その情報が適切に理解されるよう
にするための責任を官公庁の側が負っており、客観的な分析・評価できることが可能と
なる。また、各種規制や法律、汎例も有用な情報であり、これらは広く公開することが
求められる。もし、不用意に情報を隠すことがあれば、それは行政への不信感や疑惑を
生みかねないこととなる。国民のニーズが高いと思われる情報については、あらかじめ
提供するといった運用面での工夫も必要である。官公庁の中にある情報には、個人情報
や企業情報をはじめ、プライバシー保護や取り扱いに細心の注意を払わなければならな
いものがある。情報公開のうち、どこまでを公開対象とするかという線引きを明確にし、
そのルールを公開していくことも不可欠である。また、公開されている行政情報も、ア
クセスしにくければ効果が半減する。ICT 化の比較的進んだ国においては、政府の各種
サービスへの入り口を一本化したポータル・サイトを検討することも考えられる。ポー
タル・サイトによって欲しい情報にすぐにアクセスできるようになると利便性が向上し、
活用率も上がる（JICA, 2001, p.28）。 
また、インターネット等により広範な人々に対し大量な情報を迅速に提供すること
を通じ、政治・行政情報・国民と政府の共有化が一層促進することが期待される（大橋、 
2000）。そのことにより政治・行政への国民参加の基盤が強化されることともに、政策に
対する国民の理解を深めることが可能となる。さらに、ホームページ等を使った行政情
報や行政政策の結果や過程の公開・提供は、国民と政府の関係を改革するにとどまらな
い。それは、より開かれた透明な政府を創り上げるのに大きな役割を果たしている。一
方、中央省庁における政策決定においては、いわゆる審議会等の役割が極めて大きい。
これら審議会等の議事録や議事要旨は原則としてインターネット等により公表され、行
政上の意思決定を国民に明らかにする。 
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④ 行政過程への国民参加： 
行政参加の促進という観点から、電子政府は、政府と国民の間の信頼関係を構築する
のに役立ち、政府と国民の信頼を築くことは、良いガバナンスの基本である。これは、
ICT 化によって、政策プロセスにおける国民の関与を可能にし、公然と責任ある政府を
促進し、汚職を防止することをいう。また、政府の議論や議事録、予算と支出の声明、
主要な決定のための成果と合理性をインターネットでの公表や、それらの情報へのアク
セスが可能することによって、意思決定プロセスの透明性を高める。さらに、ICT の活
用で、行政は住民や民間企業の意見を聞くことが容易になり、ICT の双方向性の機能を
利用すれば、インターネット上での意見交換や会議を通じ、住民参加型を一層進めるこ
とができる。つまり間接民主主義の補完が相当できると考えられる（JICA, 2001, p.194）。
また、行政からの許認可手続きだけではなく、行政情報の公開、規則制定や不利益処分
や行政指導や行政調整等の行政過程のすべての手続きに関して電子化を導入すること
によって、国民参加が可能となる。今までは政府や地方自治体が何をやっているのかに
ついて、新聞やテレビやインターネットを通じて知るというのが一般的であった。行政
機関の広報活動が成功すれば、多くの人が行政・地方自治体の活動を知って、行政・地
方自治体の政策を理解することに繋がるため、選挙の電子化 e-デモクラシーを促進させ
る。 
近年、国民の行政に対する意思は多様化・個性化している。IT の活用は、国民と政
府の関係をこれまでと比べ、政府を国民により近づけ、その意思により対応した関係に
変革させ、あるいは可能性を生み出す。いくつかの選択肢を有する政策を用意するほか、
一人一人に合ったきめ細かいな行政が一段と求められている。多くの省庁や地方自治体
が開設しているホームページや電子メール等により国民一人一人の意識・意向を直接き
め細かく把握することがこれまでと比べ格段に容易になっている。また、IT の活用は、
国民の意見・要望の把握機会を広げるものであるとともに、把握された意見等への迅速
な対応を容易化することにもつながるものである。意見等に沿った対応が困難な場合を
含め迅速な対応が可能な基盤が拡大している（大橋、2000）。 
第３節 電子政府実現への取組 
電子政府の実現は、政府内部の電子化・効率化だけが目標ではなく、それを通じた社会
全体の電子化が最終目標である21。電子政府とは行政機関内の情報化及び機関内、機関間の
ネットワーク化、更には行政機関と国民や民間企業とのネットワーク化を指す。電子政府は
単に従来の業務を電子化、システム化して業務の効率化を図るだけのものではない。急激な
                            
21 日本首相官邸（2003）、 ミレニアム・プロジェクト「電子政府の実現」最終評価報告書 
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変化に対しても素早く政策決定を行い、個別のニーズにもきめ細かく対応できるような、
ICT 化社会に適した行政システムを構築するための革新的な取組とすべきである（JICA, 
2001, p.191）。電子政府の実現について、次のように 9つ観点「①参加機関と推進体制、②
インフラ、③アプリケーション、④法の整備、⑤セキュリティ対策、⑥標準化の実施、⑦人
材育成、⑧運営管理体制、⑨評価方法」を考慮している（JICA, 2007, pp.33-38）。 
① 参加機関と推進体制： 
「電子政府を構築し利活用を推進するには、利用者である国民からのより多く意見
を反映することが可能となるような、中央省庁はもとより地域住民と接する地方自治体、
民間企業のノウハウを有する産業界、最新動向を把握している研究開発機関等の幅広い
分野の関係機関が参加する、官民の協力による推進体制を構築することが重要である。
具体的には電子政府のマスタープラン等を策定する機関として、各行政機関において決
定権限を有する者と、民間企業における業務の効率化とコストに関する視点を持った行
政及び情報通信システムの専門家から構成される CIO を設置し、国民の意見を反映する
ことが可能な推進体制を構築する」（JICA, 2007, p.33）。 
② インフラ： 
インフラは、電子政府を国民に普及させるためには非常に重要である。中央省庁、地
方自治体、公共機関、企業、国民を結ぶインフラを早期に構築する必要がある。また、
インフラが整備されていない場合、整備には長期間を要することから、電子政府を構築
する初期の段階からデジタルデバイドの解消も視野に入れて、計画的に通信設備等のイ
ンフラを整備する必要がある。 
③ アプリケーション： 
「電子政府により行政が電子化されネットワーク化されると、行政事務が効率的に
行われ、迅速及び確実な行政手続が可能となるとともに、ホームページによる行政情報
の公開やオンラインによる行政手続きサービスも受けられるようになる。特に行政情報
の公開は、国民と行政の信頼関係の構築にもつながることから、ホームページの利用者
が利用しやすいように、子供、高齢者、女性、障害者、言語等の利用対象者別にホーム
ページを作成することが望ましい」（JICA, 2007, p.35）。オンラインによって行政手続
をする電子政府のアプリケーションとしては、電子調達、電子納税、電子投票、電子決
済があるが、また、アプリケーションを開発する費用を削減するため、共同開発や既存
のアプリケーションの活用も検討することが重要である。 
④ 法の整備： 
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「電子政府をサービスするにあたり、電子調達や電子商取引の新たなアプリケーシ
ョンによる電子行政サービスの提供に係る法律の制定や、国民及び行政の権利・義務・
責任、データセキュリティ、個人情報保護、電子認証、電子署名の行政の電子化による
新たな行政事務に係る法律等を整備する必要がある」（JICA, 2007, p.36）。また、プラ
イバシー・個人情報の確保について、行政機関内部における利用ルールの確立や流用制
限等の強化、外部からのアクセスのセキュリティ確保のため、法整備も含めた政策が必
要である。 
⑤ セキュリティ対策： 
「電子政府では、国家政策にかかわる情報や個人に関する情報等の重要な情報を取
り扱うことから、ハッカーの不正アクセスによる情報漏えいや改ざん、ウイルスによる
システム障害に対するセキュリティ対策を講じる必要がある。」（JICA, 2007, p.36） 
⑥ 標準化の実施： 
電子政府を実現する場合、それぞれの省庁や自治体がバラバラに仕組を作ってしま
うと、お互いのサービスをうまく連携させることができなくなるから、仕組を共通化に
することが必要である。また、行政機関が相互にデータやシステムを活用する場合は、
既存システムのデータの標準化や新たなシステムを開発する場合の手法の標準化を行
わなければならない。 
⑦ 人材育成： 
「電子政府に必要な人材としては、まず電子政府を構築する人材と運用管理する人
材が挙げられる。特に公務員に対しては、アプリケーションの操作面に関する基本的な
研修は実施されているが、業務プロセスの見直しや業務の最適化を取り入れたマネジメ
ント能力に関わる標準的な研修が課題となっている。また、学生に対する ICT 教育の充
実と学校における ICT 環境の整備も電子政府を推進していく人材の育成をはかるうえ
で必要となる。さらに電子政府利用者の利活用の推進につながる人材育成としては、ICT 
の利活用方法について利用者に対して ICT リテラシーの向上を図ることが重要である」
（JICA, 2007, p.37）。 
⑧ 運営管理体制： 
「電子政府を運用する場合、メンテナンス、利用時の運用ルール、利用者の権限・責
任の運用方法に関する運用管理規程を定めることが必要である。また、電子政府を運用
管理する体制としては、職員を配置することが望ましいが、適格な人材がいない場合や
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効率的な運用管理を行う場合は、アウトソーシングについても検討することが必要であ
る」（JICA, 2007, p.37）。 
⑨ 評価方法： 
「電子政府の評価については、利活用を推進する上でも、利用者である国民及び企業
からの電子政府による効果及びコスト等についての意見を反映した評価基準を策定す
ることが重要であり、評価にあたっては、客観的な評価が可能となるよう第三者ができ
るだけ定量的な指標で評価することが望ましい」（JICA, 2007, p.38）。 
以上が JICA（2007）の電子政府の実現に関する報告書で述べている 9 つの観点である。
また、多賀谷（2002, p.39）は、電子政府の実現は、「国民の利便性の向上と比較して行政
コストの増加が著しいものは、対象とするべきではないこと」、「企業からの要望の多い手続
を規制緩和や経済政策の観点から対象とするのではなく、国民個人の行政への参加を促進
する観点から対象を拡大していく必要があること」、「既存の対面・紙ベースでの手続を当面
併存させつつも、段階的に電子手続への一本化を進めること」と指摘している。 
さらに、Janja（2011）は、電子政府プロジェクトが頻繁に失敗した原因の 1 つは、チェ
ンジマネジメント戦略の貧弱さであると指摘している。また、村上（2012, p.286）は、電
子政府における業務の改革が図られず、情報システムの更改だけにとどまる例が多く見ら
れると指摘している。そのため、システムの個別最適化のみで全体最適化は図られず、行政
サービスを利用するユーザにとって、最適化の効果を実感できるまでに至っていない。つま
り、電子政府プロジェクトを設計する段階で、ユーザ指向を考える必要がある。さらに、
Lemma（2014）の研究では、電子政府の失敗を避けるための 1つの方法は、電子政府実施中
におけるチェンジマネジメントであると主張し、考慮すべき要素としては、「変化への適応、
技術解釈、リーダーシップ、人材のスキル開発・トレーニング、パフォーマンス管理、継続
的なコラボレーション」を挙げている。 
第４節 電子政府の成功要因 
次に電子政府を成功させるために、どのような要因があるのかについて考慮する。国連
（2008）は電子政府を成功させるための条件として、電子政府の評価基準を 15分野に分類
する。それらは、「①社会の優先開発ニーズの密接なリンク、②政府業務の最適化における
効率性と有効性、重要な社会開発目標の達成に影響力（政府がオンラインになる能力）、③
資金調達の可能性、④公務員の文化・スキル、⑤協調関係の発揮、⑥法的枠組みの充実、⑦
ICT インフラ整備（政府のオンライン滞在能力）、⑧政治的リーダーシップと長期的ポリテ
ィカルコミットメント、⑨国民・社会への公約、⑩人的資本と技術基盤の整備計画、⑪パー
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トナーシップ、⑫モニタリングと評価、⑬付加価値、⑭アクセスとスキル、⑮プライバシー
とセキュリティ」である。 
一方、Jeongwon（2009）の研究では、図 2-1のように、それぞれの後発開発途上国、開
発途上国、先進国における国家 ICT戦略の重要な成功要因（Critical Success Factor：CSF）
を示している。後発開発途上国や開発途上国が開発を維持するための政治的および財政的
支援を得るために、国のトップリーダーがより ICT に興味を持つ必要がある。そのため、
「政治的なリーダーシップ」が大きな重みを与えると指摘している。 
 
図２-1 国家 ICT 戦略の重要な成功要因 
出典：Jeongwon（2009）の資料を基に筆者作成 
また、Jeongwon（2009）は、図 2-2 のようにそれぞれの発展段階における CSF を示す。
そして、後発開発途上国においては、システム開発・運営における資金をどこから調達して
いるか、ICT人材開発における投資はされているか、ICT関する知識を備えた政治家・政府
高官によるリーダーシップは見られるか、ICTインフラが整備されているか、そして全体を
取りまとめる政策・制度はあるかが、ICTの成功に起因するという。さらに、後発開発途上
国の発展には欠かせない国際協力では、国際機関や先進国や諸外国からの資金的・技術的支
援に頼り過ぎないではないのかという点も、多くの協力課題が残っている。同時に、
Jeongwon（2009）は、多くの開発途上国において、「民間企業とのパートナーシップ」と「公
教育」の重要性を重視し、これらがデジタルデバイドを減少させる主な要因であると強調し
た。 
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図２-2 発展レベルにおける国家 ICT 戦略の重要な成功要因 
出典：Jeongwon（2009）の資料を基に筆者作成 
第５節 電子政府の障壁 
電子政府政策の推進に当たって、今後の障壁となりうる組織的・法的制約や、電子政府
の利活用上における障壁について多くの研究が進んでいる。電子政府政策はその国固有の
課題に大きく影響を受けるが、電子政府の取組への障壁について、欧州連合（European 
Union：EU）が、2005年から 3年間をかけて実施した研究プロジェクト「Breaking Barriers 
to the e-Government：電子政府への障壁を乗り越える」（EU 2007）では、EU における電子
政府政策の推進において障壁となり得る要因を調査・分析を行った。電子政府への障壁に関
する法制面および組織面からの分析によって、電子政府の実現を妨げる障壁を整理した結
果、次に示すように電子政府への障壁を「①リーダーシップの失敗、②財務阻害、③デジタ
ルデバイド、④不十分な協調、⑤職場と組織の硬直性、⑥信頼の欠如、⑦不十分な技術的設
計」の 7つのカテゴリに分類している。IAIS（2013, pp.55-59）が EUにおける電子政府へ
の障壁についてまとめた調査を引用して、それぞれのカテゴリの説明を以下のように述べ
る。 
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① リーダーシップの失敗： 
「電子政府プロジェクトの開始、導入、推進、維持といった段階において、リーダー
シップの発揮が求められる。もし十分なリーダーシップが発揮されないと、結果として
電子政府の推進を停滞しまうことがある。すなわち、電子政府の進展は、政治およびマ
ネジメント上のリーダーシップの失敗によって制限されうる。明確なビジョンの欠如、
そして、課題をそれらが障壁となる前に解決するための十分なリソース配分の下でなさ
れる計画立案の欠如という失敗によって、電子政府イニシアティブの規模、範囲および
インパクトを著しく制限しうる。「リーダーシップの失敗」の例としては、「電子政府に
向けた政治的意欲の欠如、公共政策およびリソース配分における電子政府の軽視、上級
マネジメント層における電子政府に対する理解の不足、戦略的ビジョンおよび戦略計画
立案の貧しさ」等が挙げられる。」（IAIS, 2013, p.55） 
② 財務阻害： 
「電子政府の開発・導入・維持に掛かるコスト、かつ／あるいは、電子政府に関連す
る研究開発・イノベーションは、どちらも資金が必要である。これらに対する拠出の欠
如は、重大な財務上の阻害要因となりうる。この問題には電子政府イニシアティブのコ
スト・便益を測定することの難しさが関わっている。ICT システムの開発・導入・維持
のコストは、電子政府における財務上のインパクトアセスメントにおいて支配的な地位
を占める。これは、コストは便益に先立ち、容易に測定可能だからということである。
「財務阻害」の例としては、「電子政府イニシアティブの費用便益を実証することの難し
さ、電子政府サービスを開発するコスト、電子政府に関する法律や規制を満たすための
政府側コストの増大、短期的なコストは長期的な利益よりも政治的に重視される傾向、
研究開発およびイノベーション資金の欠如」等が挙げられる。」（IAIS, 2013, pp.55-56） 
③ デジタルデバイド： 
「電子政府を利用するスキル、適切なシステムへのアクセス手段、知識の獲得および
動機付けに対する支援の不平等が存在すると、電子政府の立ち上げは制限され、分断さ
れかねない。社会的・経済的な差異となる「裕福さ・年齢・障害・言語・文化・地理的
所在・業務の規模・その他の要因」が存在することによって、異なった個人・集団・組
織は、それぞれに異なった形で電子政府のリソースを利用する（又は全く利用しない）。
「デジタルデバイド」の例としては、「国民のニーズを満たす電子政府サービスの開発と
導入における失敗、電子政府サービスを利用する国民間の強い動機の欠如、国民の ICT
スキルの格差、特定の集団におけるインターネット利用度の低さ」等が挙げられる。」
（IAIS, 2013, p.56） 
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④ 不十分な協調： 
「管轄、行政および地理的境界を越えて適切な電子政府ネットワークとサービスを
整備するに当たり、協調と調整の欠如はブレーキとなりかねない。電子政府サービスの
提供とその業務の新しいあり方は、伝統的な政府の境界線となる「司法・行政・組織の
境界線」をしばしば横断するものであり、同様に、地理的な隔たりを克服できる可能性
を持っている。これらの境界の異なる側面にある法や組織の差違は、ネットワーク化さ
れた統治の新しいチャネルを通じて情報とサービスの流れを阻害し、塞ぐ可能性がある。
「不十分な協調」の例としては、「電子政府サービスの提供に関する共通手続きおよび標
準についての政府省庁間での合意と導入の失敗、政府内間における伝統およびプロセス
の差違、政府内間での協調、中央政府と地方自治体の間での協調の欠如」等が挙げられ
る。」（IAIS, 2013, p.57） 
⑤ 職場と組織の硬直性： 
「行政活動の実務、プロセスおよび組織体制を変革しようとして直面する硬直性は、
電子政府の便益を幅広く実現するに当たって制約あるいは障壁となる。電子政府におけ
る新しい行政形態を実現するためには、組織構造の再設計およびプロセスのリエンジニ
アリングが必要とされる。しかし、イノベーションに対して行政の管理職および職員の
抵抗はリエンジニアリングを阻害しうる。「職場と組織の硬直性」の例としては、「誰が
ネットワーク化されたサービスを担当するかの争い、管理職および職員におけるスキル
トレーニングと能力強化の不十分、政府職員の ICT スキルの不十分さ、政府職員による
変革の抵抗、労働慣行の変革や職員の配置における柔軟性を阻害する現行の雇用法令が
もたらす影響」等が挙げられる。」（IAIS, 2013, p.57） 
⑥ 信頼の欠如： 
「不十分なセキュリティとプライバシーの保護措置と管理に対する恐れが存在する
と、電子政府の利用にあたって安心感も損なわれる。慎重な個人情報、オンライン詐欺
への脆弱性、又はその他の違法又は濫用的な電子政府のリスクを伴う電子政府のアプリ
ケーションへの信頼を損なう。実に多くの公共サービスがデジタル化された個人情報の
取り扱いを必要があるため、それゆえ電子政府においては、個人情報の取り扱いに特有
の、信頼上の懸念が持ち上がる。政府に対する一般的な信頼の欠如によってこれらはよ
り一層悪化しうる。「信頼の欠如」の例としては、「効果的な電子政府のセキュリティを
実施し、促進することの優先順位の不十分、オンライン・コンテンツの賠償責任に対す
る行政側の不安、オンライン窃盗や詐欺の恐れに対する一般的懸念、プライバシーと国
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民の自由におけるリスクに対する一般的認識、セキュアな電子証明・電子認証システム
の欠如」等が挙げられる。」（IAIS, 2013, p.58） 
⑦ 不十分な技術的設計： 
「ICTシステム間の非互換性等の設計上の欠陥は、情報とコミュニケーションの流路
となるパイプラインを塞いでしまう。電子政府のシステムとサービスが不十分な設計に
よって、すべて失敗するか、あるいは不満足な成果となる事例が頻発している。中でも、
行政機関の間でのハードウェア、ソフトウェア、あるいは ITインフラの非互換は、最も
よく見られる問題である。また、システムのユーザーインターフェースやユーザビリテ
ィにおける欠陥もまた、市民および産業と行政の間のコミュニケーションを阻害するも
のとなりうる。さらに、運用上の問題は、潜在的には成功しているサービスの利用さえ
台無しにしてしまうばかりでなく、そうした問題を経験した人々が、他の電子政府サー
ビスを試してみようとする意欲も損ねてしまいかねない。「不十分な技術的設計」の例と
しては、「電子政府アプリケーションの使いにくいさ、新しい電子政府システムと古いレ
ガシーシステムの間の非互換性、IT システム間の相互運用性の欠如、政府におけるイン
ターネットおよび関連技術の利用動向の遅れ」等が挙げられる。」（IAIS, 2013, p.59） 
また、Heeks （2008）の研究では、電子政府プロジェクトの失敗における重大な障害要
因について、表 2-1のようにまとめている。電子政府の失敗率が高くなると、行政にとって
は大きな問題になる。それは、行政に対して、直接的および間接的な財政の重大なコストを
もたらすモラール・信憑性・信頼性等に損害を与える。そして、電子政府が提供する利益・
恩恵を妨げる。障害要因とさせるこれらの失敗から学習し、知識生成の基礎として使用する
ことができるため、今後実現しようとする電子政府プロジェクトの改善に役立つ。しかし、
失敗させる障壁が多くあるが、実際にはそれについて学ぼうとする例は少なかったのが現
状である。また、Ahmed（2010）は、電子政府実現の障壁に関し、バングラデシュの電子政
府を事例として研究した。知識の欠如、政治的意思の欠如、計画と戦略の欠如、適切なイン
フラのみ整備などが障壁であると指摘している。 
表２-1 電子政府プロジェクトの失敗における重大な障害要因 
重大な障害要因 内容 
内部のドライバーの不足 オーナーシップ（又は電子政府の理解）がなく、IT ベン
ダーからの圧力しか出ない。 
ビジョンと戦略の欠如 長期的視野の欠如、指導の欠如、端と手段の間のつながり
の欠如。 絶え間なく変化する上級職員や常に変化する政
策と政治環境によって引き起こされる可能性がない。 
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プロジェクト管理が悪い プロジェクトの複数の所有権による分散した責任、コント
ロールの不在又は弱点、無効な調達。 
悪い変更管理 上級職員の支援の欠如（資源配分の欠如と他のグループへ
の否定的なメッセージを引き起こす）。ステークホルダー
の関与の欠如（オーナーシップの欠如）。 
政治と自己利益の支配 内戦、電力の損失が懸念される抵抗、イメージのための電
子政府のソリューションのコピー、選挙の影響に拘束され
る短期的な名誉、腐敗がある。 
貧弱な/非現実的なデザ
イン 
地元のステークホルダーからのインプットの欠如により、
過度の技術的、過度の野心的、又は地元の環境（文化、価
値観）やニーズに合致しないデザインになる。外国のドナ
ー、企業、コンサルタントが関与している場合に特に発生
する。 他の設計上の問題：パイロットの欠如、組織構造
への不足。 
必要なコンピテンシーの
欠如 
開発者、役員、ユーザ/オペレータの IT知識とスキルの欠
如。 開発者の地元知識の欠如。 
不十分な技術インフラ 十分なコンピュータ又はネットワークの不足。 
技術的非互換性 コンピュータ化されたシステムがデータを交換できない。 
出典：Heeks（2008）, Critical Failure Factors: Why eGovernment Projects Fail 
第６節 後発開発途上国における電子政府の発展 
第 1 章 第 2節 第 4項で述べたように、当初電子政府の取組みは、単に行政情報をイン
ターネット経由で提供することから始まったが、現在ではオンラインシステムとして高度
な行政サービスを提供するものになっている。電子政府のさまざまな成熟度モデルで説明
されているように、いくつかの異なる発展段階がある。しかし、国際機関や諸外国からの資
金的・技術的支援に依存している後発開発途上国では、これらの成熟度モデルに沿って電子
政府を実現するのは容易なことではない。特に、ハード面のインフラ整備（例えば、広域ブ
ロードバンドネットワークの整備やサーバー、PC 端末の調達）は国外の資源に頼らざるを
得ないことから大きなコストがかかる。そのため、投資予算の大半がハード面に割り振られ
てしまうことで、ソフト面のインフラ整備（行政手続きの業務改革、ユーザ教育、利用促進
のための啓蒙や各種社会の仕組みづくり）が後回しになっている。またソフト面では、電子
政府に関わる国家戦略やその政策、法制度の整備、運用段階での利活用度評価や継続的な改
善活動もハードインフラ整備の支援の影に隠れてしまっていることが多い。加えて、電子政
府を有効に機能させるのに必要な最低限のリテラシー（国民の読み書きのスキル）や運用・
サポートに求められる IT技術者の人的資源が不足していること等の課題が指摘される。 
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世界銀行は、2002 年に後発開発途上国向けのイニシアティブのガイドラインを提供し、
被支援国における政府全体の効率と有効性を確保するための方針を示した。この世界銀行
（2002, p.8）のガイドラインでは、電子政府を実現するためには、次のようなイニシアテ
ィブが求められるとしている。 
 政府情報へのアクセスを強化する。 
 国民が政府高官と対話することを可能にすることで市民の関与を促進し、双方
向性を高める。 
 汚職の機会を排除することにつながる、説明責任を果たす透明な政府の推進。 
 開発の機会を提供し、特に農村地域や伝統的に恵まれない地域社会に利益をも
たらす。 
また、JICA（2004）が後発開発途上国の情報化の進展の現状、展開されている ICT支援
の実際について調査した報告では、各国の電子政府に対する考え方、目指している目標にば
らつきが見られる。JICA は、第 1 章 第 2 節 第 4 項に示すように電子政府の理想的な発展
モデルとして主に 4 つの段階があるとしている。後発開発途上国における電子政府の構築
は政府自身を電子化（ICT化）しながら、国民への情報発信や各種サービスをオンライン化
していくことが求められる。そして、この報告では、後発開発途上国における電子政府プロ
ジェクトは、第 3の段階を目標にすることが多いとしている。また、情報通信インフラの整
備やコンピュータの配備といった「ハード」の支援のみでは十分な成果は期待できず、「ICT
を使って何をするのか」という問いに応える「ソフト」の部分の重要性が高まっている。そ
のため、ICT支援では「ハードからソフトへの転換」が他の援助分野以上に必要になってき
ていると指摘している。 
さらに、世界銀行は、2005年に E戦略（E-Strategies）の設計と実装に必要なモニタリ
ングと評価のためのツールキットを発表した。E戦略のモニタリングと評価は、明示的な戦
略に沿って現実的なかたちでその目的が達成されることを支援する。また、継続的なモニタ
リングと定期的な評価を行うことで、各種資源の適切な配分、その最適化のための調整が可
能となる。 
図 2-3 のように、このモニタリングと評価のためのツールキットでは、ICT 政策の基本
構成を 4 階層に分類している。（世界銀行、2005、p.55）。「政策目標」は国家が定める ICT
に関する到達目標であり、これを「戦略的優先事項」にブレイクダウンし、具体的な実施計
画として「主な取り組み」内容と「実施」に詳細化している。併せて各階層における評価指
標も設定されている。 
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図２-3 E 戦略フレームワークピラミッドと電子政府のレベル 
出典：世界銀行（2005）E-Strategies - Monitoring and Evaluation Toolkit 
世界銀行（2005）の E戦略における、電子政府レベル 1「公開：Publish」では、オンラ
インで公開されている政府の情報に人々がどの程度アクセスしているかを指標として測定
する。アクセス数は、ホームページのシステムで単純に数えることが可能で、比較的わかり
やすい指標である。しかし、アクセス数をカウントするだけで施策の戦略的価値を厳密に評
価するのは困難である。本質的には、単なるアクセス数だけでなく、誰が何のために何回ア
クセスしたか、アクセスの目的が果たされているか、アクセスしたことによって満足が提供
できたかどうか、多面的な評価分析が求められることに留意すべきである。電子政府レベル
2「対話：Interact」では、利用可能な双方向チャネル（電子メールやディスカッションフ
ォーラム）のタイプと数を指標として測定する。ここでも本質的には単に数だけでなく、そ
れぞれの双方向チャネルが政府の意図する狙いに、どのようにして、どの程度貢献している
かにも注目すべきである。そして、電子政府レベル 3「コントラクト：Contract」では、オ
ンライン化された行政サービスの処理時間、市民の待ち時間が指標として測定される。この
フィードバックとそれを受けての継続的な改善によって、サービスレベルの向上、行政コス
トの削減が可能となることから、この指標が最も直接的に成果につながりやすいと言える。 
JICA（2007）の調査では、図 2-4 のように、ICT を活用してより良い政府を構築にあた
って、「どのような政府を目指すかは、基本的に当該国が自主的・主体的に決めること」、「電
子政府構築のプロセスは継続的に実施されること」が重要であると指摘している。すなわち、
電子政府の構築を通じて、「基本的な機能を有する政府」を「電子化・ICT 化」することに
よってその本来の目的である「よりより政府」が実現されるというのである。電子政府構築
では、まず、「①よりよい国を創る強い意志（政府のリーダーシップと国民の理解）」、次に
「②政府に基本的な機能が備わっている」、そして、③「IT 環境が整備されている」の 3つ
要素が基礎的要件であり、これらが整っていれば成功への道のりはさほど困難ではないと
している。 
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図２-4 後発開発途上国における国際援助を加味した継続的な電子政府構築のイメージ 
出典：JICA（2007） 
また、後発開発途上国における電子政府構築について、この調査（JICA, 2007）は、「第
1 段階：政府機関はホームページを構築し、各種の情報を公開する」、「第 2段階：簡単なフ
ォームをホームページに掲載し、国民はそれをダウンロードし各種の申請を行う」、「第 3段
階：双方向での手続きが徐々に行われる」の 3つ段階を定義している。第 1段階・第 2段階
まででは、政府の行政手続はほとんど変更されずに行政の窓口の拡張にとどまるが、第 3段
階では、バック・オフィスの業務プロセスにも影響を与えるため、行政業務の改革が必要と
なる。そして、実際には多くの場合ここでスタックしてしまうと指摘している。第 1段階・
第 2 段階までは、特別な行政業務の手順変更を行わなくても政府の ICT 化を実践していく
過程で自然に達成できる内容で、使い易いポータル・サイトを提供できればよいので難易度
は低い。この第 1段階・第 2 段階までのハード面を中心とした技術先行のアプローチと、第
3 段階で求められるソフト面の充実を加味したアプローチのギャップを適切に理解してお
く必要がある。すなわち、行政業務のプロセスはほとんど変更せずに、ホームページ作成や
フォームのダウンロード技術的に手がけやすいフロント部分を実装するフェーズから、バ
ック・オフィスの業務変更を伴う改革へと進む時に、「ソフト面」を考慮しないと電子政府
構築が失速してしまう可能性が高いと指摘しているのだ。他方、Olusoyi（2014, p.17）の
研究では、電子政府システムプロジェクトが進行中の後発開発途上国で、電子政府への期待
が低いままになっていることが多いとしている。これは、政府のホームページから利用者が
申請書類様式をダウンロードできる等、片方向のコミュニケーションができる情報サービ
スを提供しているものの、双方向の対話を避けていることに起因する。政府機関が国民・企
業の間で双方向の情報のやり取を拒否し、国民の要求やフィードバックに応えようとする
姿勢を見せないと、電子政府の活用に向けた機運が醸成されないと指摘している。 
2011 年に、ITU が後発開発途上国の成長促進における ICT の役割についての調査報告を
公表した。この調査結果では、後発開発途上国における電子政府はまだ初期段階にある。そ
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して、電子政府構築を成功させるためには、ハード面だけでなく、政府や国民の態度や価値
観の変化も必要とするため、後発開発途上国のプロジェクトにおいてはとりわけ困難が伴
う。先進国向けに設計されたソリューション（ICTのハードウェアやソフトウェア）は、そ
れぞれ製造国の社会文化的環境や独自のニーズに依拠していることが多いので、適切なリ
エンジニアリングを行わずに後発開発途上国に適用するべきでないと指摘している。また、
G2Gの取組みは、後発開発途上国における電子政府への重要なステップと位置づけられると
も指摘している。なぜなら、G2Gの実現過程で政府内部のプロセスを改善し、また、政府が
高品質で費用対効果の高い成果を追求することになるからである。一方、コンピュータへの
アクセスの欠如、貧弱な教育、及び ICTインフラの未整備は、G2Cの実現にとって大きな障
害となっている。後発開発途上国では、ICTを利用できる者とできない者との間のデジタル
デバイドが拡大する懸念が叫ばれている中、G2Cにおける電子政府サービスは経済的に有利
で教育を受けた都市部の人々だけがそのメリットを享受して、さらに格差を広げしまう可
能性があるともいわれている。しかし、G2G・G2Bの取組みではそうした負の影響は小さく、
電子政府の取組をドライブする有効なプロセスになるといわれている。特に、G2G は政府の
業務プロセスを自動化して改善し、生産性、効率性、透明性に大きなメリットをもたらすた
め、全体的に社会経済発展に貢献する。従って、後発開発途上国の電子政府プロジェクトは、
初期段階で G2G・G2Bにフォーカスすることが望ましい。 
第７節 後発開発途上国における電子政府の課題 
国際協力推進協会（2002）の研究では、IT化におけるマスタープランについて次のよう
な「IT 化の目標や優先事項を明確にした政府の IT 化政策の欠如」、「IT 化推進に適切な組
織体制の欠如」、「政府 ITシステムの非規格化・非標準化」等の課題を指摘している。また、
IT 化の進展により、個人情報漏えい、ハッキングやウイルス、知的財産権侵害等の問題が
深刻化している。このような状況下で、現行の法令を補うためにも IT関連法令が必要とな
る。一方、IT 政策を効率的に推進するには、政府機関間でプロジェクトの重複をなくし、
プロジェクト間での優先順位を明確にする必要がある。しかし、後発開発途上国では、必ず
しもプロジェクトの選定が正確に行われていない。IT を必ずしも必要としないプロジェク
トにおいて、IT 導入のための資金が組み込まれ、その結果、本来必要なプロジェクトに資
金が配分されないといった問題も生じている。IT 利用に関して、必ずしも政府機関間で調
整がなされていないという例も多くがある。 
Heeks（2003）は、後発開発途上国の電子政府プロジェクトでは、「プロジェクトが実現
されないか、新しいシステムが実装されてすぐ中止に追い込まれるいわゆる完全失敗のプ
ロジェクト」が 35%を占め、「電子政府の取組における大きな目標が達成されないか、望ま
しくない障害が生じている一部失敗のプロジェクト」が 50%にのぼり、残りわずか 15%のプ
ロジェクトのみが成功したという三つの評価をしている。 
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JICA（2004, p.54）の調査結果によれば、後発開発途上国で電子政府の取組がうまく進
んでいない理由は、利用する官僚たちの ICT に対する意識の低さが起因していると指摘し
ている。電子政府を利用すべき行政機関における ICT リテラシーの低さによって、ほとんど
の官庁でコンピュータが設置され、ネットワークにもつながっているにも関わらず、机の上
の「飾り」になってしまっている例があまりにも多いというのである。そのため、結局、高
額投資で開発・導入されたにもかかわらず、あまり利用されないままになってしまう。さら
に、電子政府推進を中心としている ICT関連省庁以外においては、電子政府の取組があまり
うまくいっていないことが多く指摘されている。もう一つの理由は、どの国でも見られる
「官僚文化」にあるという。すなわち、電子政府の取組に関して、ICT関連省庁は熱心に進
めようとしているものの、他の ICT 関連省庁以外がそれについてこないという 。制度上、
どの省庁も横並びであるため、電子政府の取組に熱心でない省庁があるからといって、ICT
関連省庁が「命令」をするわけにはいかない。そのため、ICT関連省庁がこの分野に関して
強いリーダーシップを発揮できる制度を確立することが必要である。 
また、電子政府の取組に関し、「国内のどの部門が情報化を牽引していくのかという問題
と関係している。一般に、情報化は民間部門が主役であり、政府部門は民間部門ができない
部分を補完するという議論がある。しかしながら、後発開発途上国の場合は、民間部門が情
報化を牽引できるほど育っていないケースが多い。そうした状況では、政府部門に情報化の
初期の段階を牽引する役割を担わす戦略をとった方がよい場合がある。実際、多くの後発開
発途上国において、ICT 関連製品やサービスの主な消費者は政府部門になっている。また、
政府部門が情報化され、行政サービスが電子化されていくことになると、民間部門にも政府
部門にあわせる形で ICTを導入する誘因を与えることになる。このように、後発開発途上国
では、政府部門が情報化を牽引する主役を演じる可能性が大きく、その中心に電子政府が位
置することになる。また、多くの後発開発途上国の政府が、情報化の一環として電子政府の
取組を行っているものの、成功している国は非常に少ない。後発開発途上国にとって、電子
政府は総じて難しい課題であると言える。とりわけ、実施の段階で問題を抱える国が多い。
それでも、電子政府の効用を考えるならば、推進に力を注ぐ必要がある。難しいながらも円
滑な実施を担保していくためには、中心となってリーダーシップをとるべきアクターを明
確にし、そのアクターが実行力を発揮できる環境や制度を整えることが重要となる」（JICA,  
2004, p.54）。また、Sinawong（2009）は、電子政府の構成要素と課題について、カンボジ
アの電子政府を事例として研究した。電子政府の構成要素を 3つ「管理、インフラストラク
チャ、人的要因」に分類して、政治的リーダーシップと意志、ICT政策、そして能力開発が
重要であると指摘している。 
一方、後発開発途上国では、政府の各機関がホームページを開設し、情報を政府そのホ
ームページに掲載さえしていれば政府としての責任が果たされたとしているケースも多い。
また、行政で ICTを使っているレガシーシステムが少ないことから、先進国・新興国が進め
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ている電子政府のシステム・技術に飛びつき、それらを導入しがちである。しかし、電子政
府のシステム開発における資金・技術のリソース不足や、電子政府を構築する初期の段階か
らデジタルデバイドの解消を視野に入れる電子政府アプリケーションの設計を行わず、電
子政府システムの開発に成功しても結果的に利用されなく、持続的にシステム運営が進ま
ない等の問題を抱える国が多いということが指摘されている。また、ICTの分野においては、
技術革新のスピードは速く、ICT機器やソフトウェアのライサイクルは短く、新たな ICTソ
リューションも日々で変革している。先進国で普及しているスタンダードに対応するには、
後発開発途上国も機器やソフトウェアの定期的な更新やメンテナンスが必要となる。しか
し、政府の財政基盤は更新・メンテナンス費用を負担できるほど強固でなく、援助機関によ
る新規プロジェクトへの資金拠出に依存せざるを得ない。また、定期的な更新やメンテナン
スを実施するには人材面の制約も存在する（国際協力推進協会、2002、p.139）。 
また、有能な IT人材は、先進国でも不足しており、育成した人材が先進国に流出する頭
脳流出が起きている。人材引き留めには給与アップや福利厚生改善の他に、起業・研究環境
の整備、自己実現機会の創出等、有能な人材に活躍の場と遣り甲斐のある仕事を提供するこ
とが求められる。また、後発開発途上国では、せっかく国の予算で留学生して、IT 関連知
識を持つ人材は、政府機関ではなく、企業への流出という深刻な問題も生じている。 
さらに、後発開発途上国における ITインフラ整備は、人口が集中し需要が多い都市部か
らバックボーンネットワークから始められる。ルーラルや山岳の自然条件が悪い遠隔地、需
要が少なくその整備は遅れがちとなり、全国民が同一の電気通信サービスを受けるという
ユニバーサルサービスを達成することは困難である。また、IT インフラが整備されてイン
ターネットの利用が増加するにつれ帯域が不足し、接続困難といった現象が発生すると
APIC（2002）が指摘している。Tino（2009）は、後発開発途上国の電子政府プロジェクトが
成功するために必要となる基本的なインフラ整備が不足することが多く、行政環境を迅速
に変更することは非現実的であると考えて、電子政府プロジェクトには、適切なアクセス方
法の開発を通じて、リテラシーや農村地域の問題やインフラの弱点を考慮して調整する必
要があると指摘した。 
一方、電子政府システムは、ハード面に関する技術の考慮に基づいて設計されているこ
とが多いが、ソフト面である人々・政策・法制・意識・文化を含む社会的なコンテキストに
よって影響を受ける。これは、実際の技術（ハード面）と政府やシステムを機能させる社会
的現実性（ソフト面）のギャップである。後発開発途上国において、ハード面とソフト面の
ギャップがよく見られ、多くの国の政府は、ハード面・ソフト面、両方の要因をカバーする
戦略計画なしに電子政府プロジェクトを実施し始めている（Heeks、2003）。ソフト面を考慮
せず、電子政府プロジェクトを設計することは、電子政府の実現に悪影響を引き起こし、電
子政府の取組を失敗させる要因の一つであると Heeks （2003）、Danish （2006）によって
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指摘されている。また、JICA（2004, p.87）の調査結果によれば、ICT支援の分野に関し、
後発開発途上国の情報化推進政策といったソフト面に求められるものは、①情報化推進の
ための戦略・ビジョンを示すことの重要性、②政府部門・民間部門・NGO部門（教育を含む）
の 3部門の育成と相互連携強化のための支援の重要性、③ICT支援政策の立案・実施に際し
て、マルチ・ステークホルダー・アプローチを採用することの重要性、④人材育成・人的資
源開発の重要性と挙げられている。さらに「ICT分野の発展は、最終的にそれを担えるだけ
の人材が存在するか否かに大きく左右される。短期的な効果は出にくいものの、中・長期的
な観点から、人材育成にどれだけのリソースを投入でき、開発途上国の政府や国民の認識を
人的資源開発や教育の重要性に向けることができるかがポイントとなる」（JICA, 2004, 
p.87）ことを結論としている。 
第８節 ラオスの電子政府に関する先行研究 
国際電気通信連合(ITU)が 2002年に発表した「INTERNET ON THE MEKONG: LAO PDR CASE 
STUDY」報告では、2000年はじめごろには、インターネットがまだ普及していないラオスで
は、通信・運輸・郵政・建設省（MCTPC）と科学技術環境庁（STEA）における行政 ICT化の
二重化が既に発生していた。STEAは“Lao National Plan on IT: Master Plan up to Year 
2000”ドラフトを策定し、 MCTPCは日本政府の支援で「Telecommunication Master Plan」
ドラフトを策定した。この報告では、ラオスのインターネットの現状や電気通信といった電
気通信事情について書かれていたが、ラオスの ICT の課題や要因については書かれていな
い。 
ラオス電子政府 Phonpasit センター長（Digital Review of Asia Pacific 2009–2010）
は、 2006年から中国のアルカテル上海ベル社と旧科学技術機構により共同開発した電子政
府フェーズ 1 プロジェクトの計画について発表した。しかし、ラオスの ICT 発展に向けた
インフラ整備・法制整備・ICT人材についての現状のみ報告されていた。 
Saysoth(2009)が発表した「Measuring E-Readiness Assessment : The case of Laotian 
Organisations」では、ラオスの電子政府の取組は、市民のレディネス（準備）が低いため
に困難に直面していたと指摘している。また、低水準の教育と識字能力、貧弱な技術インフ
ラストラクチャ、高コストのインターネットや高価なパソコンなどといった要因でデジタ
ル格差が生じたと指摘している。さらに、「国家 ICT マスター計画の策定、日常生活におけ
る ICTリテラシー向上の教育、学校、大学、大学および政府機関における ICTトレーニング
コースの促進」が必要であるとしている。 
Zhao(2011)は、電子政府のリスクアセスメント方法について研究している手法を、ラオ
スの電子政府プロジェクトのネットワークにおいて実証した。そこでラオスの電子政府プ
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ロジェクトに関わっている 3つレベルの人員「トップマネジメント、リーダー、スタッフ」
について次のように分析し、ラオスの電子政府のリスクアセスメントを指摘している。STEA
のトップマネジメントは 50歳以上で英語能力や ICT リテラシーが低く、国家安全保障問題
の意識が高めるため、ネットワークセキュリティの理解を欠いていた。また、電子政府の関
連省庁のリーダーは、英語能力が高ければ高いほど、コンピュータが使用できるが、ネット
ワークセキュリティと国家安全保障との関係の理解が不足していた。さらに、一番若いスタ
ッフは、英語能力や ICTリテラシーが高いが、国家安全保障意識が低く、ネットワークセキ
ュリティに関しては知識が豊富だった。 
Yang(2014)がラオスの電子政府の発展について研究した。その研究論文によると 、ラオ
スの電子政府に関する研究と実施は他国に比べ遅かったが、その発展の勢いは比較的速い
と指摘されている。ラオスの電子政府の取組は、主にインフラ構築や政府の情報開示に焦点
をあてて、国家情報バックボーンネットワーク（National Information Infrastructure 
Backbone)といったいくつかの成果も得ているが、それでも多くの問題が残っていると結論
づけている。 
Sukjoo（2018）の修士課程論文(TRANSITION TO E-GOVERNANCE IN LAOS)が最新の研究成
果として挙げられる。当該研究では、質的研究としては、インタビューや文献調査によって、
ラオス ICT事情の歴史や電子ガバナンス（行政における ICT化）への移管に関し、事例から
紹介している。また、量的研究としては、「電子政府システムの利用、電子政府の政策意識、
レガシーシステム利用・効率、ポリシーの有効性、個人的なアイデア・提案」の質問カテゴ
リについてラオス政府職員にアンケートを行った。ラオスの電子政府シテムには、統括シス
テムにおける「法的準備・標準・枠組の不十分、および制御メカニズムに問題を抱えている」
と結論づけている。この研究では、国際機関が発表している指標を用いてラオスの ICTの現
状・課題の分析がかなった。 
このように、ラオスの ICT分野・電子政府に関する報告書・研究論文はごくわずかであ
った。特に質的研究や量的研究を用いて、ラオスの電子政府の課題を究明し、どのような
要因によって電子政府が進まないのかを分析する研究者は少なかった。また、国際機関や
諸外国からの資金的・技術的支援によって進められているラオス政府の ICTプロジェクト
の進行状況に着目し、評価・分析する研究も少なかった。 
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第３章 研究手法 
第１節 質的研究と量的研究 
社会科学研究においては、適切な研究アプローチの選択が一つの重要な課題である。研
究方法は、「質的研究」、「量的研究」、「質的研究・量的研究の混合」タイプの 3 つがあると
されている(John 2009)。研究者は、質的研究、量的研究、及び混在研究という 3つの選択
肢の中から研究手法を決定する。研究計画においては、研究手順に特定の方向性をもたらす
質的研究、量的研究、及び混在研究のアプローチの範囲を適応させる。研究者は、質的研究、
量的研究、及び混在方法の研究を実施するために選択するだけではなく、これら 3つの選択
肢の中から研究手法を決定し、研究計画を、研究手順に特定の方向性を提供する質的研究、
量的研究、及び混在方法アプローチの範囲内を適応させる。また、「質的研究」と「量的研
究」の間には 3つの主な違いがある（Stake 1995、Kenneth 2002）。 第一に、量的研究は現
象を説明するのに用いられ、質的研究は現象を理解するために用いられる。 第二に、両方
の研究スタイルにおいて、研究者の個人的で非人道的な役割は異なっている。 第三に、量
的研究は知識発見のためのものであり、質的研究は知識の構築に使用される。 
質的研究とは、社会環境における状況に関して、その主観的な意味内容に焦点を当てて、
状況について解釈的理解を行う研究法である。典型的な質的研究一つとして、事例研究（ケ
ーススタディ）がある。情報システム研究領域においては、事例研究は重要な研究戦略であ
ることを多くの研究者によって示されている。また、インタビューや観察結果、文書や映像、
歴史的記録の質的データ（定性的データ）におけるデータ取集方法を使用して、複雑な現象
を深く理解することは研究戦略である。 
一方、量的研究とは、複数のサンプルからデータを収集し、事象を数量化し、統計的に
分析する研究法である。実験や調査に代表されるように、仮説を変数関係という量的データ
として設定、測定し、統計的にその妥当性を検証する。 
また、研究者はさまざまなアプローチから適切な方法を選択することが可能である。そ
のため、知識の性質に応じた定量・客観的科学・伝統的な研究によって、情報システムを実
証主義的視点で採用することができる。図 3-1のように、Straub(2005)や Olusoyi(2014)は、
適切な研究アプローチを選択する際に、質的研究、量的研究、及び両方の混合、の 3つの主
要な研究方法論を提案させている。さらに、情報システム研究に関しては、実証主義的視点、
解釈的視点、そして批判的視点での 3つの哲学的視点が一般的である。 
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図３-1 量的研究・質的研究のための認識論的仮定 
出典：Straub（2005）、Olusoyi（2014） 
 実証主義的視点（Positivist Paradigm）： 
「人々の行為には普遍的な法則・規則がある。客観性、予測、反復可能性を重視し、
因果関係を説明するための調査を目的とする。科学的で実験主義的な調査を通して得ら
れた知識は客観的で定量的であり、現実世界(reality)は静的で観察・測定可能なもので
ある」（髙木 201122）。 
 解釈的視点（Interpretive Paradigm）： 
「人々の経験は文脈に縛られており、時、場所、人間という行為者の心と切り離すこ
とはできない。多元的な現実世界(reality)は人々により社会的に構築されている。参加
者の行為や経験、教育のプロセスの意味を探究し理解することを目的とする」（髙木 
201122）。 
 批判的視点（Critical Paradigm）： 
「客観的や中立的な知識は存在せず、知識は常に社会的利害に影響されている。人間
の行動を解釈し、理解するだけでなく、社会的批判をすることで、社会的あるいは組織
的な変化を起こすことを目的とする」（髙木 201122）。 
本研究では、Charles（2008）は、情報政策研究では、収集したさまざまな種類のデータ
が、単一の方法によらず、問題にもっと注目し、十分な情報を収集することによって、問題
                            
22 髙木 亜希子（2011）、質的研究デザインの方法、http://www.urano-
ken.com/research/seminar/2011/seminar_takagi.pdf 
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を十分に理解して分析できると指摘していることに注目する。また、アンケートを使用して
データを収集することによって、質的研究、及び量的研究を可能にする。 この自然順序付
け方法は、統計データ又は数値データを収集しないにもかかわらず、要因および特性の順序
付けを可能にする。 したがって、文献レビューと事例研究を通じて、さまざまなデータ収
集戦略と情報源を説明することができる。 これは、サンプリング、インタビュー、アンケ
ート、文書分析が含む。一方、質的研究のアプローチは、「量的研究のアプローチを否定す
るのではなく、量的アプローチを補完する役割をもっている、あるいは、逆に量的研究のア
プローチは質的研究のアプローチを補完する役割をもっている。量的研究のアプローチは
多くのサンプルを一度に扱うことができるが、他方、質的研究のアプローチでは、比較的少
ないサンプルしか一度に扱えない。その代わり、量的研究のアプローチでは，現象理解は表
面的なレベルにとどまり、他方、質的研究のアプローチでは、現象への深い理解が可能にな
る」23。 
第２節 事前検証 
本研究の研究枠組・研究仮説を述べる前に、電子政府の実現メリットと電子政府の障壁
についての調査を行う。これは量的研究のアプローチを用いて、電子政府の実現によって行
政の効率化と行政サービスの向上を繋がることを検証するということを目的としている。
また、電子政府への障壁に関し、電子政府の取組段階の「政策・戦略策定段階、開発段階、
運営・モニタリング段階」における影響があるのかについて調査することによって、電子政
府の取組段階に合わせる対策が実施できる。さらに、ラオスの電子政府についてはどの程度
にラオス人が認識しているのかについて調査を行う。 
第１項 電子政府の実現メリットの検証 
どのようなメリットが電子政府の実現にあるのかについては第 2 章 第 2 節で述べた。
そこで、本項では、電子政府の実現が行政にどのような有効性を与えるのかを検証するため
に、電子政府の実現と政府の有効性がどのような関係を持っているのかについて考察する。
世界銀行研究所（World Bank Institute：WBI）が公表している世界銀行の世界ガバナンス
指標（Worldwide Governance Indicators：WGI）と国連の電子政府ランキングに着目する。
WGIは、WBIの D. Kaufmann らが中心となって、1990 年代半ばから開発を進め、1996年から
隔年で発行し、2006 年からは毎年発行しているものである。この報告では、その国のガバ
ナンス状況を政治、経済、制度の面から見るためのツールとして 6 つの分野「①国民の声
（発言力）と説明責任、②政治的安定と暴力の不在、③政府の有効性、④規制の質、⑤法の
                            
23 質的研究法とはどういうアプローチか、http://web.cc.yamaguchi-
u.ac.jp/~ysekigch/qual/qualbgn0.html 
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支配、⑥汚職の抑制」に分けて指標化を行っている。本項では、この「③政府の有効性」が、
公共サービスの質、政治的サービスの質、政治的圧力からの自立度、政策の策定と実施の質、
そしてそのような政策に対する政府の信頼性を捉えているかどうか評価されると解釈でき
ることから、電子政府からどのような影響・関係を持つのかの調査を行う。 
この WGIにおける「政府の有効性」（Government Effectiveness：GEF）の指標及び、第
1 章 第 3節 第 1項に述べた国連の電子政府開発指標値 EGDIの 2008・2010・2012・2014・
2016年 5回分、193ヶ国のデータを二次データとして用いて、「電子政府開発」と「政府の
有効性」の相関を調べた。調査方法としては、統計ソートウェア Stata12を使って、X軸は
「電子政府開発」のデータで、Y 軸は「政府の有効性」のデータで、単回帰分析を行った。 
図 3-2は、先進国 36ヶ国の 5回分のデータ（サンプリング合計 n=180）を用いて、EGDI
と GEFの相関を検証した結果である。また、図 3-3 は、後発開発途上国 47ヶ国の 5回分の
データ（サンプリング合計 n=233）を用いて、EGDIと GEFの相関を検証した結果である。さ
らに、図 3-4は、先進国と後発開発途上国の以外 110 ヶ国の 5回分のデータ（サンプリング
合計 n=540）を用いた場合、EGDIと GEFの相関を検証した結果である。 
これらの検証結果により、それぞれが p値 < 0.05 （有意水準 5%）となっていることが
わかったため、この検証は有意性がある。また、相関係数については、先進国 36ヶ国のデ
ータを用いた場合（図 3-2）では、決定係数 R2 = 0.511 となっていることで、「0.7 ＜ 相関
係数|R| = 0.715 ≦ 1.0」となったことから、強い相関を持つことがわかった。すなわち、
「電子政府の実現」は「政府の有効性」に強い関係をもち、「電子政府の実現」が向上され
れば、「政府の有効性」が高くなることが言える。 
一方、後発開発途上国 47ヶ国のデータを用いた場合（図 3-3）では、決定係数 R2 = 0.226
となっていることで、「0.4 ＜ 相関係数|R| = 0.475 ＜ 0.7」という弱い相関を持つこと
がわかった。これは電子政府の発展がまだ進んでいないことによって、政府の有効性もまだ
低いと考えられる。つまり、電子政府の実現を行えば、公共サービスの質及び政治的サービ
スの質を改善するだけではなく、行政が取り込んでいる他の課題・政策に対する実施能力を
強化し、公務員のリーダーシップ能力への信頼を築くことができ、政府の有効性が強化でき
ることを示している。 
また、先進国と後発開発途上国の以外 110 ヶ国を用いた場合（図 3-4）では、決定係数
R2 = 0.443となっていることで、「0.4 ＜ 相関係数|R| = 0.666 ＜0.7」という相関を持つ
ことがわかった。これは、ある程度電子政府が発展している国では、電子政府の恩恵を受け
始め、政府の有効性が高くなることを表し始めることだと考えられる。 
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𝑦 =   − 1.739 + 4.063 𝑥 
図３-2 先進国 36ヶ国における EGDI と GEF の相関関係 
出典：国連の電子政府発展度指標 2008・2010・2012・2014・2016、世界銀行の世界ガバナンス指標
2008・2010・2012・2014・2016 
 
𝑦 =   − 1.63 + 2.997 𝑥 
図３-3 後発開発途上国 47ヶ国における EGDI と GEF の相関関係 
出典：国連の電子政府発展度指標 2008・2010・2012・2014・2016、世界銀行の世界ガバナンス指標
2008・2010・2012・2014・2016 
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𝑦 =   − 1.76 + 3.447 𝑥 
図３-4 先進国と後発開発途上国の以外 110 ヶ国における EGDI と GEF の相関関係 
出典：国連の電子政府発展度指標 2008・2010・2012・2014・2016、世界銀行の世界ガバナンス指標
2008・2010・2012・2014・2016 
第２項 電子政府実現の障壁についての調査分析 
前項で、電子政府実現が政府の有効性と強い相関関係を持つことがわかったので、本節
では、第 2章 第 5節に説明した電子政府への障壁の 7つ「①リーダーシップの失敗、②財
務阻害、③デジタルデバイド、④不十分な協調、⑤職場と組織の硬直性、⑥信頼の欠如、⑦
不十分な技術的設計」に、「ICTリテラシー、インフラ、規制」を付け加えて、途上国につい
て、電子政府の取組段階の「政策・戦略策定段階、開発段階、運営・モニタリング段階」に
おける影響度に着目し、どのような障壁がもっとも影響度を与えるのかについて調査する。
これは、電子政府における取組段階の障壁が明確に分かれば、ラオスの電子政府の現状にお
ける障壁が予測できるためという理由からである。調査は、2016 年 6 月 27-28 日、イタリ
アの Bocconi大学で開催された「第 11回国際 CIO学会総会（11th IAC Annual Meeting）」
に出席した教員や電子政府の専門家に対し、付録 3 に示すようにアンケートを行う形で実
施した。図 3-5 は、19 名の回答者の職業内訳を示す。回答者は、電子政府に関する高い専
門性を持つ大学教員や電子政府の専門家であるため、小人数の回答でもアンケートの有効
性があると考える。 
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図３-5 電子政府実現の障壁についての調査における職業内訳 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
図 3-6 で、電子政府の取組における主要な駆動力を示す。この結果により、トップ 3 に
「政治、経済、社会・文化及び規制」がランクインした。これは、第 2 章 第 4 節で述べた
ように Jeongwon（2009）が提案した国家 ICT 戦略の重要な成功要因では、後発開発途上国
における重要な成功要因は、「政治的なリーダーシップ、資金、ヒューマンキャピタル、リ
テラシー、法的枠組み及び制度整備」を挙げたことに対して、電子政府の取組が成功させる
のには、「政治的なリーダーシップ」が最も重要なキーとなることが言える。 
 
図３-6 電子政府の取組の駆動力 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
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図３-7 電子政府の取組段階における障壁 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
次に、図 3-7 で、電子政府の取組段階における障壁を示す。この結果から、電子政府の
取組段階によって、それぞれの障壁が異なる。政策・戦略策定段階のトップ 3に「規制、不
十分な協調、リーダーシップの失敗」、開発段階のトップ 3に「不十分な技術的設計、イン
フラ、不十分な協調および財務阻害」、運営・モニタリング段階のトップ 3に「デジタルデ
バイド、職場や組織の硬直性、信頼の欠如および ICT リテラシー」がランクインした。これ
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らは、電子政府の取組段階においてどのような障壁があるのを示している。すなわち、これ
らの障壁に対する対策を実施することによって、有効的に障壁を取り除くか、障壁を下げる
ことができるのである。 
また、電子行政の効果を評価し、その評価に基づいて行政政策や行政サービスを改善す
るという PDCA サイクルは、これらの障壁を考慮して、十分に機能することが期待される。
さらに、「不十分な協調」は、3 段階ともトップ 5 にランクインしているが、これは、行政
および地理的境界を越えて適切な電子政府ネットワークとサービスを整備するに当たり、
行政間における協調と調整がうまく行かない場合には、その電子政府の促進をひきとめる
という役割になり得る。 
第３項 ラオス人による電子政府に対する認識調査 
国際指標におけるラオスの ICT 及び電子政府のランキングや、ラオス政府における ICT
化の事例や、文献レビューを用いて、ラオスの ICT および電子政府に関し、現状や課題を明
らかにしてきた。本項では、実際にラオス人はどの程度、電子政府に関して認識しているの
かについて調査する。これは、15 年以上に渡るラオスの電子政府の歴史の中でラオス人が
どの程度電子政府を認識して、どの程度重視しているかを知れば、ラオスの電子政府への取
組に改善すべきことが推測できるはずであるいう理由からである。筆者は、2016 年 12 月
14-18日、ラオスのビエンチャン都で開催したラオス政府（MPT）主催「LAO ICT EXPO 2016」
の「電子政府開発」セッションで講演した。調査は、ラオス政府が推薦して、この講演に参
加したラオス政府関係者と学生の 70名に対して、付録 3に示すアンケートによって行った。
図 3-8は、有効回答者 45名の性別・職業・教育レベル内訳を示す。回答者は、男性が 7割、
女性が 3 割、政府機関が約 8 割、教育機関が 2 割、そして教育レベルも大学以上が 7 割以
上というバランスが取れることや、ラオス政府が推薦して講演に参加していた方々である
ため、アンケートの有効性があると考える。 
 
図３-8 電子政府の認識度についての調査における性別・職業・教育内訳 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
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図 3-9 で、電子政府に関し、知っていると回答した割合は 8 割である。つまり、講演に
参加した方々はほぼ電子政府を知っていて、何かの形で電子政府と関わっていることが言
える。また、知っていると回答した方をみると、一般的な知識と回答した割合が 64%となっ
た。これによって、電子政府に関する認識度は、まだ一般的な知識で、電子政府を利用した
経験があるからとは言えない。一方、電子政府の必要性について、97%が必要であると回答
した。 
 
図３-9 電子政府の認識及び重要性 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
また、図 3-10 のように、電子政府のメリットについては、「時間の短縮」と回答した人
が 8 割以上となり、「便利性」があるとの回答も約 7 割となった。さらに、図 3-11 のよう
に、ラオスの電子政府の利用に関し、どのような課題があるかという質問に対して、「イン
ターネットが遅い」と回答した人は 7割以上となった。「セキュリティ」や「システムが遅
い」は約 3割の回答者が課題として挙げられた。これらの結果により、ラオスでは、電子政
府についてまだ初期段階であり、電子政府のメリットを知らない国民は、政府が進めている
電子政府に対して、利用しようともしない結果になると考えられる。すなわち、電子政府の
認知促進が不充分な段階なのではないかと考えられる。 
  
図３-10 電子政府利用のメリット 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
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図３-11 ラオスの電子政府利用における課題及び改善点 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
第３節 研究枠組 
図 3-12 では、第 1章 第 4節と第 1章 第 5節で述べたように研究背景や、第 2章で述べ
た先行レビューの結果を合わせて、本研究の研究枠組を示す。本研究では、ハード面とは電
子政府におけるインフラ、ICT関連施設・データセンター、ネットワーク機器・サーバー・
パソコン・OA 機器といった ICT 関連機器、開発される ICT システムの利用機器といった形
のある要素を指す。ソフト面に対して、直接目には見えない、電子政府における政策・戦略・
計画・体制・制度や開発されるホームページ・アプリケーション・ソフトウェアや利用促進
の形のないものの要素を指す。 
 
図３-12 研究枠組 
出典：筆者作成 
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 インフラ： 
電子政府における重要な「ハード面」は、まずはインフラである。インフラは、電
子政府を国民に普及させるためには非常に重要である。国民がインターネットにアク
セスできる有線・無線のブロードバンド網といったネットワーク・インフラを構築し
なければならない。また、電子政府にアクセスするブロードバンド、モバイル、テレ
ビ、KIOSK端末多様な機器も「ハード面」として挙げられる。中央省庁、地方自治体、
公共機関、企業、国民を結ぶインフラを早期に構築する必要がある。また、ネットワ
ーク・インフラの構築を順調に全国展開し、インターネット利用者が、電子政府サー
ビスを活用する際に安価で簡易なインターネット接続ができなければならない。本研
究では、次のような「インフラ」の要因に着目する。 
 政府機関を結ぶ電子政府の WAN-LAN整備 
 官民と国民が共同利用できる国のバックボーンネットワークの構築 
 民間と国民が電子政府にアクセスして利用ができるさまざまなチャネルの構築 
 ホームページ・オンラインサービス： 
次にソフト面は、電子政府から生成されるアプリケーションであるホームページや
オンラインサービスである。第 2章 第 3節で述べたように電子政府により行政が電子
化されネットワーク化されると、行政事務が効率的に行われ、迅速及び確実な行政手
続が可能となるとともに、ホームページによる行政情報の公開やオンラインによる行
政手続きサービスも受けられるようになる。特に行政情報の公開は、国民と行政の信
頼関係の構築にもつながる。また、電子政府におけるオンラインサービスとしては、
電子調達、電子納税、電子決済、電子通関、電子投票があるが、行政効率化や行政サ
ービス向上のためだけではなく、電子政府を利用するユーザ中心に開発しなければな
らない。本研究では、次のような「ホームページ・オンラインサービス」の要因に着
目する。 
 政府情報を電子形式で公開させるオンライン公開の構築 
 すべての利害関係者に安全かつ有用な情報を提供することに重点を置く政府機
関のホームページ開発の標準化 
 システム中心のアプローチではなく、国民中心のサービスに重点を置くオンラ
インサービスの開発 
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・取組振興： 
電子政府を構築し利用を推進するには、利用者である国民からのより多く意見を反
映することが可能となること、政府内間における伝統およびプロセスの差違、政府内
間での協調、中央政府と地方自治体の間での協調をスムーズに促進できることができ
る組織として、電子政府の計画と実施を指揮・監督する人材（政府 CIO）が必要であ
る。さらに、電子政府に伴う変革に対するチェンジマネジメントにおける計画策定・
実施対策を実施しながら、電子政府における政策担当者・技術者・ユーザの各レベル
の人材育成が必要である。一方、複数の行政機関がサービスを統合化し共同で運営し
ているものは、住民、及び行政に大きな影響を及ぼすと考えられることから、政府レ
ベルでデータ統合による基準を確立しなければならない。また、第 2章 第 3節で述べ
たように電子政府の評価については、利用を推進する上でも、利用者である国民及び
企業からの電子政府による効果及びコストについての意見を反映した評価基準を策定
することが重要であり、評価にあっては、客観的な評価が可能となるよう第三者がで
きるだけ定量的な指標で評価することが望ましい。本研究では、次のような「取組振
興」の要因に着目する。 
 電子政府の利用に関連する政府機関のシステムを統合する基準の確立 
 電子政府実施の評価システムの成立 
 中央レベルと地方レベルでの電子政府実施ランキングの調査 
 電子政府の活用促進と電子政府利用に関するトレーニングの仕組の確立 
 電子政府利用者の ICTリテラシーの向上教育 
 電子政府の重要性の理解と認識を促進する仕組の確立 
 電子政府に伴う変革に対するチェンジマネジメントにおける計画・対策の確定 
 電子政府の開発と利用のための政府機関間の調整メカニズムの確立 
 電子政府の計画と実施を指揮・監督する政府 CIOをリーダーとする専任組織の
設立 
 法制・政策・計画： 
国家の ICT政策や電子政府の政策は、社会の開発ニーズの優先度を充分考慮しなけ
ればならないため、政府が ICT利用促進の重要性を認識して国家社会経済開発計画の中
長期計画・戦略に合わせる ICT利用戦略・電子政府の発展戦略を策定し、その下で各
種の政策・制度を制定・実施することが重要である。本研究では、次のような「法
制・政策・計画」の要因に着目する。 
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 国家社会経済開発計画に対応する ICT政策、戦略計画、マスタープラン、実施
計画の策定 
 国家社会経済開発計画や ICT政策・計画に対応する電子政府政策、戦略計画、
マスタープラン、実施計画の策定 
 電子政府を実施し、電子政府の利用を促進する法律の制定 
 行政法、情報法、セキュリティ法といった電子政府に関連する法律の制定 
 政治的なリーダーシップ： 
電子政府プロジェクトの開始、導入、推進、維持といった段階において、リーダー
シップの発揮が求められる。もし十分なリーダーシップが発揮されないと、結果とし
て電子政府の推進が停滞しまうことがある。すなわち、電子政府の進展は、政治およ
びマネジメント上のリーダーシップの失敗によって制限されうる。本研究では、次の
ような「政治的なリーダーシップ」の要因に着目する。 
 ICTと電子政府に対する政府高官が表明する期待とビジョン 
 ICTと電子政府に対する政治的コミットメント 
第４節 研究仮説 
本研究の仮説は次の通りである。 
ラオスの電子政府プロジェクトでは、インフラ整備といったハード面やホームペー
ジ・アプリケーションといった目に見える部分を優先したことが原因で失敗した。
インフラ整備のハード面だけではなく、電子政府に関する法制・政策・計画や取組
振興や政治的なリーダーシップといったソフト面も充実させることができればラオ
スのような後発開発途上国の電子政府を発展に導くことができる。 
第 1 章 第 5節 第 4項で述べたように、ラオスにおける電子政府関連の取組は 2003年
からスタートし、当初、韓国政府の支援による電子政府ロードマップやインド政府の支援
による電子政府アクションプランの策定が実施された。そして電子政府フェーズ 1とし
て、中国政府からの借款によって 2006年に中国のアルカテ上海ベル社が主導してプロジ
ェクトが進められた。この電子政府フェーズ 1では、「電子政府ポータル、政府運営用ア
プリケーション、国民向けアプリケーション」といったソフト面の開発まで行う計画だっ
たが、実際には「全国光ファイバー網構築やビエンチャン首都内の政府機関向けの無線
WiMAX網の構築、各政府機関にハードウェア・ネットワーク機器の配備」といったハード
面の整備にとどまるものとなった。電子政府フェーズ 1のインフラ及びアプリケーション
の使用状況や評価についての報告が無いことから、「電子政府ポータル、政府運営用アプ
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リケーション、国民向けアプリケーション」は構築されなかったか、もしくは構築された
ものの実運用に供されなかったと考えられる。 
ラオスの電子政府プロジェクトフェーズ 1は、計画通りにアプリケーション開発が行
われず、通信インフラといったハード面の整備のみとなったことで、充分な成果を上げる
ことができなかった（失敗に終わった）と考えられる。 
後発開発途上国で電子政府を構築しようとする際には、国家としての戦略やそれを実
現するための政策、政府内部と国民全体の理解、リテラシー向上、普及促進施策、人材育
成といったソフト面の充実も鍵となる。ハード面だけでなくソフト面にも適切に予算を配
分し、平行して推進していくことでラオスをはじめとする後発開発途上国の電子政府を成
功に導くことができるのではないだろうか。 
また、本研究では、ラオスの電子政府フェーズ 1について、「支援する中国」と「支援
されるラオス」の観点から、実施内容について下記のようにまとめている（表 3-1）。 
 インフラ：第 1 章の図 1-14ように、電子政府フェーズ 1のインフラ構築として
は、全国光ファイバー網構築やビエンチャン首都内の政府機関向けの無線 WiMAX網
の構築や、各政府機関にハードウェア・ネットワーク機器の配備が挙げられたた
め、これは充分に実施されていた。また、ラオス国内の 5社の通信企業がそれぞれ
ADSL、3G、LTE/4G、WiMAXと専用線・光ファイバーのサービスを提供するようにな
った。 
 ホームページ・オンラインサービス：第 1章の図 1-15のように、電子政府フェーズ
1 における電子政府ポータルや政府運営用アプリケーション、国民向けアプリケー
ションの開発が計画されていたことから、プロジェクトの成果としてのホームペー
ジ・オンラインサービスといったアプリケーションが構築されたと推測される（た
だし、現在では存在しない）。これに伴い、ラオス側もデータ入力といったシステム
運営を実施し、アプリケーションを利用していた。 
 取組振興：韓国政府やインド政府や中国政府の支援により、ラオスの政府職員にお
ける ICT育成が実施された程度で、限定的に実施したという。 
 法制・政策・計画と政治的なリーダーシップ：電子政府に関する法制や政策がなく、
政府からのビジョンがなかったことから、リーダーシップは示せなかった。 
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表３-1 電子政府フェーズ 1 における実施表 
ハード面・ソフト面 支援されるラオス 支援する中国 
ハード面 
ソフト面 
インフラ 「○」充分に実施した 「○」充分に実施した 
ホームページ・オ
ンラインサービス 
「△」ある程度実施した 「△」ある程度実施した 
取組振興 「∴」限定的に実施した 「∴」限定的に実施した 
法制・政策・計画 「X」実施しなかった 「X」実施しなかった 
政治的なリーダー
シップ 
「X」示せなかった 対象外 
出典：筆者作成 
第５節 仮説の検証方法 
本研究の仮説を検証するために、仮説検証のプロセスを二つの部分に分けて実施する。
これを図 3-13のようなフローチャートに示す。検証プロセスの前段では、ラオスの行政に
おける ICT化・電子政府の現状を分析し、ラオスの電子政府における課題・要因を明らかに
する。ここでは、「ラオスの電子政府プロジェクトでは、インフラ整備といったハード面や
ホームページ・アプリケーションといった目に見える部分を優先したことが原因で失敗し
た」の部分を検証する。そして、後段では、明らかになった課題・要因に対して、どのよう
にすればラオスの電子政府がよくなるのかについての提案に対して、アンケート調査を実
施する。これは「インフラ整備のハード面だけではなく、電子政府に関する法制・政策・計
画や取組振興や政治的なリーダーシップといったソフト面も充実させることができればラ
オスのような後発開発途上国の電子政府を発展に導くことができる」の部分を検証するた
めである。また、仮説検証における質的研究・量的研究に関し、どのような手法を用いるの
かということについて、次の表 3-2と表 3-3にまとめている。 
まず、ハード面に関し、ラオスの電子政府フェーズ 1 や行政 ICT 化における事例を用い
て、現状と課題を分析する。特に電子政府フェーズ 1については、どのように開発されたの
か、どのような成果が得られたのかに注目して、電子政府フェーズ 1の現状と課題を明かに
するために、質的研究としてラオス政府が国際会議で公表した資料及び国際機関が公表し
た報告書による文献レビューを行い、分析する。これらの分析によって、ラオス政府におけ
る ICT化のハード面の進行や課題が見えてくる。 
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図３-13 仮説検証フローチャート 
出典：筆者作成 
表３-2 仮説検証・前半における質的研究・量的研究の実施表 
 ハード面 ソフト面 
質的研究 量的研究 質的研究 量的研究 
インフラ 
・事例研究 
・文献レビュー 
・インタビュー 
・国連の TII 
・世界経済フォーラ
ムの NRI 
・ITUの IDI 
対象外 対象外 
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・早稲田大学電子政
府ランキング手法 
ホームペ
ージ・オ
ンライン
サービス 
対象外 対象外 ・事例研究 
・ホームページ調査 
・文献レビュー 
・インタビュー 
・国連の OSI 
・世界経済フォーラ
ムの NRI 
・早稲田大学電子政
府ランキング手法 
取組振興 
対象外 対象外 ・ホームページ調査 
・文献レビュー 
・インタビュー 
・世界経済フォーラ
ムの NRI 
・ITUの IDI 
・早稲田大学電子政
府ランキング手法 
法制・政
策・計画 
対象外 対象外 ・ホームページ調
査・文献レビュー 
・インタビュー 
・世界経済フォーラ
ムの NRI 
・早稲田大学電子政
府ランキング手法 
政治的な
リーダー
シップ 
対象外 対象外 ・ホームページ調
査・文献レビュー 
・インタビュー 
・世界経済フォーラ
ムの NRI 
・早稲田大学電子政
府ランキング手法 
出典：筆者作成 
表３-3 仮説検証・後半における量的研究の実施表 
 ハード面 ソフト面 
量的研究 量的研究 
インフラ 
ラオスの電子政府に関わる関係
者におけるアンケート調査 
対象外 
ホームページ・オン
ラインサービス 
対象外 ラオスの電子政府に関わる関係
者におけるアンケート調査 
取組振興 
対象外 ラオスの電子政府に関わる関係
者におけるアンケート調査 
法制・政策・計画 
対象外 ラオスの電子政府に関わる関係
者におけるアンケート調査 
政治的なリーダーシ
ップ 
対象外 ラオスの電子政府に関わる関係
者におけるアンケート調査 
出典：筆者作成 
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一方、電子政府フェーズ 1 や他に国際機関や諸外国からの支援によって開発されている
ICT システムの分析については、「オンラインサービス型の ICT システム」や「情報提供型
のシステム」、「地方自治体ホームページ」を通して、ラオス ICT・電子政府の特徴を引き出
しながら、アプリケーションといったソフト面の課題と要因を明かにする。 
ソフト面に関し、ICT管轄・政策・法制を中心に質的研究としてホームページ調査・文献
レビューを行い、分析する。ICT 管轄はどのような政府機関や特徴があるのかについては、
ICT管轄事情を用いて分析を行い、特に ICT管轄の要因によって、ラオスの ICT政策遅延や
ソフト面の促進障壁と考えられる原因について述べる。また、ラオス ICT 政策と ICT 関連
法律・規定に関し、どのようなものが策定されているのか、どのような特徴があるのかにつ
いて分析する。この分析によって、ラオスの ICT活用を促進させるソフト面における現状と
課題を明らかにする。さらに、ラオス政府における電子政府政策に関しては、実際にどのよ
うなものが存在するのか、又はどのような政策が行われているのかについて述べる。 
次に、ラオス政府機関の ICT 管理者やラオスの電子政府センターの幹部に直接、ラオス
ICT政策事情や ICT化進行事情についてインタビューを行う。これらの調査によって、ラオ
スの国内事情や、ラオスの政府関連機関により、ラオスの ICTや電子政府の政策・課題に関
する内部的な要因を分析することができる。特にラオス政府からの報告や発表資料にはな
いような生情報や、ICT 化促進におけるハード・ソフト面の課題とその対策については、電
子政府が進まない要因を裏付けられると考えられる。 
そして、世界と他の国と比べて、ラオスの ICT および電子政府の進捗状況どの程度進ん
でいるのか、ということやハード面とソフト面のどれが進んでいないか、ということについ
て、国際的に広く採用されている「国連の電子政府ランキング」、「世界経済フォーラムのネ
ットワーク成熟度指数」と「国際電気通信連合の ICT 開発指標」を用いて、量的研究として
二次データの分析を行う。これらの分析によって、世界と比べて、ラオスの電子政府がどこ
まで進んでいるのか、どの部分がまだ進行していないのか、複数指標やさまざまな観点から
電子政府の状況が見えて、課題を数値化することができる。 
また、早稲田大学電子政府・自治体研究所の世界電子政府進捗度ランキング調査におけ
る評価手法を用いて、ラオスにおける電子政府の取組を評価する。この電子政府評価 10の
評価指標は、ハード・ソフト両面に対して評価するもので、国連がラオスの電子政府を評価
している結果を加えて、さまざまな観点から評価することができる。これらの分析結果によ
って、ラオスの電子政府フェーズ 1 プロジェクトの状況、課題とその要因を明かになるた
め、「ラオスの電子政府プロジェクトでは、インフラ整備といったハード面やホームページ・
アプリケーションといった目に見える部分を優先したことが原因で失敗した」という仮説
を検証することができる。 
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次に、明らかになった電子政府の取組の課題・要因に対して、ラオス電子政府を発展さ
せる解決策におけるアンケート調査を行う。アンケート項目については、本研究の研究枠組
に添って、ラオスの電子政府が進まない課題への対策、特にソフト面をより実施させること
を意図した質問を中心に構成する。調査対象者としては、ラオス政府の ICTプロジェクトや
電子政府に関する専門家、局長・部長・課長クラス、リーダークラス、企業マネジャークラ
ス、外国人専門家が挙げられる。これは、複数のラオス政府機関とラオス政府の ICT政策や
ICT開発に関わる人や機関に評価してもらうことによって、今後、ラオスの電子政府の発展
につながることと検証するためである。すなわち、「インフラ整備のハード面だけではなく、
電子政府に関する法制・政策・計画や取組振興や政治的なリーダーシップといったソフト
面も充実させることができればラオスのような後発開発途上国の電子政府を発展に導くこ
とができる」の仮説を検証することができる。 
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第４章 ラオスの行政における ICT 化・電子政府の現状分析 
第１節 事例研究による行政 ICT 化・電子政府の現状分析 
第１項 電子政府フェーズ 1 
第 1 章 第 5 節 第 4 項で述べたように、ラオスでは 2003 年から支援諸外国によって、
電子政府ロードマップや電子政府アクションプランが策定されてきた。そして、中国政府か
ら 3,500万米ドル（Phonpasit, Digital Review of Asia Pacific 2009-2010, p.244）の
借款によって 2006年から中国のアルカテル上海ベル社と旧科学技術機構により共同開発し
た電子政府フェーズ 1プロジェクトを実施した。このプロジェクトでは、2006 年～2011年
の 5年間で、図 1-14のように、「電子政府ポータル、政府運営用アプリケーション、国民向
けアプリケーション」の開発や、図 1-15にある電子政府のインフラとする全国光ファイバ
ー網構築やビエンチャン首都内の政府機関向けの無線 WiMAX網の構築を実施した。 
電子政府フェーズ 1 プロジェクトの成果としては、ラオス政府の発表資料（Charuda、
2010 ） に よ る と 、 図 4-1 に 、 最 初 の ラ オ ス の 国 家 ポ ー タ ル ・ サ イ ト
（http://www.laopdr.gov.la/）とそのサイトに提供していたオンラインサービスが示され
ている。しかし、実際に提供したオンラインサービスの利用報告がないばかりか、電子政府
フェーズ 1プロジェクトの終了までは当ポータル・サイトの利用ができたが、その後は利用
ができなくなってしまい、現在もこのポータル・サイトが閉じたままの状況が続いている。
これは、電子政府フェーズ 1におけるシステム・ハードウェアを、開発した中国企業からラ
オス政府側に引き渡す計画と実施がスムーズにできず電子政府の運営がスムーズに運営で
きなかったのではないか、といわれている。 
また、2011年の政府機関の再編に伴い、電子政府フェーズ 1は、旧科学技術機構から MPT
に移管された。電子政府フェーズ 1プロジェクトの終了段階で所管移管を実施したため、開
発した中国企業とラオス政府の間における引き渡しがスムーズに実施できず、引き渡しの
調整に問題があった可能性もある。さらに、ラオスの電子政府における電子政府ロードマッ
プや電子政府アクションプランや電子政府フェーズ 1 の開発では、それぞれ異なる外国か
ら支援・協力を受けたため、その連携性や継続性やラオスの政府内間での情報がスムーズに
共有できなかったのではないか、とも考えられる。 
これらの疑いを裏付けるように、ラオスの電子政府センター（2013）の報告によれば、
2013年時点での電子政府フェーズ 1におけるインフラ利用率は 51%で、アプリケーション・
データベース利用率は 33%しかなかった。また、この報告では、最終結論として電子政府フ
ェーズ 1が一部失敗に終わったとされている。さらに、MPT（2015 p.27）ラオスの郵便電気
通信の報告書で、電子政府フェーズ 1で開発したインフラの利用状況が報告されたが、その
報告では、電子政府フェーズ 1 における光ファイバー網構築は、2013 年中央政府機関との
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接続は 44か所であったのに対して、2014年は 22か所に減り、そして 2015年は 2か所しか
残っていないことや、無線 WiMAX網については、2013 年は 200か所があったが、2014年以
降は使われなくなった。また、政府機関遠隔会議システムについては、2013年は 60か所が
あったが、2014 年以降は使われなくなった。電子政府フェーズ 1 のインフラ整備の維持に
かかるコストやリソースに問題が生じた可能性が高い。 
 
図４-1 ラオスの電子政府フェーズ 1のポータル・サイト 
出典：Charuda（2010）の発表資料 
また、人材は電子政府実施の成功への鍵となる要素の 1つとみなされている。電子政府
に必要な ICT 人材としては、まず電子政府を構築する人材と運用管理する人材が挙げられ
るが、更に重要なのが「ユーザ」であり、実際に電子政府を利用するユーザなる国民や公務
員に、ICT の利活用方法の教育を受けさせる必要がある。電子政府フェーズ 1 のメイン技
術者は、アルカテル上海ベル社から派遣されてシステムを開発したが、電子政府フェーズ 1
における人材育成については、ICT技術者向けインドの政府の支援によるインド大学の修士
課程、電子政府技術者向けのアルカテル上海ベル大学での短期研修、実務者向けの国内研修
センターでの研修を実施する計画があった（Phonpasit, Digital Review of Asia Pacific 
2007-2008, p.194）。ラオスの電子政府センター（2013）の報告によれば、計画通りに人材
育成を行ったが、研修生の ICT知識レベルが低いことで研修内容レベルを変更したことや、
研修による高度知識を取得した卒業生が公務員に採用されなかったことや、他の政府機関・
企業への流出といった課題が生じたという報告がある。このような状況は、人材不足が深刻
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な問題となり、電子政府フェーズ 1の発展に大きい影響を与え、結果的には電子政府が持続
的に運営できずに、電子政府の利用もできなくなった大きい要因となると考えられる。 
一方、ラオスの電子政府フェーズ 1を実施した「アルカテル上海ベル社（現在、アルカ
テル・ルーセント上海ベル社：Alcatel-Lucent Shanghai Bell Co., Ltd.24）」の技術的な
面をみると、ICTシステム開発ベンダーではなく、通信機器メーカーである。この会社は 2003
年からアジア太平洋における電子政府開発に関心25を示し、少なくともラオスとフィジーに
おける電子政府開発に関与していた。事実、アルカテル上海ベル社はラオスの電子政府フェ
ーズ 1を開発していた時期（2006年頃）に、シンガポールの ICT・通信エンジニアリングサ
ービスプロバイダーNCS 社と協力して、フィジーの電子政府マスタープラン26を策定し、フ
ィジーの電子政府フェーズ 1 を 2011 年に完了したことが挙げられる27。このように、国家
レベルの ICT システムを開発する未熟な企業が、外国の電子政府システムの開発を成功さ
せるのには、簡単な事業ではない。特に ICT発展が低い後発開発途上国では、国が開発企業
に頼り過ぎており、開発企業は政策策定段階から関与しなければならない。 
また、ラオスの電子政府フェーズ 1（Phonpasit, Digital Review of Asia Pacific 2009-
2010, p.244）で各政府機関にハードウェア・ネットワーク機器を配備したが、それらの機
器は、中国本土から送ってきたアルカテル上海ベル社とレノボ社の機器であり、当時はラオ
ス国内におけるこの二つメーカーの販売代理店やサービス代理店がまだ認可されていなか
った。そのため、ラオスで ICT機器の保守サービスを提供できなかった。さらに、機器調達
プロセスは、中国市場専用の国内モデルが選択され、機器のインストール直後に保守問題が
発生した。これは、プリンタの適切な消耗品や、デスクトップ・サーバー用の部品をラオス
国内で調達する困難や、ラオス国内のアフターサービスがなかった保守問題が挙げられる。
これらの要因で、電子政府フェーズ 1 のプロジェクト終了後にスムーズにラオス政府側に
引き継がれておらず、システムの保持ができない課題が生じた。 
さらに、中国からの借款により電子政府フェーズ 1 の実現やラオスの行政における ICT
プロジェクトは、支援国機関や国際機関によって計画され実施されていたため、ラオス国内
の ICT市場の状況、人的資源を十分に考慮せずに、支援主導型事業における影響力と圧力が
大きい。特に中国の支援事業では、ハード面といった ICT機器導入やインフラ準備はある意
                            
24 Alcatel-Lucent Shanghai Bell Co., Ltd, 
https://www.bloomberg.com/research/stocks/private/snapshot.asp?privcapId=1265609, 
http://www.cccme.org.cn/shop/cccme2924/product.aspx 
25 Alcatel-Lucent Shanghai Bell Corporate Overview, http://www.iae-
paris.org/global/gene/link.php?doc_link=/docs/2010123254_ASBOverviewen20100921.ppt 
26 Fuji e-Government Master Plan, http://unpan1.un.org/intradoc/groups/public/documents/un-
dpadm/unpan040829.pdf 
27 http://fijisun.com.fj/2011/05/22/china-firm-tells-of-fiji-government-project/ 
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味で進んでいたが、ソフト面といった法的支援と標準的なフレームワーク開発のタイムリ
ーな介入に失敗した。 
第２項 オンラインサービス型の ICTシステム 
電子政府の実現とは、行政手続に関し、インターネットを経由し、オンライン申請の受
付、オンラインサービスが 24時間可能となることであるため、その具体化として、電子政
府に含まれる「電子届出、電子入札、電子申請、電子申告、電子納付、電子納税や情報公開」
が、さまざまの場面で利用されている。ラオスでは、政府から企業や国民に提供しているオ
ンラインサービスがない。実際には、G2Bや G2Cのオンラインサービスではなく、貿易を促
進させるための初期段階の G2G のオンラインサービスを提供している。表 4-1 では、ラオ
ス政府が提供しているオンラインサービスの主なシステムを示す。 
表４-1 ラオス政府のオンラインサービス型の主なシステム一覧 
開始年、利用年 カテゴリ システム名、支援国・機関 
2010、2011 G2G 通関システム（ASYCUDA）、世界銀行 
2010、2015 G2G、(G2B) 原産地証明書発行システム（Electronic Certificate 
of Origin Issuing System）、世界銀行 
2012、2016 G2G、(G2C) IC旅券システム（E-passports System）、ロシア 
出典：ラオス財務省、外務省のホームページ 
通関システムと原産地証明書発行システムは、ラオス通関貿易円滑化プロジェクト（Lao 
PDR Customs and Trade Facilitation Project）の一環として世界銀行から 2008年～2017
年の間支援を受けていた。通関システム（ASYCUDA）は国連貿易開発会議（United Nations 
Conference on Trade and Development：UNCTAD）が開発したものであり、2010 年から財務
省の関税局がプロジェクトを開始し、2011年にパイロット利用を行った28。その後、2017年
9 月時点29では、ASYCUDA を 24 か所のラオス国内のラオス税関のチェックポイントと接続
し、税関職員や指定する通関業者が専用アプリケーションを通して利用している。一方、
2010 年から財務省が BIVAC Lao 社30と、即ち官と民が連携しての PPP（Public Private 
Partnership）として、統括的な輸入、輸出および輸送業務を運営するラオス・ナショナル・
シングルウィンドウ（Lao National Single Window）を共同開発している。しかし現在はこ
のシングルウィンドウの利用報告がなく、まだ運営されていないのではないか、とみられる。
これは、ASYCUDAがまだスムーズに運営できていないのにも関わらず、新たなシングルウィ
                            
28 ASYCUDA World REPORT 2011, p.134 
29 VientianeMai新聞記事、https://www.vientianemai.net/khao/16270.html 
30 https://www.laonsw.net/web/epermitsv2/presentation-structure 
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ンドウを開発しようとしたため、BIVAC Lao社は、ラオス税関との業務連携が十分にマッチ
ングして実施できていないためと考えられている。 
また、2016年にラオス政府は、韓国輸出入銀行・対外経済協力基金から借款して、財務
省が新たな歳入情報システム（Tax Revenue Information system：Tax RIS）31を開発し、
2019年から運営を開始する予定である。システム開発の総合金額は、3,250万米ドルという
電子政府フェーズ 1の次に大きい金額となり、韓国の Smart Technologies & Services社
にシステム開発を受注している。このシステムから提供する国税業に関する手続システム
やオンラインサービスによって、財政安定のための歳入強化の取組につながるという高い
目標と期待がある。しかし、「このシステムに伴う業務変革によるチェンジマネジメントや、
利用者向けの ICTリテラシーの向上が重要な課題である。また、システム開発が計画・設計
の通り実施されるかどうかを管理させるプロジェクトマネジメントも初期段階から、デジ
タルデバイドの解消を視野に入れるアプリケーションの設計を図らなければならない」（ロ
ーワンサイ、2017、p.12）。さらに、欧州連合と世界銀行の支援で、財務省の財務報告シス
テム（Government Finance Information System：GFIS）を見直し、財務管理情報システム
（Financial Management Information System：FMIS）を開発している32。しかし、新しい制
度を運用する財務省職員の能力の向上が今後の重要な課題として残されている。 
次に、工業商業省輸入輸出局が運営して原産地証明書発行システムは、ラオス初の G2B
のオンラインサービスとなっている。このシステムは、ラオス国内ソフトウェア大手ベンダ
ーCyberia社が開発したもので、セキュリティを確保するための HTTPSを採用していた。ま
た、当サイト（https://ecolao.gov.la/）による 2018 年 1月～7月の利用統計では、406件
の申請があり、386件の証明書を発行したという結果がわかる。このシステムは、ラオスか
ら海外へ輸出する時に、輸入する国に対する特恵関税率を受けるための書類といった原産
地証明書を発行するものである。懸念すべき問題として、利用する対象者が少ないことから、
今後における保守コストや利用ベネフィットの問題が出てくるのではないかということが
挙げられる。 
外務省領事局が運営している IC 旅券システム33は、ラオス・ロシア友好協会創立 50 周
年にあたる 2012年以降ロシア政府から支援を受けている。従来、パスポート発行は領事局
内のシステムから発行されていたが、IC 旅券システムによって、データ管理や他のシステ
ム（入国管理データベース）と連携することができ、地方でも旅券発行が可能となる予定で
ある。また、IC 旅券システムのメリットとしては、出入国の際、審査官による審査ではな
                            
31 KPL新聞記事 http://kpl.gov.la/En/Detail.aspx?id=20982 
32 https://rtm.org.la/wp-content/uploads/2015/11/Public-Finance-Management-Reform-in-Lao-PDR.pdf 
33 IC旅券発行に関する書類；http://www.mofa.gov.la/index.php/e-passport-form 
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く、システムによる審査によって、出入国手続がスムーズに行うことができることが挙げら
れる。現在、ラオス政府は旅券審査の自動化を開発し、G2Cのオンラインサービスとしての
便利性の効果が期待できる。 
第３項 情報提供型のシステム 
各種行政情報（開発計画、統計、法律、各種行政サービス、お知らせ）を電子化し、イ
ンターネットで広く公開することは、電子政府の基本である。ラオスは、国際機関や諸外国
から資金的・技術的支援によって、それぞれの政府機関におけるホームページ上に行政情報
を提供することができた。多くのラオス政府機関のホームページでは、基本的に組織紹介、
歴史、関連法制、ニュース、国際協力を含む構成となっている。表 4-2にラオス政府が提供
している主なホームページを示す。 
表４-2 ラオス政府の情報提供型システムの主なホームページ 
システム名、支援国 アドレス 
計画投資省ラオス統計、複数国際機関 https://www.lsb.gov.la/ 
司法省官報、米国 http://laoofficialgazette.gov.la 
工業商業省貿易ポータル、世界銀行 https://www.laotradeportal.gov.la/ 
工業商業省企業登録局、複数国際機関 http://www.erm.gov.la/ 
情報提供・共有プラットフォーム Lao DECIDE 
Info、スイス 
http://www.decide.la/ 
出典：各ホームページ 
計画投資省ラオス統計局（https://www.lsb.gov.la/）では、ラオスに関する人口統計や
人口調査報告をはじめ、多くの調査報告や統計情報を検索したり、ダウンロードしたりする
ことができる。司法省官報（http://laoofficialgazette.gov.la）では、ラオスの憲法、法
律、首相令、省令の情報がカテゴリ毎に分けられて、英語の翻訳済のものや、法案といった
法制審議段階のものをダウンロードすることができる。このホームページは、法制強化一連
のプロジェクトの一環として、国民へ法律・規定を公開するものである。ホームページを使
った行政情報や行政政策の結果や過程の公開・提供は、国民と政府の関係を改革するにとど
まらず、より開かれた透明な政府を創り上げるのに大きな役割を果たしている。一方、国家
予算や国家会計報告といった行政財務に関する情報は、国家会計検査機構ホームページ
（http://sao.gov.la/）には公開されず、ラオス国民議会の本会議で報告されている。 
また、WTO の加盟に必要とした貿易振興の法制整備で、工業商業省貿易ポータル
（https://www.laotradeportal.gov.la/）が作られた。このページには、ラオスへの輸入手
続き、ラオスからの輸出手続き、貿易に関する規定・法制を検索したり、ダウンロードした
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りすることができる。また、工業商業省企業登録局のホームページでは、現在、ラオス政府
に登録されている企業の情報を検索することができる。今後、企業の証明書に関連する手続
きもオンライン化し、オンラインサービスを提供することが期待されている。 
 
図４-2 Lao DECIDE Info 情報共有組織 
出典：Thomasら（2013） 
さらに、スイス開発協力庁（Swiss Agency for Development and Cooperation：SDC）の
支援で、ラオス政府機関を横断している政府の分野情報提供・共有プラットフォーム Lao 
DECIDE Info（http://www.decide.la/）が存在している。このプロジェクトは、2009年か
らスタートし、現在は第 3フェーズ（2013-2018）の段階である。Lao DECIDE Info の目的
は、ラオスの既存の主要データとセクター間での情報の利用、共有、統合を促進し、ラオス
政府横断的な情報交換、統合、分析能力の開発を支援し、開発計画のための新しい情報と知
識を開発する。図 4-2では、Lao DECIDE Info情報共有組織を示す。農林省からの農業デー
タ、天然資源環境省からの土地・環境情報、エネルギー鉱業省からのエネルギー鉱データ、
計画投資省からの経済的なデータ・地理的なデータを、ラオスの電子政府センターが運営し
ている Lao DECIDE Infoプラットフォーム上に統括している。図 4-3のように、地理情報
システム（GIS）上に、社会経済情報や統計情報をみることができる。しかし、第 2フェー
ズの報告書（Thomasら 2013）によると、2013時点ではわずかに 700ユーザしか登録されて
いなかったということは、ラオス政府関係者や諸外国関係者だけが利用していたのではな
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いかという疑念を生じさせる。また、プロジェクトが完了し、ラオス政府に電子政府システ
ムをスムーズに引き渡せるのか、その後の運営がスムーズにできるのか、利用の拡大及びデ
ータ集約の拡大を検討しなければならない事項が多い。 
 
図４-3 Lao DECIDE Info 画面・人口密度 
出典：http://www.decide.la/ 
第４項 地方自治体ホームページ 
表 4-3に、2018年 1 月の調査におけるラオス地方自治体の県レベルのホームページ一覧
を示す。1首都 17県の 18自治体のうち、14自治体のホームページが存在し、約 78%の割合
である。しかし、ホームページの内容については、県の情報、組織、関連法制であり、全般
的にあまり更新されていない情報が掲載され、県の活動に関するニュースがほとんどであ
る。政府によるホームページの規格基準があるわけではなく、行政機関や地方自治体におけ
るホームページに対して、政府の方針や政府による規格基準が達成されているかどうかに
ついて評価ベンチマークが必要だろう。また、これらのホームページに提供されている情報
が、市民に対してどのように役立っているのか、市民の満足度はどのようなものであるか、
ということについて、調査することがなかったため、公開されている行政情報が有効的に利
用されていないのではないかという疑念を生じさせる。 
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表４-3 地方自治体・県レベルのホームページ 
県名 アドレス 
ビエンチャン都 http://vientianecity.gov.la/ 
 ポンサーリー県 http://www.phongsaly.gov.la/ 
ルアンナムター県 なし 
ボーケオ県 http://bokeo.gov.la/ 
ウドムサイ県 http://www.oudomxay.gov.la/ 
ルアンパバーン県 なし 
サイニャブーリー県 http://xayabouly.gov.la/ 
フアパン県 http://www.houaphanh.gov.la/ 
シエンクワン県 http://xiengkhouang.gov.la/ 
ビエンチャン県 http://www.vtpv.gov.la/ 
サイソムブーン県 なし 
ボーリカムサイ県 http://www.bolikhamxay.gov.la/ 
カムムアン県 http://www.khammouane.gov.la/ 
サワンナケート県 なし 
サラワン県 http://saravanh.gov.la/ 
チャンパーサック県 http://www.champasack.gov.la/ 
セコン県 http://www.sekong.gov.la/ 
アッタプー県 http://www.attapeu.gov.la/ 
出典：各県のホームページ 
第５項 その他システム 
ラオスは、後発開発途上国からの脱却に全力を尽くしているが、国際機関や諸外国から
の資金的・技術的支援が欠かせない。特に医療保健分野では、多くの事業が進行している中、
ICT関連システム事業も実施されている。日本政府の支援で、ICT人材育成プロジェクトを
はじめ、医療分野における保健省の遠隔医療相談システム34プロジェクトが行われている。
この支援では、保健省 ICT マスタープラン策定の他に、ICTマスタープランから具体的実行
段階の共同研究や ICT の利用に関する地方部における保健医療環境として「中央病院と地
方病院における遠隔相談用のシステム構築」のパイロットプロジェクトも実施されていた。
しかし、電子政府フェーズ 1 のインフラを利用する計画だったが、電子政府フェーズ 1 の
インフラの不備が続いていたため、インフラ課題におけるシステム開発変更に伴い、想定し
ていない課題が多く発生した。また、世界保健機関（World Health Organization：WHO）や
                            
34 http://www.jtec.or.jp/activities/report/pdf/2010-01kouenkai-kanazawa.pdf 
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諸外国の支援で、保健管理情報システム（Health Management Information Systems：HMIS）
や郡保健情報システム（District Health Information System：DHIS35）が開発されている。
このシステムは、ラオスでは従来の保健情報システムの一つとなっている保健管理情報の
紙ベースの報告システムを、オンラインシステムに置き換えることを目指している。 
また、教育スポーツ省は中国からの借款により、電子教育（e-Education）フェーズ 1プ
ロジェクトを 2010年-2013 年期間に実施した（Somkiat 2015）。このプロジェクトは、高等
学校の遠隔教育システムの開発や、教育スポーツ省に ICT センターを創立し、17 県に各々
標準化された現代モデル高等学校の教室の建設を完了し、これらの教室を利用して、オンラ
イン授業を行っていた。プロジェクトの初期頃は、電子政府フェーズ 1のインフラ利用を使
用していたが、接続不安問題が多く、継続的にネットワークが使用できず、企業のインフラ
を使用することになったため、予算上の問題を抱えている。その後、2014年-2016 年には、
韓国国際協力団（Korea International Cooperation Agency：KOICA）より支援を受けた。 
第２節 文献による ICT 管轄・政策・法制の分析 
第１項 ICT管轄 
第 1章 第 5 節 第 2項で述べたように、現在、MPTは、電気通信分野における政策立案、
免許付与、市場の監督管理、周波数割当、通信設備の輸出入管理、ユニバーサルサービス基
金管理を管轄している。表 4-4に、これまでのラオスにおける ICT管轄の機関を示す。1990
年代半ば頃から、インターネットがラオスで使用されるようになった。MCTPCの管轄である
電気通信分野は、1996年にラオス初の電話会社である「LTC社」をタイ国の Shinawatra社
との合弁で作った。その頃も、STEAはラオスの IT政策策定を政府から任命され、ITマスタ
ープランを作成した。当時、電話における電気通信に関する政策は MCTPC が管轄し、IT や
インターネットという新たな技術に対しては、STEA が管轄していた。特に、2003 年からス
タートした電子政府に関し、STEA が韓国・インド政府の支援によって、電子政府ロードマ
ップと電子政府アクションプランを策定した。そして、中国政府からの借款によって 2006
年に電子政府フェーズ 1を開発した。一方、LANIC は、ISPライセンスおよびインターネッ
トカフェライセンスの承認を含む国内のインターネット方針及び規制を担当していた。ま
た、2007年に MCTPC から「郵便分野」と「電気通信分野」を分離し、この二つの分野を管
轄する NAPT が新たに誕生した。その後、2008 年に STEA から「環境分野」を別の省へ移管
し、NASTになった。しかし、2000年に入ってからインターネットの普及や電話利用が増加
する中で、ITに関し、STEA か NAPTか LANICかの責任範囲が適切に定義されていなかった。
そのため、重複する責任や調整の欠如によって、これらの組織による ICT政策と規制文書の
                            
35 http://www.wpro.who.int/laos/mediacentre/releases/2016/20160406_health_mgt_info_systems/en/ 
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作成について、政府への提案する競争状態が続いてきた（Phonpasit, Digital Review of 
Asia Pacific 2007–2008, p.193）。 
表４-4 ラオスにおける ICT 管轄 
機関の名前 レベル 開始年 IT関連担当領域 
通信・運輸・郵政・建設省
（MCTPC） 
省 - 運輸、建設、公共事業、郵便、電
気通信 
科学技術環境庁（STEA） 庁 - 科学、環境、IT、IT政策、電子政
府、人工衛星 
ラオス国家インターネット委
員会（LANIC） 
首相府
内組織 
2001 インターネットとその関連政策 
国家郵便電気通信庁（NAPT） 庁 2007 電気通信、郵便 
国家科学技術庁（NAST） 庁 2008 科学、IT、電子政府、人工衛星 
科学技術省（MOST） 省 2011 科学、IT 
郵便電気通信省（MPT） 省 2011 電気通信、ICT、人工衛星、郵便 
出典：MPT, MOST, Digital Review of Asia Pacific 2007-2008 p.188, 2009-2010 p.244 
一方、2011年政府機関の再編に伴い、郵便や電気通信及び ICTを所管する NAPTは、MPT
となったと同時に、NASTは MOSTとなった。MOSTは、元々IT関連分野を管轄していた IT関
連の大きい事業である「電子政府センター36やラオス衛星プロジェクト37」を MPT に引き渡
さなければならなかった。そのため、MOST の幹部の公務員や政策に関わった公務員・両プ
ロジェクトで育成した IT関連技術者は、MPTに異動した者もいるし、MOSTに残ったままの
者もいるし、他の省へ異動した者もいる。しかし、政府機関の再編によって、LANIC の存在
感が薄くなっていた。2016 年政府機関の再編によって、MPTの配下にラオス国立インターネ
ットセンター（Lao National Information Center：LANIC）が設立され、ラオス国家インタ
ーネット委員会の役割を引き継ぎ、同じ名前 LANIC となった。 
また、ICTサービス産業関連事業は、MPTの所管とされているが、MOSTも IT 法制（米国
支援：電子トランザクション）を作成したり、IT関連事業（日本支援：省エネデータセンタ
ープロジェクト）を行ったりしている。すなわち、ICT関連に関しては、MOSTが政策・戦略
を作り、MPTが実施しているとの見方が有力であった。しかし、MPTは本来あるべき姿の ICT
省へ移行する姿勢があり、ICT所管省における MPTと MOSTの対立が続いた。これによって、
2001年に党方針として発行された「IT開発・使用法令」や 2009年に首相令として承認され
                            
36 E-Government Center; http://www.egc.gov.la/ 
37 LAOSAT-1 Satellite; http://www.laosat.la/ 
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た国家 ICT方針以降、IT又は ICT関連の方針・政策はなく、ICT政策空白の期間が長く続い
た。MPT か MOST かのどちらが ICT 所管省となるか、という不安定な状況が続くと、ラオス
ICT関連政策に大きい悪影響を与えざるをえない。 
ラオスでは、政府全体の ICT政策を統括する政府 CIOに相当する役職が存在しない。2014
年まで、政府専用機の墜落事故で死亡した副首相兼国防相ドゥアンチャイ・ピチット氏は、
郵便電気通信の分野を直接に牽引していたが、その後、この分野について大臣以上クラスが
関与することはなかった。そのため、ICT 下における MPT と MOST の対立がますます大きく
なった。その後、2016年に発足したトンルン首相の体制下のタンサマイ・コンマシット MPT
大臣は、元々政治家・政策家ではなく、海外合併の国営電話会社である LTC社の社長から転
身してきたため、ICT分野についてとても詳しい知識と経験を有している。そのため、現在
は MPT大臣が政府 CIOを兼務しているとみてよい。第 1章 第 5節 第 2項で述べたように、
第 8次国家社会経済開発計画 2016-2020の中に、ICT・電子政府に関連する目標・方針が明
記されていることは、「政治的リーダーシップと長期的ポリティカルコミットメント」（第 2
章 第 4 節）といった電子政府の成功要因が明確に示すことになる。このこととラオス政府
のトップにおける ICT 意識の高まりは、今後のラオス ICT 発展を促進させる駆動力になる
と期待する。しかし、ラオスの独特な政治体制、すなわちラオス人民革命党の一党支配の下
で、党の政策に ICT が含まれないと国の政策を執行する政府にとっての ICT に対する重要
性も下がると言わざるを得ない。今後、ICT分野について大臣より上のクラスの政治家が先
導していないと、ラオスにおける ICT政策が停滞してしまう恐れがある。 
一方、2016年に入って、MPTが中心となって策定していた「情報通信技術法案」が 2016
年 11 月第 8 期第 2 回国民議会において可決され、新たな「情報通信技術法」が誕生した。
この法制の第 13章「情報通信技術の管理」 第 55条「情報通信技術を管轄する機関」によ
り、「MPTが直接に ICTを監督し、MOSTをはじめ、他省庁と連携する」ということが定めら
れ、これで MPT が本格的に ICT を管轄するようになった。また、第 56 条「MPT の権利と義
務」では、MPTに「①ICTに関する戦略計画・方針・法制を立案し、内閣に審議。②戦略計
画・方針・法制を実現する実施計画と事業を実施。③ICTに関する法制・首相令・省令の公
開・宣伝」の権利と義務があることを定めている。そのため、2016 年以降、次の「第 2 項 
ICT政策」のように、多くの ICT関連法制が施行されてきた。これによって、ICT 監督にお
ける MPTと MOSTの対立が終結するのではないかと考えられる。 
第２項 ICT政策 
表 4-5に、ラオスにおける主な ICT政策及び ICT関連法律を示す。2001年に施行された
ラオス人民革命党（党）方針の「IT 開発・使用法令」がラオス初の ICT 政策方針となり、
2009 年に閣議決定された「国家 ICT 方針」首相令が最新版である。同方針は、ラオスにお
 107 
ける ICT利用の方向性を示しているものである。しかし、「ビジョン 2030」に合わせた「国
家 ICTマスタープラン 2016-2020」と「国家 ICT開発戦略 2016-2020」のドラフト版が、MPT
内のみで検討されている。また、MPT が新たな政策として「ビジョン 2030 郵便電気通信分
野の開発戦略 2016-2025」を策定している。これらのことは国家 ICT方針ではなく、郵便電
気通信分野のみの範囲で有効であるため、他の分野がこの方針に従うとは限らない。 
表４-5 ラオスにおける ICT 政策一覧 
施行年（担当） カテゴリ 政策名前 
2001（党） 党方針 IT開発・使用法令 
2009（MOST） 首相令 国家 ICT方針 
2010（保健省） 省令 保健省 ICTマスタープラン策定。※未公開のため、承
認されたのか、執行されたのか、不明。 
2015（MPT） 省令 ビジョン 2030郵便電気通信分野の開発戦略 2016-2025 
2015（MPT） （ドラフト） 国家 ICTマスタープラン 2016-2020 
2015（MPT） （ドラフト） 国家 ICT開発戦略 2016-2020 
出典：ラオス国民議会・法務省・MPT・MOSTの法律データベース 
2009 年に MOST が提案し、閣議決定した国家 ICT 方針は、ラオスにおける ICT 利用の方
向性を示したものであり、「国民への ICT アクセスの提供、ICT 人材及び ICT 企業レベル向
上、IT 関連企業の投資を促進する環境作り、情報セキュリティを守るための仕組作り、ラ
オス語コンテンツ普及振興、ICT関連法制整備、ICT への投資」が目標として掲げられてい
る。そして、この目標を実現するために、ICTに関する 9分野「①ICT人材育成促進、②ICT
研究開発促進、③ICT利用の拡大・効果向上（電子政府、電子社会、電子商取引の 3つ分を
中心する事業）、④通信インフラ整備、⑤ICT企業・産業の振興、⑥ICT法制整備（電子政府
法、情報通信技術法、サイバー・セキュリティ法、電子商取引法、電子署名法、消費者保護
法が目標とする法制）、⑦ICT リテラシー向上、⑧生活水準向上ための ICT、⑨ICT 利用にお
けるラオス語標準化」の重点的な事業を促進する政策を策定している。この方針内容は他の
国とあまり変わらない国家 ICT方針であるが、問題は、これを実施することに対して、どの
ような戦略を施し、実施するべきなのか、いつまでに何をしなければならないのかといった
具体的な ICT 戦略計画やマスタープランがないことである。また、この国家 ICT 方針を施
行してから 10年近くが経ったので、この方針を見直して、新たな国家 ICT方針を策定する
時期に来ているはずである。しかし、現状は、前の第 1項で述べたように、ICT 管轄の二重
化となっている状態が続いており、ICT政策の遅れがもっと大きくなるという強い疑念をも
たざるをえない。 
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また、MPT が策定している「ビジョン 2030 郵便電気通信分野の開発戦略 2016-2025」で
は、電気通信だけでなく、郵便事業についても政策を定められている。この政策では、「世
界基準となる高速なブロードバンドのインフラ整備、国際・地域連結性の情報通信網として
の役割」、「知識経済に向けた国民の ICT知識・ICTリテラシーの向上、経済社会発展・生活
水準向上への貢献」、「行政管理・行政サービスの ICT 化」が 2030までのビジョンとして掲
げられている。このビジョンに対して、中期政策として、2016 年-2025 年の 10 年期間で、
13 つの方針と 11つの目標が設定されている。また、この政策では、10年開発戦略（2016-
2025）が策定された。この開発戦略は、郵便電気通信分野の範囲だけを対象にしているが、
数字化された目標が定められているものである。主な開発戦略としては、「①人材育成、②
郵便分野、③電気通信・ITのインフラ整備、④ICTセキュリティ、⑤ICT産業振興、⑥電子
政府の実現、⑦ICT革新」が挙げられている。 
一方、現在 MPT 内で議論している「国家 ICT マスタープラン 2016-2020 と国家 ICT 開発
戦略 2016-2020のドラフト版」があるが、本来であれば、国家レベルで議論した ICT政策を
先に策定して、それぞれの省府における ICT政策を策定すべきである。しかし、ラオス特有
の政治体制によって、どの省庁も横並びであるため、行政における ICT化の取組に熱心でな
い省庁があるからといって、MPTが「命令」をするわけにはいかない。また、MPTの ICT政
策に関して、MPT自身は熱心に進めようとしているものの、MPT以外がそれを取り入れるこ
とはない。すなわち、国家全体の ICTに対する方針・戦略・計画がない限り、各省庁もばら
ばらに ICT 化を進めるため、それぞれの電子政府サービスの提供とその業務の新しいあり
方は、伝統的な政府の境界線となる「司法・行政・組織の境界線」を越えられなく、結果的
にはそのサービスの利用状況が上がらないことになりかねない。 
さらに、今までの ICT 関連政策は、中長的国家社会経済開発計画との連携性が見られな
かった。本来であれば、ラオスのビジョン 2030 に ICT 方針があるとともに、10 カ年戦略
2016-2025にも数字的な目標が含む ICT戦略があって、そして第 1章 第 5節 第 2項で述べ
たように、国家社会経済開発計画に含まれる目標を実現させるための ICT マスタープラン
やより細かいアクションプランや事業計画があるはずである。ICT を直接管轄した MPT に
は、それの政策を策定する人員やコストにはまだ多くの課題が残っているのが現状である。 
第３項 ICT関連法律・規定 
表 4-6では、ラオスにおける ICT関連法律・規定を示す。2011年の政府機関の再編から
2016年までの約 5年間、ICT管轄の二重化に伴い、ICT関連法律・規定の施行が少なく、ま
た、2013年に MOSTが提案して施行した「電子トランザクション法」以外は、すべては MPT
から提案したものである。そして、2016年に施行された情報通信技術法以降、MPT が ICTを
直接管轄することができ、その結果、MPT を中心とする ICT 法律・規定が策定されてきた。
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2016 年の情報通信技術法が執行されることによって、より具体的な ICT 戦略や ICT マスタ
ープランが促進されると考えられる。しかし、施行された ICT関連規定をみると、多くの規
定は、ICT産業を管理しようとする姿勢が見られ、かえって ICT利用促進を抑制してしまう
可能性があるとも考えられる。 
表４-6 ラオスにおける ICT 関連法律・規定 
施行年（担当） カテゴリ 法律・規定の名前 
1997（STEA） 首相令 インターネットシステムの設置・輸入・使用・管理法令 
2000（首相府） 首相府令 インターネットシステムの組織・サービス・利用に関する首
相府大臣令 
2001（MPT） 法律 電気通信法 
2012（MPT） 法律 電気通信法・改正 
2012（MPT） 首相令 インターネットとドメイン名の管理・利用法令 
2013（MOST） 法律 電子トランザクション法 
2014（MPT） 首相令 インターネット情報管理法令 
2015（MPT） 省令 電気通信競争（電話）に関する MPT大臣令 
2015（MPT） 省令 インターネットカフェ・サービス業に関する MPT大臣令 
2015（MPT） 法律 サイバー犯罪防止法 
2015（MPT） 省令 インターネットサービス業に関する MPT大臣令 
2016（MPT） 省令 データセンター業に関する MPT大臣令 
2016（MPT） 法律 情報通信技術法 
2016（MPT） 省令 移動電話品質・インターネットサービスに関する MPT大臣令 
2016（MPT） 首相令 インターネットのデータセンター法令 
2016（MPT） 省令 ICT機器輸入・販売業に関する MPT大臣令 
2017（MPT） 省令 ソフトウェア業・ISP 業に関する MPT大臣令 
2017（MPT） 省令 ICTのコンサルタント・研修業に関する MPT大臣令 
2017（MPT） 法律 電子情報保護法 
2017（MPT） 省令 ICT機器設置・修理業に関する MPT大臣令 
2017（MPT） 省令 コンピュータセキュリティ保護に関する MPT大臣指示書 
2017（MPT） 省令 サイバー犯罪処罰に関する MPT大臣令 
2017（MPT） 省令 政府の電子メールの利用・管理に関する MPT大臣令 
出典：ラオス国民議会・法務省・MPT・MOSTの法律データベース 
ラオス政府のインターネットに関する法令としては、1997年の「インターネットシステ
ムの設置・輸入・使用・管理法令」と 2000年の「インターネットシステムの組織・サービ
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ス・利用に関する首相府大臣令」があった。これは、インターネット使用が普及し始めた頃
に政府による規制、ラオスの国別コードトップレベルドメイン（ccTLD）である「.la」の管
理、当時インターネットを管理する首相府の下の組織であった「ラオス国家インターネット
委員会（LANIC）」に関する規定を定めたものであった。また、1996年から、ラオス国家イン
ターネット委員会は「.la」を LA Names Corporation という企業に、アメリカ合衆国のロサ
ンゼルス市の略称（LA）の販売目的として委託していた。現在は、ラオス国内向けの「.la」
使用に対し、ラオス国立インターネットセンター（LANIC）が管理し、登録サービスを提供
している。完全に「.la」管理をラオス国に戻すことは、ラオス政府にとっては、人員やコ
スト多くの課題がある。一方、この内向けの「.la」使用需要が増えて、これを管理するた
め、2012年に「インターネットとドメイン名の管理・利用法令」が施行された。 
また、第 1 章 第 5 節 第 2 項で述べたように、2011 年から LTE/4G サービスの利用が可
能になったことによって電話会社の価格競争の激しさが高まったため、インターネットの
利用者や SNS といった Facebook の SNS の利用者が増えてきている。そのため、ICT リテラ
シーや情報リテラシーが追いつかない人にとってはますますデジタルデバイドが課題とな
った。また、度々SNSがラオス政府に対する批判の発言の場として利用されるという社会的
な問題も生じた。そこで、2014 年にラオス政府は、法律より審議プロセスが簡易である首
相令として、「インターネット情報管理法令」を施行して、インターネット上の情報公開・
情報管理の規定を定めている。さらに、電話料金やインターネット使用料金による電話会社
の価格競争がますます激しくなるため、「電気通信競争（電話）に関する MPT大臣令」を施
行した。これによって、急に下げた電話料金やインターネット使用料金で利用者を確保した
ことから、品質や安定するサービスを提供するように求められ、そのため、インターネット
料金が一律化されて、インターネット利用が落ち込んだ。また、この要因によって、第 3章 
第 1節 第 1項で述べたように、国連の電気通信インフラ指標で、2014年-2016 年の間、ラ
オスの指標が大きく上がったり下がったりしたという。 
次に、表 4-7にラオスにおける主な ICT関連法律内容を示す。2012年 1月に施行された
電気通信法（改正法）をはじめ、5 つの ICT関連法律がある。電子署名に不可欠なオンライ
ン認証局を規定する電子トランザクション法は、米国の支援を受けて、2013年に施行した。
これは、グローバルの流れ及び発展諸外国からの圧力によって作られたものであって、その
時にラオスが必要な ICT法律ではないのではないか、ともいわれている。これに続いてサイ
バー犯罪防止法、情報通信技術法、電子情報保護法案が施行された。 
表４-7 ラオスにおける主な ICT 関連法律内容 
法律名（施行年） 担当 内容（目的、構成、主な内容） 
電気通信法改正
（2012） 
MPT 目的：経済社会発展への貢献、国家の安定、社会の安全
の確保を図り、電気通信の発展における品質・全面的・
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便利・公平・持続的な開発・最先端の確保における電気
通信事業・電気通信資源利用、管理に関する原則、規
則、基準を規定する。 
構成：14章（一般条項、電気通信資源、技術基準・品
質、電気通信インフラの利用と接続性、電気通信企業、
サービス提供者とサービス受領者の権利と義務、電気通
信開発基金、手数料、禁止事項、紛争解決、電気通信の
管理、電気通信の日・ロゴ、功労者への褒賞と違反者へ
の罰則規定、最終条項）、61条 
電子トランザク
ション法
（2013） 
MOST 目的：経済社会発展への貢献、国家の安定、社会の安全
の確保を図り、電子商取引を行う者の権利と利益を保証
し、電子トランザクションに対する信頼・確信の確保に
おける電子トランザクションの生成・利用・認証、管理
に関する原則、規則、基準を規定する。 
構成：10章（一般条項、契約・データ・書類の電子デー
タ、電子署名、行政における電子トランザクション、中
継機関、禁止事項、紛争解決、電子トランザクションの
管理、功労者への褒賞と違反者への罰則規定、最終条
項）、58条 
サイバー犯罪防
止法（2015） 
MPT 目的：経済社会発展への貢献、国家の安定、社会の安全
の確保を図り、サイバー犯罪からのデータベース・情報
保護におけるサイバー犯罪防止の実施、管理に関する原
則、規則、基準を規定する。 
構成：9章（一般条項、サイバー犯罪行動、サイバー犯
罪防止・対策活動、サイバー犯罪防止活動における国際
協力、禁止事項、サイバー犯罪の調査、サイバー犯罪の
管理、功労者への褒賞と違反者への罰則規定、最終条
項）、64条 
情報通信技術法
（2016） 
MPT 目的：経済社会発展への貢献、国家の安定、社会の安全
の確保を図り、政府・個人・法人・組織の権利と利益を
保証し、情報通信技術の発展における体質・品質・最先
端・安全の確保と他分野での有効利用における情報通信
技術の管理・利用・研究開発に関する原則、規則、基準
を規定する。 
構成：12章（一般条項、情報通信技術の利用、情報通信
技術の研究開発、情報通信技術における基準・セキュリ
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ティ、情報通信技術企業、サービス提供者とサービス受
領者の権利と義務、手数料、禁止事項、紛争解決、情報
通信技術の管理、功労者への褒賞と違反者への罰則規
定、最終条項）、71 条 
電子情報保護法
（2017） 
MPT 目的：経済社会発展への貢献、国家の安定、社会の安全
の確保を図り、政府・個人・法人・組織の権利と利益を
保証し、安全性かつ正当性を待つ情報の「保管・アクセ
ス・利用・公開」における電子情報保護の実施、管理に
関する原則、規則、基準を規定する。 
構成：12章（一般条項、電子情報の種類、電子情報保護
の活動、電子情報保護の対策、電子情報持ち主の権利と
義務、電子情報保護者の権利と義務、禁止事項、紛争解
決、電子情報保護の管理、電子情報保護の監査、功労者
への褒賞と違反者への罰則規定、最終条項）、56条 
出典：ラオス国民議会・法務省・MPTの法律データベース 
「電気通信法」は、電話や携帯電話の番号規定や、電気通信に関わる資源である電波管
理・人工衛星管理や、電話企業管理いった電気通信管理に特化するものである。また、「電
子トランザクション法」は、電子商取引や行政内の電子トランザクションに対する規制や、
電子署名といったサイバー空間での取引が必要とする規定である。一方、2015 年に MPT が
初めて提案して施行された「サイバー犯罪防止法」は、2014 年の「インターネットとドメ
イン名の管理・利用法令」を拡張して法律化したものである。インターネット利用が増えて
いるラオス社会では、年ごとにインターネットにおける犯罪が増えている。特に政府秘密情
報の漏えいや、政府への批判コンテンツや、映像・写真の加工による人権侵害・誹謗中傷行
為や、SNS利用によるプライバシー権侵害、インターネット利用による詐欺といったラオス
固有のサイバー犯罪が年々に増えてきて、最近では、外国人によるインターネットバンキン
グの不正利用やラオスをベースにしたインターネット犯罪集団を逮捕するケースも出てき
た。この法律によって、情報セキュリティンシデント管理（Lao Computer Emergency 
Response Team：LaoCERT）の重要性が出てきたが、国内のサイバー犯罪に関する取締はまだ
なく、この法律が実際に執行されていないのではないか、という疑念が生じている。 
そして、「情報通信技術法」では、ICT 利用や ICT 利用に関するセキュリティの確保や、
ICT 事業によるサービス提供者とサービス受領者の権利と義務といった ICT 関連の一般的
な規定が定められている。しかし、この ICT の管轄が MPT であると定められていることが
この法律の本来の狙いである。この法律によって ICT に関する主体は MPT となり、今後は
多くの ICTに関連する政策や法律が策定されると言える。さらに、最近施行された「電子情
報保護法」では、電子情報に関する保護行為や、政府の電子情報におけるセキュリティ区分
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といった電子情報保護の対策や、データといった電子情報を保管する側や利用者の権利と
義務や、政府機関による電子情報削除依頼に対する対策が定められている。この法律はまだ
新しいもので、他の法律と合わせて、それぞれの分野に合う電子情報保護としての規定や対
策が策定されてくるのではないかと考えられる。 
このように、ラオスにおける ICT法律はまだ少数であるが、近年、インターネットの利
用拡大、インターネット上の取引拡大、政府に対する情報公開、行政に対する電子化や
ICTに対するさまざまなデマンドが出てくる中、ラオス政府はますます ICT関連政策と法
律を策定しなければならない。例えば、電子政府の振興に関連する「行政情報公開法、情
報自由法、行政手続法」、電子商取引に関連する「電子商取引法、電子決済法」、セキュリ
ティに関する「サイバー・セキュリティ法、個人情報保護」が挙げられる。そのために、
どのような法律を優先的に策定するのか、どのような内容を定めるべきかについて、MPT
にとって今後の重要な課題として残されている。 
第４項 電子政府政策 
第 1章 第 5 節 第 4項で述べたように、ラオスでは 2003年から韓国、インド、中国の支
援を受けて電子政府の取組を実施してきた。付録 1 のように、支援諸外国によって、電子政
府ロードマップや電子政府アクションプランが策定されてきた。2005 年に策定されたラオ
スの電子政府アクションプラン（Phonpasit, Digital Review of Asia Pacific 2007-2009 
p.192）では、ラオスで電子ガバナンスを実現するビジョンについては、ラオスの各省庁・
地方自治体のさまざまな行政機関を横断するといった ICT ツールの採用によるスマート政
府を実現することで、電子配信のチャネルを通じて、国民に適切なインターフェースを提供
させることとなった。この電子政府のビジョンと目的は、多くの国が目指しているものであ
るが、これらを実現するために特に後発開発途上国にとって、解決すべき課題は山積してい
た。しかし、実際に電子政府の実現として、2006年～2011年に電子政府フェーズ 1プロジ
ェクトはこの電子政府アクションプランを沿って実施されたか、という疑念も生じている。 
2012年から電子政府フェーズ 2の計画が進行中であるが、電子政府フェーズ 1からさま
ざまな課題が見えてきたことにより、現在も電子政府開発計画 （2013-2020）のドラフト版
は、政府からまだ承認されていない状態が続いている。図 4-4に電子政府開発計画ドラフト
（2013-2020）を示す。2013年から 7年間を 3つのステージに分けた開発計画を策定し、
「インフラ」、「電子政府サービスセンター」、「セキュリティ・サーバーシステム」、「テレカ
ンファレンス」、「アプリケーション」、「データ」、「規制」と「エンドユーザ」の 8項目につ
いての計画を策定している。また、それぞれのステージとして、「①プレゼンス（2013年～
2015 年）；電子政府フェーズ 1 プロジェクトの G2G アプリケーションの機能を強化し、一
部の自治体へ IT機器を配布」、「②インタラクション（2016年～2018年）；政府データ統合
 114 
によるサービスを一元化し、G2Bサービスの開始」、「③ トランザクション（2019 年～2020
年）；全行政システムの情報化と電子サービスを拡充し、特に政府機関による電子商取引、
そして G2Cサービスの提供も開始」が挙げられる。この開発計画の通りに行えば、ラオスの
電子政府の発展は間違いないと考えられている。しかし、電子政府フェーズ 1のように、複
数の外国による支援によって策定された計画がまた別の諸外国によって実現されると、計
画の目標に達しないのではないかという疑念や、この計画は内閣による承認がまだ行なわ
れていないことや、そもそも国家レベルの ICT 戦略や ICT マスタープランがないことによ
って、各省庁との連携や協力が得られないのではないか、という疑念も生じている。 
 
図４-4  ラオスの電子政府開発計画 2013-2020 
出典：Kesone（2017）の発表資料 
第３節 国際指標による ICT 開発・電子政府の現状分析 
第１項 国連の「電子政府ランキング」による分析 
第 1 章 第 3 節 第 1 項で述べたように、UNDESA は、193 ヶ国の国連加盟国すべてを対象
に電子政府の進捗状況を調査し、2年に 1度「国連の電子政府ランキング」を公表している。
本研究では、国連の電子政府ランキング 2005・2008・2010・2012・2014・2016 年のデータ
を用いて、ラオスの電子政府における 10年間の進捗状況について分析を行う。 
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図４-5 国連の電子政府ランキングにおける LDCs（2016 年上位ランク）の比較 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005-2016 
図 4-5のように、国連の電子政府ランキングにおける LDCsの比較を示す。これは、LDCs
のランキング 2016における上位 9位の国々とラオス（第 12位）を比較したものである。こ
の比較により、過去 10年間のランキング変動をみると、大きくランクを上げたバングラデ
シュ（162位→128 位の 38ランク）やザンビア（180 位→132 位の 48ランク）のような国も
あれば、147 位と 148 位の間ランキング変動がないラオスのような国もある。比較 LDCs に
おけるトップと一番下の差は、2005年には 55位差、その後は差が縮んで、2016 には 24位
差までとなった。また、2012 年と 2014 年の間には、ルワンダ以外、全体的に比較 LDCs の
ランキングは下がったが、2016年を 2014年と比べると、ルワンダとアンゴラの以外、ラン
キングが上がった。さらに、ウガンダとネパールのように、2005年の上位ランクから 2014
年までずっと下がったままで、2016 年にランキングが回復して、上位ランクに引き上がっ
た。これらのランキング変動結果に対して、どのような要素が、ランキングを変動させるの
かについては、次の電子政府発展指標におけるそれぞれの指標分析で考察する。 
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（1） 電子政府発展指標（EGDI） 
図 4-6 のように、ラオスの EGDI 変動を示す。過去 10 年間をみると、ラオスの EGDI は
EGDI平均より下であり、一番高くても 2016年で EGDI 平均の 63%しか届かなかった。また、
ラオスの EGDIは、0.242から 0.309に約 0.067ポイント上昇したが、EGDI平均の変動はこ
れより大きく 0.092 ポイント（0.4→0.492）を引き上がった。これらの結果により、10 年
間ラオスの EGDIは引き上げたものの、EGDI平均との差がまだ大きく、ラオスの電子政府の
取組は、まだ世界平均に達成していない。一方、LDCsの EGDIの平均（LDCs-EGDI平均）を
見ると、2010年のデータ公表以来、ラオスの EGDIは、LDCs-EGDI平均より上になっていて、
年毎にその差が大きくなり、最大 2016年では 0.074（0.309対 0.235）ポイントの差となっ
た。これにより、ラオスの電子政府の発展は、LDCs の中では進んでいると言えるが、ラオ
スも他の LDCs と同様に EGDI の平均より下なので、電子政府の発展は必ずしも充分に進ん
でいない。 
また、図 4-6では、ラオスの EGDIは、2008年を 2005年と比べて 0.004ポイントと少し
下がったのにも関わらず、ランキングは 9ランクも下がってしまった。また 2012 年を 2010
年と比べると、ラオスの EGDI 及び EGDI 平均は上がったものの、ラオスのランキングは下
がった。これは、ラオスの EGDIの上がった分は、全体の EGDIが上がり、そのため EGDI平
均が上がった分より小さくなるということが考えられる。一方、2014年のラオスの EGDIが
2012 年と比べて下がったのは、ラオスの電子政府フェーズ 1 のプロジェクトが完了したこ
とによって、EGDIに大きく影響を及ぼしたことが要因として考えられる。 
次に図 4-7のように、ランキング 2016 における LDCsの上位 9位の国々とラオスを比較
する EGDI 変動を示す。過去 10 年間、この比較 LDCs の EGDI は、EGDI 平均より大きく下ま
わる。また、LDCs-EGDI平均は、EGDI平均の 48％しか届かなかった。これは、LDCsにおけ
る電子政府の発展が充分に進まなかった。ランキングの比較と同様に、EGDI が毎年に大き
く上がったバングラデシュのような国もあれば、2005 年～2014 年の間 EGDI が下がったネ
パールのような国もある。また、ラオスについては、電子政府ランキングが最も上位になっ
た 2005年の EGDIは、比較 LDCsリストも 6位になったが、それ以降、ほぼ同じの状況を続
けている。 
また、図 4-8のように、高所得国（High Income Countries：HICs）や高中所得国（Upper 
Middle-Income Countries：UMICs）と LDCsのトップ 9ランクとラオスをグループ化し、2016
年のランキングと EGDIを示す。UMICsの EGDIは 0.6 以上と、HICsの EGDIは 0.8以上とな
り、EGDI平均より約 1.2～1.6倍となる。同様に、LDCs-EGDI平均の比較では、HICsにおけ
る EGDI が約 3.4 倍の差がある。そこで、どのような指標や要素が LDCs の電子政府発展指
標を大きく変動させたのかについてはそれぞれの指標分析で考察する。 
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図 4-9 では、国連の電子政府発展指標の内訳におけるラオスの各指標変動を示す。これ
により、OSI の変動が激しく、TII は毎年に増えたものの、HCI は下がる一方である。さら
に、第 3章 第 1節 第 2項に述べたように、EGDI=（OSI+ TII+ HCI）/3ということで、こ
の OSI のばらつきのある変動が、EGDI に大きく影響を与えるため、ラオスの電子政府の状
況分析には、OSIの分析が重要である。 
 
図４-6 ラオスの EGDI 変動 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016 
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図４-7 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における EGDIの比較 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016 
 
図４-8 国状況における 2016 年 EGDI・ランキングのグループ化 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016 
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図４-9 ラオスにおける EGDI の各指標変動 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016 
（2） 電気通信インフラ指標（TII） 
図 4-10 では、ラオスの TII変動を示す。過去 10 年間をみると、ラオスの TII は、0.007
から 0.1543 に約 0.146 ポイント大きく（21 倍）上昇し、TII 平均の方は 0.192 ポイント
（0.179→0.371）上がった。ラオスの TII は TII 平均より大きく下まわり、2016 年では、
TII平均と比べると約 4割しか上がっていない。これは、TII平均との差がまだ大きく、ラ
オスの電子政府を利用するのに必要とするインフラは、まだ世界平均に達成していない。ま
た、ラオスの電子政府フェーズ 1では、全国光ファイバー網構築やビエンチャン首都内の政
府機関向けの無線 WiMAX網の構築を実施したにも関わらず、TIIに大きく影響を与えなかっ
たことは、これらのネットワーク・インフラが有効的に利用されていないのではないか、あ
るいはインフラ整備の維持にかかるコストやリソースに問題があるのか、という疑念を生
じさせる。一方、LDCs の TII の平均（LDCs-TII 平均）を見ると、ラオスの TII は、LDCs-
TII平均より上になっている。これは、LDCsの共通問題として、電気通信インフラ整備が遅
れることによって、電子政府の利用を促進させるレベルに達成しないことを示している。 
図 4-11 では、ランキング 2016 における LDCsの上位 9位の国々とラオスを比較する TII
変動を示す。過去 10年間、LDCs-TII平均は、とても低い状態が続いており、毎年に上がっ
ているものの、まだ TII 平均より大きく下まっている状態となっている。また、2016 年の
LDCs-TII平均は TII平均の 3割しか届かなかった。これは、LDCsの大きい課題の一つとし
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て、電子政府の取組や ICT インフラ整備の前に、平和な社会や貧困撲滅のようなより緊急な
課題を持っているため、ICTインフラは優先順位が低いものとなっていることによると考え
られる。この TIIが低くなっていることによって、EGDIが引き下げられる。すなわち、ICT
インフラは電子政府開発を阻止する要因として最も重要であると言える。また、図 4-11で、
2012年以降のラオスの TIIが、ブータン、セネガル、ネパールの次に続いている。さらに、
LDCs-TII平均より上まわっていることで、ラオスにおけるインフラ整備が、LDCs の中では
ある程度進んでいることが見てとれる。その理由は、第 1 章 第 5 節 第 2 項で述べたよう
に、2008 年から 3G サービスが利用開始し、2011 年から LTE/4G サービスが利用可能とな
り、電話会社の価格競争は激しさを増しており、3G モバイルによるインターネット利用料
が比較的安く抑えられているからだと考えられる。しかし、2015 年に発行された「電気通
信競争（電話）に関する MPT大臣令」以降、電話料金やインターネット使用料金が一律化さ
れたことによって、2016年の TIIが停滞してしまっている。 
図 4-12 のように、HICsや UMICsと LDCsのトップ 9とラオスをグループ化し、2016年の
ランキングと TIIを示す。UMICsの TIIは 0.5以上と、HICsの TIIは 0.7以上となり、TII
平均（0.371、図 4-10）より約 1.4～1.9倍となる。HICsの TII は、LDCs-TII平均の約 6倍
となっている。すなわち、電子政府の実現を促進させるためには、インフラ整備が重要な要
素だと言える。 
 
図４-10 ラオスの TII 変動 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016 
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図４-11 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における TII の比較 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016 
 
図４-12 国状況における 2016 年 TII・ランキングのグループ化 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016 
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（3） オンラインサービス指標（OSI） 
図 4-13 では、ラオスの OSI変動を示す。過去 10 年間をみると、ラオスの OSI は、0.079
から 0.283に約 0.204ポイント大きく（3.6倍）上昇し、OSI平均値の上昇は 0.126ポイン
ト（0.336→0.462）であるので、ラオスの方が倍程度上がった。また、ラオスの OSIは OSI
平均値より大きく下回り、2016年では、OSI平均値と比べると約 6割にしか届けていない。
OSI 平均値との差がまだ大きく、ラオスの電子政府の利用といったオンラインサービスは、
まだ世界の平均に達していない。一方、LDCs の平均 OSI（LDCs-OSI 平均）と比較すると、
ラオスの OSI の方がおおむね上まわっている。 
図 4-13 のように、ラオスの OSIが 2010年から 2012 年にかけて大きく上がった理由とし
ては、2010 年から電子政府フェーズ 1 の利用が始まり、その成果がまだ反映されえいない
からと考えられる。その後利用が進展したことで、2012 の OSI が大きく引き上がった。し
かし、その後、ラオスの電子政府フェーズ 1のプロジェクトが完了し、開発した中国企業か
らラオス政府に電子政府システムをスムーズに引き渡せなかったため、電子政府がスムー
ズに運営できなくなり、2014年には利用が下がってしまったと考えられる。そのため、2014
のラオスの EGDI は 2012 年と比べると下がってしまった。また、ラオスの OSI の変動が大
きくふれたことから、ラオスの電子政府フェーズ 1 で計画した「電子政府ポータル、政府運
営用アプリケーション、国民向けアプリケーション」が本当に開発されたのか、ラオス政府
における多くの電子政府プロジェクトは十分に有効活用されていないのではないかと指摘
されている。 
図 4-14 のように、ランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラオスを比較す
る OSI変動を示す。過去 10年間、LDCs- OSI平均は OSI平均より大きく下まわっていて、
2016 年の LDCs-OSI 平均は OSI 平均の 44％にしか届いていない。これは、LDCs で電子政府
のサービスが十分にされていないと考えられる。一方、2016 年の OSI 平均より上まわって
いるバングラデシュやウガンダやタンザニアのような国もあれば、OSI平均より上の状態か
ら下がったルワンダのような国もある。また、過去 10年間ラオスの OSIは、他の LDCsより
ほぼ低くになっている。2016年のバングラデシュのOSIはラオスより倍以上となっている。
このことは、ラオスの電子政府の取組が、上位ランク LDCsと同じレベルまでに達するには、
OSIを引き上げなければならないということを示している。 
さらに、図 4-15では、HICsや UMICsと LDCsのトップ 9とラオスをグループ化し、2016
年のランキングと OSIを示す。UMICsの OSIは 0.7以上と、HICsの OSIは 0.9以上となり、
OSI平均より約 1.5～1.9倍となる。同様に、LDCs-OSI平均の比較では、HICsにおける OSI
が約 4.4倍の差がある。しかし、2016年バングラデシュやウガンダやタンザニアの OSIは、
OSI平均より上まわって、UMICsとほぼ同じレベルになっている。 
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図４-13 ラオスの OSI 変動 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016 
 
図４-14 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における OSI の比較 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016 
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図４-15 国状況における 2016 年 OSI・ランキングのグループ化 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016 
（4） 人的資本指標（HCI） 
図 4-16 では、ラオスの HCI 変動を示す。過去 10 年間をみると、ラオスの HCI は、0.64
から 0.491 に約 0.149 ポイント下がり、HCI 平均の方は 0.07 ポイント（0.713→0.643）下
がった。また、ラオスの HCI は、2010 年以降下がる一方であり、常に HCI 平均より下とな
っているが、LDCs- HCI平均より上になっている。さらに、2014年の調査から、HCIに、「平
均期待就学年数」と「平均実績就学年数」という新たな評価項目を追加したことによって、
HCIが全体的に下がった。 
また、図 4-17 では、ランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラオスを比較
する HCI変動を示す。過去 10年間、LDCs- HCI平均は HCI平均を大きく下まわる状態とな
っていて、2012年以降の LDCs-HCI平均は HCI平均の約 6割まで達した。これは、LDCsの共
通問題として、教育水準や就職水準がまだ世界平均に達しないためである。また、2012 年
以降、トップなったウガンダやザンビアやブータンの続き、ラオスの HCI は 3 位になり、
LDCs- HCI平均より上まわっている。さらに、図 4-18では、HICsや UMICsと LDCs のトップ
9 とラオスをグループ化し、2016 年のランキングと HCI を示す。UMICs の HCI は 0.65 以上
と、HICsの HCIは 0.8以上となり、HCI平均（0.643、図 3-12）より約 1～1.2 倍となる。 
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図４-16 ラオスの HCI 変動 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016 
 
図４-17 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における HCI の比較 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016 
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図４-18 国状況における 2016 年 HCI・ランキングのグループ化 
出典：国連の電子政府発展度指標 2005・2008・2010・2012・2014・2016 
第２項 世界経済フォーラムの「ネットワーク成熟度指数」による分析 
次に国連のランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラオスを比較するため
に、他の ICT関連指標を用いて、どのような要因で電子政府ランキングがラオスより上にな
ったかということを明らかにする。まず、WEFの NRI を用いて電子政府ランキング 2016 に
おける LDCsの上位 9位の国々とラオスがどのような結果となっているのかを見てみる。NRI
は国際的に ICT環境を展望するための代表的指標であり、NRIを用いて ICT革命の推進要因
を世界的に評価している。また、NRIでは、4つ分類「環境、準備、利用、影響」といった
幅広く評価する。本項では、WEFの NRI 2012・2013・2014・2015・2016年のデータを用い
て、ラオスのネットワーク成熟度について分析を行う。一方、ラオスが NRIの対象国となる
のは、2014年からであるが、他の国との変動を比較分析するために、2012年からの 5年間
のデータを用いる。 
図 4-19 のように、ラオスの NRI 変動を示す。近年 3 年間をみると、ラオスの NRI は、
3.3 から 3.4 に約 0.1 ポイント上がったことや、ランキングも 5 ランク上昇した。また、
2015年ランキングにおいて、12ランク上がった理由は、2015年の「B:準備」が大きく上が
ったことで、NRIも上がったものと考えられる。しかし、2016年ではそれぞれの指数は 0.1
～0.2ポイントが下るとともに、ランキングは 7ランクも下がっている。 
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図４-19 ラオスの NRI 変動 
出典：世界経済フォーラムのネットワーク成熟度指数 2014・2015・2016 
（1）NRI 指数 
図 4-20 のように、国連のランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラオスに
おける世界経済フォーラムのネットワーク成熟度ランキングの比較を示す。最近 3 年間の
ランキング変動をみると、各国のランキング変動はそれほど大きくなく、5～7 ランクの差
の範囲で変動した。また、2014年～2016年トップ 3には、ルワンダがトップ（ランキング
80 位）に、ブータンが 2（ランキング 87 位）に、そしてラオスが 3（ランキング 104 位）
となった。さらに、国連の電子政府ランキング変更と世界経済フォーラムのネットワーク成
熟度ランキングを比較すると、国連の電子政府ランキングのようにランキング変動が大き
く上がったり下がったりすることがない。電子政府ランキング 2012-2016 変動では、比較
LDCs の下から 4 位から 10 位の間であったのに対して、ネットワーク成熟度ランキングで
は、3位のままとなっている。 
図 4-21 のように、国連のランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラオスに
おける NRI の比較を示す。最近 3 年間の NRI 変動をみると、各国の NRI 変動はそれほど大
きくなく、5%の差の範囲で変動した。2014年よりラオスが NRIに対象としてから、比較 LDCs
の EGDI トップとなったバングラデシュより上となり、NRI トップをみると、トップなった
ルワンダと 2位のブータンに続き、ラオスは 3位になった。これは、LDCs においては、NRI
で上になっても、EGDI で下となったラオスの電子政府には、どのような状況があるのか本
研究で明らかにする。 
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図４-20 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における NRI ランキングの比較 
出典：世界経済フォーラムのネットワーク成熟度指数 2014・2015・2016 
 
図４-21 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における NRI の比較 
出典：世界経済フォーラムのネットワーク成熟度指数 2014・2015・2016 
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（2）NRI サブ指数 
 NRIサブ指数： 
図 4-22 では、国連のランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラオスにおけ
る NRIの各サブ指数の比較を示す。「A:環境」サブ指数については、ラオスの指数は、比較
LDCs リスト中、2014 年は 3 位になり、2016 年は 5 位に下がった。「C:利用」サブ指数につ
いては、2014 年の 5 位から 2016 年の 6 位に下がった。また、「D:影響」サブ指数について
も、2014年は 3位で 2016 年では 4位に下がった。一方、「B:準備」サブ指数は、2014年の
9 位から 2016年では 4位まで大きく上がった。 
最近 3年間の NRIの各サブ指数変動をみると、「B:準備」サブ指数が大きく変化したラオ
スのような国もあれば、サブ指数変動が少ないネパールのような国もある。そこで、ネット
ワーク成熟度ランキングにおける評価では、どの要素によって変動するのか、ICT 関連する
サブ指数として、「A:環境」の「1：政治及び規制に関する環境」の「1.02 ICT 関連法令」、
「B:準備」の「4：安価な料金水準」、「C:利用」、「D:影響」の「10：社会的影響」の「10.03 
ICT利用による行政の効率化」を用いて考察する。 
 
図４-22 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における NRI のサブ指数の比較 
出典：世界経済フォーラムのネットワーク成熟度指数 2014・2015・2016 
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 NRIの「A:環境」の「1：政治及び規制に関する環境」の「1.02 ICT 関連法令」： 
この指標は、「電子商取引法、デジタル署名、消費者保護に関連した ICT関連法令が、ど
のように執行されているのかを評価することである。図 4-23は、国連のランキング 2016 に
おける LDCsの上位 9位の国々とラオスにおける NRI の「1.02 ICT 関連法令」指標の比較
を示す。2014年におけるラオスの指標は、比較 LDCs リストの中、ルワンダの次で上から 2
位であり、平均値より上となったが、その後、2016 年には 4 位となり、平均値より下とな
った。 
また、この 3年間、ルワンダ以外の比較 LDCs諸国については、この指標は、全平均値よ
り下となっている。ラオスでは、「電気通信法、電子トランザクション法、サイバー犯罪防
止法、情報通信技術法、電子情報保護法」といった ICT関連法律を多く施行したことで、こ
の指標が平均まで高く達成したが、その後、下がる一方である。施行された法律は、実際に
執行されているのか、時代に合った法律なのか、本当にラオスに適応される法律なのかとい
う疑念が生じていることから、評価が下がったと考えられる。また、ラオスでは「電子商取
引法」といった ICT産業振興の法律・政策がなく、これは、ラオス国内 ICT産業の発展が遅
れる要因の一つであると考えられる。この悪循環で、ラオス政府における ICTプロジェクト
は、諸外国や外国企業に支援を頼ることになり、プロジェクトが完了した後には、運営の問
題が生じることが多いのである。 
 
図４-23 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における NRI の「1.02 ICT 関連法令」の比較 
出典：世界経済フォーラムのネットワーク成熟度指数 2014・2015・2016 
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 NRIの「B:準備」の「4：安価な料金水準」： 
この指標は、「電子商取引法、デジタル署名、消費者保護に関連した ICT関連法令が、ど
のように執行されているのかを評価している。図 4-24は、国連のランキング 2016 におけ
る LDCs の上位 9 位の国々とラオスにおける NRI の「4：安価な料金水準」指標の比較を示
す。2014年におけるラオスの指標は、比較 LDCsリストの中、最も下位となったが、その後、
2015年には大きく上がって 4位となり、世界平均値より下となった。 
「4：安価な料金水準」の変動に伴って、「B:準備」サブ指数も変動している。この変動
要因は、ラオスの ICTインフラ事情（第 1章 第 5節 第 2項）で述べたように、ラオスの電
話会社の価格競争によってインターネット利用料が安くなったことで上昇し、その後ラオ
ス政府の規制によるインターネット料金一律化によって低下したと考えられる（2014 年
3.10ポイント→2015 年 5.41ポイント→2016 年 4.96 ポイント）。 
 
図４-24 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における NRI の「4：安価な料金水準」の比較 
出典：世界経済フォーラムのネットワーク成熟度指数 2014・2015・2016 
 NRIの「C:利用」： 
この「C:利用」サブ指数は、「個人、企業、政府」の各分野における ICT 利用を評価す
るものである。図 4-25は、国連のランキング 2016 における LDCsの上位 9位の国々とラオ
スにおける NRI の「C:利用」サブ指数の比較を示す。「6:個人利用」をみると、3 年の間ラ
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オスの指標は、年毎に若干引き上がった。また、ブータンがこの指標のトップになり、引き
上がる傾向である。一方、「7:企業利用」をみると、ラオスの指標は、2014年にトップにな
ったが、2016年は 4位まで下がった。同様に、「8: 政府利用」をみると、ラオスの指標は、
2014年の 6位に対し、2016 年に 8位まで下がっている。これら、ラオスにおける ICT利用
の指標は、下げる一方である。このように、ラオスでは ICT産業振興の法律・政策がなく、
ICT産業の発展も遅れていることで、企業利用の指標もそれに引きずられて低迷していると
考えられる。また、個人利用が増えたのは、ラオスの電話会社の価格競争によりインターネ
ット利用料が比較的安くなったことで、SNSの利用者が増えていることによると考えられる。 
図 4-26 は、国連のランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラオスにおける
NRIの「8：政府利用」の各サブ指標の比較を示す。政府利用では、競争力・国民の福利を向
上させるための ICT政策について政府が ICTの重要性を洞察すること、ICT開発のビジョン
を実現するための努力、及びオンラインで提供される政府サービスの数が評価対象となっ
ている。「8.01 政府の将来ビジョンにおける ICTの重要性」については、2014 年における
ラオスは、比較 LDCsリストの中、ルワンダとブータンの次でから 3位、平均値より 0.5ポ
イント上となったが、その後、2016年には 7位、平均値より下まで下がった。他の LDCsで
は年毎にこの指標は上がる傾向だったが、ラオスの指標は下がる一方である。これは、表 4-
6 のように、2009 年～2016 年の間、ラオス政府は ICT 政策については何も発行しなかった
からであると考えられる。すなわち、ラオスでは、政府の将来ビジョンにおける ICT の重
要性が明確化されていないのでこのような評価が出たわけである。また、MPTが国会 ICT開
発戦略 2016-2020 や ICT マスタープラン 2016-2020 のドラフトを作成したが、まだ内閣か
らの承認は取得できていない。 
次に、「8.02 国連の政府オンラインサービス指数」については、前項で述べたように、
ラオスの電子政府フェーズ 1 のプロジェクトは完了したが、開発した中国企業からラオス
政府にスムーズに引き渡されなかったため、利用件数が増えなかったと考えられる。また、
「8.03 政府による ICT 振興の達成度」については、2014年におけるラオスの指標は、比
較 LDCsリストの中、4位、平均値より上となったが、その後、2016年には 6位で、平均値
より下まで下がっている。比較 LDCsのこの指標は、全体的に下落傾向である。これは、比
較 LDCs では、ICT 利用の振興があまり実施されなく、毎年に減るからである。一方、ルワ
ンダのこの指標は高く、発展国と肩を並べる結果となっている。また、上記のように、ラオ
スでは今まで ICT に対するビジョンが明確ではなかったため、ラオス政府における電子政
府振興の法制度が十分に整備されないことにより、多くの電子政府のシステムが開発でき
ても、システム利用における法制上の制約がなく、結果的に利用されない。 
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図４-25 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における NRI の「C:利用」の比較 
出典：世界経済フォーラムのネットワーク成熟度指数 2012・2013・2014・2015・2016 
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図４-26 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における NRI の「8：政府利用」の比較 
出典：世界経済フォーラムのネットワーク成熟度指数 2014・2015・2016 
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 NRIの「D:影響」の「10：社会的影響」の「10.03 ICT利用による行政の効率化」： 
図 4-27 は、国連のランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラオスにおける
NRIの「10.03 ICT利用による行政の効率化」の比較を示す。この指標は ICTの利用におい
て政府が効率的になっているかどうかを評価するものである。2014 年におけるラオスの指
標は、比較 LDCs リストの中、4 位、平均値より 0.3 ポイント上となったが、その後、2016
年には 5位で、平均値より下まで下がった。これは、ラオス政府における ICTの利用が下が
ることによって、行政に対して ICT の恩恵を受けることができなくて、行政の効率化を促
進できなかったことを意味する。 
 
図４-27 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における NRI の「10.03 ICT 利用による行政の
効率化」の比較 
出典：世界経済フォーラムのネットワーク成熟度指数 2014・2015・2016 
また、比較 LDCsに対して、この指標は下がる傾向ある。これは、国民に対する政府サー
ビスの質を向上するために、政府による ICT利用があまり進まないことを意味する。行政の
効率化といった電子政府のメリット一つについては、書面と対面を前提とした行政業務の
執行に ICT を導入して、デジタル情報と電子認証に置き換えることで、オンラインでの申
請・届出も可能とすることは、LDCs では、これを実現するのには、多くの課題が残ってい
る。特に、電子政府を高額投資で開発・導入したにもかかわらず、あまり利用されないまま
に電子政府の取組を進めてしまうと、結果的には行政の効率を図れないどころか、かえって
効率を低下させかねない。ラオスでは、国際機関や先進国や諸外国からの資金的・技術的支
援によって、多くの行政機関では ICTが利用されることになっているため、この指標は、平
均値に近くなっていると考えられる。 
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第３項 国際電気通信連合の「ICT開発指標（IDI）」による分析 
前項では、電子政府の進捗状況及び ICT 環境の展望状況を分析した。次に、ICT 開発の
レベルと進化について分析する。ITUの IDIを用いて国連のランキング 2016 における LDCs
の上位 9位の国々とラオスはどのような結果となるのか考察する。IDIは先進国と発展途上
国の ICT開発の進展状況について評価する。また、IDIでは、3つ分類「ICTアクセス、ICT
利用、ICTスキル」から評価する。本研究では、ITU の IDI 2011（2013発行の年報告書）・
2012（2014発行の年報告書）・2013（2014発行の年報告書）・2015（2016発行の年報告書）・
2016（2016発行の年報告書）のデータを用いて、ラオスの IDI状況について分析を行う。 
図 4-28 では、ラオスの IDI 変動を示す。近年 5 年間をみると、IDI は、1.99 から 2.45
へと約 0.46 ポイント上昇しているが、ラオスの ICT 開発ランキングは、122 位から 144 位
へと 22 ランクも下がった。指標が向上したとはいえ、2016 年に IDI 平均の半分でしかな
く、他国が伸長する中で、比較的初期段階のままとり残されている現状が見てとれる。また、
IDIの分類（サブ指数）における評価をみると、「ICT アクセス」サブ指数について、2011年
と比べて 2016年は 0.85ポイント上がり、「ICT利用」サブ指数についても、0.75ポイント
が上がった。しかし、ICT 関連スキルの直接測定ではなく「ICTスキル」サブ指数について
は、0.93ポイントも下がった。これは、2016年報告（2015年作成）では、「ICT スキル」サ
ブ指数には、「成人識字率」から「平均実績就学年数」という指標における評価手法に変更
したためである。 
 
図４-28 ラオスの IDI 変動 
出典：国際電気通信連合の ICT開発指標 2011・2012・2013・2015・2016 
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（1）IDI 指数 
図 4-29 では、国連のランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラオスにおけ
る国際電気通信連合の ICT 開発ランキングの比較を示す。この最近 5 年間のランキング変
動をみると、大きくランクが下がったウガンダ（130 位→150 位の 27ランク）やタンザニア
（141 位→167 位の 22 ランク）のような国もあれば、ランキング変動がなかったブータン
のような国もある。ラオスのランキング変動は、22 ランク（122位→144 位）下がり、比較
LDCs諸国中、3位となった。また、2011年から 2014 年をみると、ブータン以外、全体的に
LDCsのランキングが下がる傾向にある。 
 
図４-29  LDCs（EGDI2016 上位ランク）における IDI ランキングの比較 
出典：国際電気通信連合の ICT開発指標 2011・2012・2013・2015・2016 
図 4-29 で、2016年にトップランクのブータンと一番下のタンザニアの差は 50ランクと
なったが、2011年では両国間のランキングの差は、24ランクであった。一方、ラオスとブ
ータンをみると、2012 年両国間における電子政府ランキングの差は 1 ランク、ICT 開発ラ
ンキングの差は 4ランクで、2016年における電子政府ランキングの差は 15ランク、ICT開
発ランキングの差は 27 ランクであり、ブータンが上位にあるという結果になった。これは、
ブータンが ICT に関する政策及び ICT 開発が進んでいることに起因すると考えられる。ま
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た同様に、ラオスとバングラデシュをみると、2012 年における電子政府ランキングの差は
3 ランク、ICT 開発ランキングの差は 16 ランク（ラオスが上）となり、2016 年における電
子政府ランキングの差は 24ランク（バングラデシュが上）、ICT開発ランキングの差は 1ラ
ンクというバングラデシュが上位の結果になった。これは、バングラデシュがラオスと同じ
レベルの ICT 開発ランキングまで引き上がったことに対して、電子政府の開発がより上ラ
ンクに引き上がったことである。これらの結果によって、LDCs における ICT 開発が進むこ
とによって、その反映で電子政府が発展させることが言える。ICT開発指標に関し、どのよ
うな要素で、ランキングを変動させるのかについては、次にそれぞれの指標分析で考察する。 
 
図４-30 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における IDI の比較 
出典：国際電気通信連合の ICT開発指標 2011・2012・2013・2015・2016 
また、図 4-30 のように、国連のランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラ
オスにおける IDI の比較を示す。ラオスの IDI は、比較 LDCs の EGDI トップとなったバン
グラデシュより上となり、常に IDIトップとなったブータンの次、ネパールとセネガルの続
き、ラオスは 4 位になった。また、過去 5 年間、比較 LDCs の IDI は、IDI 平均より大きく
下の状態となっていて、ほぼ IDI 平均の半分までしか達成していない。ラオスも他の LDCs
と同様に、IDI の平均より下ということでは、LDCs では ICT の発展は十分に進まないこと
が言える。 
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（2）IDI サブ指数 
 IDIの「ICTアクセス」 
図 4-31 では、国連のランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラオスにおけ
る IDI の「ICT アクセス」指標の比較を示す。過去 5 年間、比較 LDCs の ICT アクセスは、
平均を大きく下まわっている状態となっていて、ほぼ平均の半分までしか達成できていな
い。ラオスの ICT アクセスは、比較 LDCs の EGDI トップとなったバングラデシュより上と
なり、常に IDIトップとなっていたブータン、セネガルに続き、ラオスは 3位になった。前
述の電子政府ランキングの分析と同様に、IT インフラ整備の前に、他の優先順位が高い課
題が先に政策として取り込まれることや、コスト面でなかなか ITインフラ整備に投資がし
ないことが要因として考えられる。 
 
図４-31 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における IDI の「ICT アクセス」の比較 
出典：国際電気通信連合の ICT開発指標 2011・2012・2013・2015・2016 
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 IDIの「ICT利用」： 
図 4-32 では、国連のランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラオスにおけ
る IDI の「ICT 利用」指標の比較を示す。過去 5 年間、比較 LDCs の ICT アクセスは、平均
大きく下まわっている状態となっていて、ブータン以外の国は、ほぼ平均の 1/3 である。
2016年のデータでは、ラオスの「ICT利用」は比較 LDCsの EGDIトップとなっていたバング
ラデシュと同じレベルとなり、IDI トップとなっていたブータンとセネガルの「ICT 利用」
が毎年上がった。この指標は、ICTの利用として、インターネットブロードバンの契約を評
価している。そのため、電子政府の利用として直接評価するのではなく、ICT利用が増える
ことは、その普及によって、政府が提供するオンラインサービスも利用することに繋がる。 
 
図４-32 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における IDI の「ICT 利用」の比較 
出典：国際電気通信連合の ICT開発指標 2011・2012・2013・2015・2016 
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 IDIの「ICTスキル」： 
図 4-33 のように、国連のランキング 2016 における LDCs の上位 9 位の国々とラオスに
おける IDI の「ICT スキル」指標の比較を示す。過去 5 年間、比較 LDCs の ICT スキルは、
平均より大きく下の状態となっていて、ラオスの ICT スキルは、平均の 6 割しか達成しな
い。また、この指標のトップとなっていたブータンの次に、ネパールとラオスが 2か 3位に
なっている。2016年報告より、評価方法が「平均実績就学年数」に変わったことによって、
2015年と 2016年の指標が若干、下がった。この ICT スキルの評価は、直接電子政府を利用
する国民の一般的な知識や能力を測定するのではなく、情報リテラシーという観点で評価
する。すなわち、情報リテラシーが高ければ、整備される ITインフラを利用して、知識と
技術へのアクセスを向上させることができる。 
 
図４-33 LDCs（EGDI2016 上位ランク）における IDI の「ICT スキル」の比較 
出典：国際電気通信連合の ICT開発指標 2011・2012・2013・2015・2016 
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第４節 インタビューによる ICT 開発・電子政府の現状分析 
現状調査の質的研究として、インタビューを実施した。本現状調査の目的は、①現在ラ
オスの電子政府事情における課題・問題点を識別し、②なかなか進まないラオスの電子政府
の実態を分析することによって、その理由及び要因を解明し、③本研究におけるラオス電子
政府プロジェクトの成功・失敗を調査するものとする。インタビュー対象者は、ICT機関上
位の管理職に該当している者、及びシステム ICT 担当者（マネジャーレベルに相当）であ
る。被対象者に ICTや電子政府の意識、及び政策決定の位置付けの状況、その機関の全体ビ
ジョンを聞き出す。そして、インタビューで得た課題・問題点を整理して「課題整理表」に
まとめる。直接言及された課題・問題点だけではなく、観察によって気づいた課題、想定外
の操作や手順から推定される課題も整理表にまとめる。インタビューが全て完了後、各回の
課題整理表の情報をひとつにまとめるが、その際、対象者の属性と指摘された課題・問題と
の関係についても検討する。 
以下にその具体的な内容と結果を述べる。筆者は 2016年 2月、ラオス行政における ICT
利活用及びラオスの電子政府事情について、付録 4 に示す、個々の政府機関の部長・センタ
ー長クラスの ICT 管理者 13 名を対象として約 20-60 分間のインタビュー調査を 13 回に分
けて実施した。インタビューの質問として「ICT政策・電子政府の取組の現状、ICTシステ
ム開発・運営の現状、課題及び予算、将来取り組む ICT政策」を取り上げ、事前に質問を設
定した。以下に主なインタビュー結果を取り上げる。「・」はインタビューの内容を示して
いる。また、筆者は 2016 年 10 月にも、付録 4 に示すように、日本の ODA による保健省様
Web 会議システムの遠隔医療相談システムを開発していた日本企業の担当者に対しインタ
ビューを実施した。これは諸外国からラオスへの ICT 関連支援においてどのような問題が
あるのかを把握するためである。 
 ネットワーク・インフラ： 
「高等学校の遠隔教育システムでは、以前に電子政府システムのインフラを使用してい
たが、接続不安問題が多く継続的にネットワークが使用できず、現在は企業のインフラを使
用しているために、予算が厳しい状況にある。」教育スポーツ省 ICTセンター、センター長 
「遠隔医療相談システムでは、電子政府システムのインフラを使用する計画だったのだ
が、実際には地方まで利用ができず、提供機能が必要とするインターネットスピードも確保
ができなかった。そのため、計画を変更して、企業のインフラを使用した。」保健省の遠隔
医療相談システム、開発メーカー・マネージャー 
 ICT政策及び行政管理の最適化： 
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「ラオスの電子政府フェーズ 1 は終了したが、その経験を生かして、現在、次の電子政
府に関する政策を策定している。しかし、電子政府に対する慎重姿勢が高まっており、他の
ICT政策と連携しなければならない。」郵便電気通信省電子政府センター、センター長 
「ICT政策は実施されておらず、支援している国際機関や諸外国が業務を円満に運営す
るために、必要に応じて ICT使用方針のみを作成した。」計画投資省国際協力局、部長 
「農業森林における ICT Innovationの振興のために、農業森林戦略 2025ビジョン
2030に対して、農業森林分野の ICT戦略のドラフト版を策定したが、まだ承認されていな
い。」農業森林省、科学技術研究所、所長 
「電子政府があまり利用されていない理由としては、①ラオスの行政業務プロセスでは
紙ベースの処理が多く、ICTを理解して活用できる人が少ない。②紙ベースであるためにシ
ステムに慣れておらず、システムの利用に加え紙ベースも継続されているために、業務が二
重化して負担が増大したため、ICT の利用を止めた。」郵便電気通信省電子政府センター、
センター長 
 オンラインサービス： 
 「電子政府プロジェクトはあくまでも電子政府基盤となるプラットフォーム及び基本
業務のアプリケーションを提供しているだけで、実際にエンドユーザにオンラインサービ
スとして提供するのは、それぞれの行政機関であるはずだが、ほとんどの行政機関は、電子
政府使用における業務改善及び促進は電子政府センターに責任があると認識していた。」郵
便電気通信省電子政府センター、センター長 
「電子政府システムやオンラインサービスは欲しいが、開発はしたくないし、アプリケ
ーション開発協力や資金協力しない行政機関が多く、開発に支障が出てくる。」郵便電気通
信省電子政府センター、センター長 
「輸入申請書の電子サービス化について、現在進めている National Single Window の一
部として開発している。特に車の輸入申請書を電子化する予定である。」工業商業省、輸入
輸出局、部長 
 ホームページ、ポータル・サイト： 
「ラオス統計ホームページ LaoInfo（http://www.laoinfo.gov.la/）のような情報が多い
ポータル・サイトでも、国民にはあまり知られておらず，利用されていない。」計画投資省
ラオス統計局情報普及部、部長 
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 ICT人材・ICTリテラシー： 
「人材不足が一番の課題であり、特にデータベース技術者のような高技術を持つ IT技術
者が不足している。システム開発はアウトソーシングする必要があり、継続的なシステム展
開には課題が残されている。」計画投資省国際協力局、部長 
「開発段階では中国企業が開発していたが、実際に運用していく段階 ITスタッフの能力
や技術的な面に問題が発生した。またエンドユーザには何回かシステム使用研修を行って
いても、システムの操作が複雑なために，結局うまく活用されなかった。」教育スポーツ省
ICTセンター、センター長 
 システム運用とその他： 
「プロジェクト進行中も現在も国際機関（UNDP、UNICEF）の支援となり、県バージョン
LaoInfoについては、県によって UNICEF支援予算や国の予算で運営している。」計画投資省
ラオス統計局情報普及部、部長 
「ICT運用に関し、プロジェクト期間中はプロジェクト予算だったが、現在、各県におけ
る予算で運用して、教育スポーツ省 ICT センターの運営は諸外国による支援で運営してい
る。」教育スポーツ省 ICTセンター、センター長 
第５節 早稲田大学電子政府・自治体研究所の世界電子政府進捗度ランキング調
査を用いるラオスの電子政府の評価 
電子政府の取組が遅れている後発開発途上国のラオスは、早稲田大学世界電子政府進捗
度ランキングの対象外となっているが、筆者は、このランキングの調査における調査スタッ
フとして参加していた。このことをふまえて、本研究では、早稲田大学電子政府・自治体研
究所の世界電子政府進捗度ランキング調査における評価手法を用いて、ラオスにおける電
子政府の取組を評価する。2017年の調査結果と 2016 年度の早稲田大学電子政府・自治体研
究所の世界電子政府進捗度ランキング調査結果の各調査項目を比較し、表 4-8 に示す。 
表 4-8に示すように、ラオスにおける電子政府の評価結果は、10の評価指標の合計では、
100点中 18.7という低い結果であった。2016年度早稲田大学電子政府・自治体研究所の世
界電子政府進捗度ランキングでは、シンガポールが 91.0のトップで、最下ランクのナイジ
ェリアが 35.0であった。世界の電子政府の最新の進捗度評価に関して正確、且つ公平な結
果を得ることができる早稲田大学電子政府・自治体研究所の世界電子政府進捗度ランキン
グ調査については、電子政府発展が遅れているラオスのような後発開発途上国に対する評
価では、低い結果が得られた。次に各評価指標における分析について述べる。 
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表４-8 早稲田大学世界電子政府進捗度ランキング調査手法を用いて、ラオス評価 
10 調査大項目 ラオスの点数
（満点） 
2016調査での最大点
（国） 
1.ネットワーク・インフラの充実度 1.1 （10） 7.9 （デンマーク） 
2.行財政改革への貢献度、行政管理の最適化 3.2 （12） 11.8 （デンマーク） 
3.各種オンライン・アプリケーション・サービ
スの進捗度 
3.5 （12） 11.3 （米国） 
4.ホームページ、ポータル・サイトの利便性 4.1 （ 8） 7.4 （米国） 
5.行政 CIOの活躍度 0.9 （10） 9.8 （シンガポール） 
6.電子政府の戦略・振興策 1.3 （10） 9.7 （シンガポール） 
7.ICTによる市民の行政参加の充実度 2.5 （10） 9.8 （米国） 
8.オープン・ガバメント 0.5 （10） 9.6 （米国） 
9.サイバー・セキュリティ 1.2 （10） 9.8 （シンガポール） 
10.先端 ICT（クラウド、IoT、ビックデータ）
の利活用度 
0.0 （8） 7.9 （韓国） 
合計 18.7（100） 91.0 （シンガポール） 
出典：早稲田大学電子政府・自治体研究所（2016）調査手法を用いて筆者が評価した結果 
第１項 ネットワーク・インフラの充実度 
国際電気通信連合の「Measuring the Information Society Report 2016 の Use 
indicators」のデータによる「ネットワーク・インフラの充実度」調査手法を用いて評価し
た結果、ラオスは 10点中 1.1という低い結果であった。また、その内訳としては、「個人イ
ンターネット利用率（3 か月以内にインターネットを利用した個人の割合）：18.2%、固定ブ
ロードバンド契約率（人口 100人当たりの固定ブロードバンド）：0.5%、無線ブロードバン
ド契約率（人口 100人当たりの無線ブロードバンド）：14.2%」であった。また、ラオスの電
子政府フェーズ 1 では、全国光ファイバー網構築やビエンチャン首都内の政府機関向けの
無線 WiMAX網の構築を実施したにも関わらず、影響を与えなかった。これらのことは、ネッ
トワーク・インフラが有効に利用されていないのではない、又はインフラ整備の維持にかか
るコストやリソース資源に問題があると考えられる。さらに、2008年からの 3G サービス、
2011年からの LTE/4Gサービスが利用可能となり、電話会社の価格競争は激しさを増してお
り、3G モバイルによるインターネット利用料が比較的安く抑えられているが、2015年に発
行された「電気通信競争（電話）に関する MPT大臣令」以降、急に下げた電話料金やインタ
ーネット使用料金が一律化されたことによって、2016 年以降のインターネット普及に大き
く影響を及ぼした。 
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国連の TII によれば、ラオスの TII は TII 平均との差がまだ大きいため、ラオスの電子
政府を利用するために必要とするインフラは、世界平均に達成していない。これらの評価結
果によれば、ラオスの電子政府フェーズ 1では、全国的な光ファイバー網構築やビエンチャ
ン首都内の政府機関向けの無線 WiMAX網の構築を実施したにも関わらず、TIIに大きく影響
を与えなかったことを示しており、このことは、これらのネットワーク・インフラが有効的
に利用されていないのではないか、あるいはインフラ整備の維持にかかるコストやリソー
スに問題があるのか、あるいはこの電子政府フェーズ 1におけるシステム・ハードウェアを
ラオス政府側に引き渡す計画がスムーズにできなかったのか、と考えることができよう。 
また、第 3章 第 2節 第 3項で述べたように、電子政府に対する認識調査の結果では、
電子政府の利用に関する課題に対して、「インターネットが遅い」が回答者の約 7割、「お
金がかかる」が 2割近いという回答を得た。これは、ラオスの電子政府の利用促進のため
には、インフラ整備をもっとも重要な課題として認識しなければならないということを示
している。一方、第 1章 第 5節 第 2項で述べたように、2008年から 3G サービスが、
2011年から LTE/4Gサービスが利用可能となり、電話会社の価格競争は激しさを増してお
り、3G モバイルによるインターネット利用料が比較的安く抑えられているため、インタ
ーネット利用が増えてきた。しかし、電話会社を管理している MPTは、電話会社の価格競
争によって、郵便電気通信分野の国家歳入を減らすことはできないため、大臣法令や ICT
利用管理の法令を執行している。そのため、ICT利用促進を抑えてしまうと考えられる。 
第２項 行財政改革への貢献度、行政管理の最適化 
「行財政改革への貢献度、行政管理の最適化」調査手法を用いて、ラオスにおける電子
政府の最適化の状況について調査した。ラオスの「行政管理の最適化」指標は 12 点中 3.2
という低い結果であった。これは、欧州連合と世界銀行の支援による GFIS や FMIS が開発
されていることによって、行財政改革への貢献度が評価された。 
一方、諸外国による支援によって 2003年からラオスの電子政府の取組を実施してきたに
も関わらず、この評価によってラオスの電子政府の取組に伴う行政業務プロセスの変化に
対応したシステムの最適化が十分に行われていないことが言える。また、行政内部プロセス
を改善する統合エンタープライズアーキテクチャー・モデルの策定については実施にも至
っておらず、電子政府を進めている機関において、電子政府の取組にどの程度効果があった
のかを判断する評価手段がなかった。さらに、インタビュー調査によれば、電子政府があま
り利用されていない理由は、「ラオスの行政業務プロセスでは紙ベースが多く、ICT を理解
して活用できる人が少ないこと」や、「紙ベースであるためにシステムに慣れておらず、業
務が二重化して負担が増大したため、ICTの利用を止めたこと」であると考えられる。すな
わち、行政管理が最適化されておらず、業務変革によるチェンジマネジメントが実施されて
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いないために、政府職員が電子政府を利用するインセンティブをもたず、その結果電子政府
の利用率が低くなったためであると考えられる。 
第３項 各種オンライン・アプリケーション・サービスの進捗度 
「各種オンライン・アプリケーション・サービスの進捗度」評価指標では、「電子入札シ
ステム、電子納税システム、電子決算通貨システム、Eヘルス制度及びワンストップサービ
ス」に関して、オンラインサービス状況を測るために、サービスのレベル、セキュリティ及
び利便性について評価している。この指標の調査手法を用いて、2017年 4月 18日に時点の
調査結果を表 4-9に示す。ラオスの「各種オンライン・アプリケーション・サービスの進捗
度」指標は 12点中 3.5という低い結果を得た。また、この結果から、政府透明性に重要な
役割をになう電子入札システムがないことや、他のシステムでも、オンラインサービスとし
てではなく、それぞれの政府機関が情報公開するだけの、静的ホームページでしかないこと
がわかった。また、評価時にホームページにアクセスできない現象が続いた。この理由につ
いては、次の（4）ホームページの評価分析について述べる。 
総合的な評価結果として、ラオス政府から国民や企業に提供するオンラインサービスが
存在せず、ラオスの電子政府フェーズ 1で計画した「電子政府ポータルや政府運営用アプリ
ケーション、オンラインサービスのアプリケーション」が本当に開発されたのかという疑念
が生じる。 
表４-9 ラオス政府のオンラインサービス評価結果 
システム 評価内容 アドレス 
電子入札シス
テム 
存在しない。 存在しない 
電子納税シス
テム 
財務省国税局のホームページとして、静
的ホームページで情報ダウンロードの
み。SSL セキュリティの対策はない。 
http://www.tax.gov.la/ 
電子決算通貨
システム 
財務省関税局のホームページにアクセス
不可能。尚、ASYCUDAについては、イン
タビューの結果により、国民・企業に公
開しているのではなく、関税局のイント
ラネット上での使用。 
http://www.customs.gov.la/ 
Eヘルス制度 保健省のホームページにアクセス不可能。 http://www.moh.gov.la/ 
ワンストップ
サービス 
ナショナル・ポータルとして、静的ホー
ムページで情報ダウンロードのみ。SSL
セキュリティの対策はない。 
http://www.laogov.gov.la/ 
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出典：筆者が評価した結果 
第４項 ホームページ、ポータル・サイトの利便性 
「ホームページ、ポータル・サイトの利便性」調査手法を用いて、ラオスのナショナル・
ポータルである首相府のホームページ（http://www.laogov.gov.la/）に対して評価した結
果、8点中 4.1という中間的な結果を得た。また、この「ホームページ、ポータル・サイト
の利便性」調査手法を用いて、ラオスの中央政府 18 機関に、ラオスのナショナル・ポータ
ルである首相府のホームページ、国民議会、中央銀行を加えた全 21機関のホームページ状
況を調査した。 
評価は 8点満点であり、「5.0 以上：平均以上で、3つの観点ともバランスがとれており、
特に機能性観点が優れている」、「4.0-5.0：平均的、一般的なホームページで 3 つの観点と
もバランスがとれているか、又はどちらかの観点における点数が高い」と「4.0 未満：平均
以下で、ホームページの初期状態として、3つ観点における評価が低いか、又はどちらかの
観点における点数が高い」を意味する。また、第 1章 第 3節 第 2項で述べたように、情報
公開の観点、技術的観点、機能性観点といった 3 つの評価観点について、評価達成割合で
は、高 80%以上、中 40-79%、低 40%未満という分類する。 
2017年 4月 18日における調査結果を表 4-10に示す。この結果から、平均及び平均以上
となる評価点数が 4.0 以上になった機関は 7 機関（33%）となった。一方、評価点数が 4.0
未満になった機関は、10機関（48%）となった。これらのホームページは、それぞれの機関
における情報公開の段階で、検索機能や外国語ホームページといった機能がなく、技術的な
面でも一般的なレベルにとどまっている。また、評価点数が 5.0以上の機関は、司法省、工
業産業省と国民議会の 3機関（14%）のみで、これらのホームページは、ラオス国家におけ
る法制強化一連のプロジェクトの一環として、国民への法律・規定を公開するために諸外国
及び国際機関による支援で作られたホームページであった。さらに、以前ホームページが存
在したが、何らかの理由で評価時にホームページにアクセスできない機関が 4 機関（19%）
あった。ホームページにアクセスできない主な理由としては、ホームページのコンテンツを
格納するホスティング・サーバーをそれぞれ機関に独自に持っているために、IT インフラ
とセキュリティ対策の不十分さによって、ホームページが閉鎖されていることが考えられ
る。また、これらの政府機関はホームページを持つべきであるにも関わらず、ラオス政府機
関におけるホームページ普及が、まだ全体的にいき届いていないということである。 
総合的な評価結果として、ホームページを通して、ラオス政府機関における国民・企業
への情報公開は、まだ初期段階である。公開されている情報内容については、それぞれの機
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関における活動・一般的なニュース及び関連法制がほとんどであり、ホームページ、ポータ
ル・サイトの利便性としての技術的観点・機能性観点が低い。 
表４-10 ラオス政府機関のホームページ評価結果 
No ラオス中央政府
主な機関（各府
省） 
早稲田大学世界電子政府進捗度ランキ
ング調査の手法 
アドレス 
総合点数（最
大点 8.0） 
情報公開 技術的 機能性 
1 司法省 5.6 平均以上 高 高 中 http://www.moj.gov.la/ 
2 工業商業省 5.0 平均以上 高 中 中 http://www.moic.gov.la/ 
3 国民議会 5.0 平均以上 高 中 中 http://www.na.gov.la/ 
4 内務省 4.7 平均 高 中 低 http://www.moha.gov.la/ 
5 教育スポーツ省 4.6 平均 高 中 低 http://www.moe.gov.la/ 
6 ラオス中央銀行 4.2 平均 高 中 低 http://www.bol.gov.la/ 
7 首相府 4.1 平均 高 中 低 http://www.laogov.gov.la/ 
8 天然資源環境省 3.9 平均以下 中 中 低 http://www.monre.gov.la/ 
9 郵便電気通信省 3.9 平均以下 中 中 低 http://www.mpt.gov.la/ 
10 外務省 3.7 平均以下 中 中 低 http://www.mofa.gov.la/ 
11 科学技術省 3.7 平均以下 中 中 低 http://www.most.gov.la/ 
12 公共事業運輸省 3.7 平均以下 中 中 低 http://www.mpwt.gov.la/ 
13 国防省 3.5 平均以下 中 中 低 http://www.mod.gov.la/ 
14 計画投資省 3.5 平均以下 中 中 低 http://www.investlaos.gov.la/ 
15 農業森林省 3.1 平均以下 中 低 低 http://www.maf.gov.la/ 
16 公安省 3.0 平均以下 中 低 低 http://www.laosecurity.gov.la/ 
17 財務省 2.9 平均以下 中 低 低 http://www.mof.gov.la/ 
18 エネルギー鉱業省 評価時、ホームページアクセス不可能 http://www.mem.gov.la/ 
19 情報文化観光省 評価時、ホームページアクセス不可能 http://www.micat.gov.la/ 
20 保健省 評価時、ホームページアクセス不可能 http://www.moh.gov.la/ 
21 労働社会福祉省 評価時、ホームページアクセス不可能 http://www.molsw.gov.la/ 
出典：筆者が評価した結果 
第５項 行政 CIO の活躍度 
ラオスには、政府全体の ICT 政策を統括する政府 CIO が存在しない。各省庁には総務部
の ICT 担当する課長が存在しているが、殆どは他の業務と兼務している。ただし、現在は
MPT大臣が政府 CIOに相当するとみてよいだろう。 
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第６項 電子政府の戦略・振興策 
「電子政府の戦略・振興策」調査手法を用いたラオスにおける電子政府の最適化は、10
点中 1.3 という低い結果であった。この指標の調査手法では、ラオスの「ビジョン 2030、
社会経済開発戦略 10 カ年戦略 2016-2025、第 8 次国家社会経済開発計画 2016-2020」に応
じる ICT利用の拡大・効果向上とする電子政府の目標設定、LAO ICT EXPOにおける電子政
府の紹介イベント、ASEAN ICT Fundからの枠によって、ラオスを評価した。 
一方、ラオスでは、ICT システムや行政の ICT化における評価指標がなく、また、ベンチ
マーク対象も設定されていないことから、ICT政策がどのように進捗して、どのような目標
を目指すべきなのかという国家的なマネジメントが行なわれてこなかった。そのため、開発
されている ICTシステムはどのような改善するべきかと認識させるツールが必要である。 
電子政府ロードマップや電子政府アクションプランの策定が国際機関や諸外国からの支
援により行なわれても、設計・開発・運用という実施段階で多くの問題が生じていると考え
られる。また、電子政府フェーズ 1 が終了した後、2012 年から電子政府開発計画 （2013-
2020）のドラフト版の策定や電子政府フェーズ 2の計画が進行中であるが、電子政府フェー
ズ 1から学んだ経験は、MPT内のみで検討されている。さらに、ラオス政府の将来ビジョン
における ICT の重要性が明確化されておらず、ICT 政策について何も発行しなかったこと
や、ICT利用の振興があまり実施されないことと考えられる。 
第７項 ICTによる市民の行政参加の充実度 
ラオスは、国際機関や諸外国から資金的・技術的支援を受けて、それぞれの政府機関の
ホームページ上に行政情報を提供してきた。多くの政府機関のホームページは、基本的に組
織紹介、歴史、関連法制、活動ニュース、国際協力を含む構成となっている。これによって、
市民は、政府機関のホームページを通じて、政府の情報、法律、行政活動に関する情報にア
クセスすることができる。また、首相府のホームページには政府に対するメッセージを書き
込むフォームがある。ホームページを通して、ラオス政府機関における国民・企業への情報
公開は、まだ初期段階で、これらのホームページを通じた、ラオスにおける ICT による市民
の行政参加はまだ初期段階である。 
一方、先進国では、ソーシャル・ネットワーキング・サービス（Social Networking 
Service：SNS）を利用して民主化が促進されているが、後発開発途上国ではそれぞれの
国の状況によって、SNS普及や利用状況が異なっている。ラオスでは、3G モバイルによ
るインターネット利用料が比較的安く抑えられているため、代表的な SNS 一つである
Facebookの利用者が増えている。SNSは日常生活に欠かせないツールとなり、ラオス人は、
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家族・友人とのコミュニケーション・ツールとして、一日の出来事や、事件事故や、政府へ
の不安や社会の不公平などの話題のやりとりなどでよく利用している。特に注目されるの
は、これまでラオスでは主に政府機関が発信するニュースがほとんどだったのに対し、SNS
が新しい情報源になってきているという点である。SNSを介して、いわゆる公式発表だけで
なく、その裏側や、生々しい社会の課題に関する情報も国民の間で共有されるようになって
きている。これにより広い意味での情報公開が進みつつあるとも言える。一方で、SNS利用
における不十分な ICTリテラシーに起因するプライバシー問題や、国家・政府や企業の情報
漏洩などの問題も発生している。また、政府による国民とのコミュニケーションに SNSを活
用しようとする動きも出てきた。多くの政府機関では、Facebook のコメントを通じて収集
された課題・政府への要請に関し、全てではないものの、関心が高いものについては、政府
による対策が実施されたこともある。特に、Facebook 上の「Support Prime Minister 
Thongloun Sisoulith; https://www.facebook.com/ThonglounSISOULITH/」は、ラオス政府
のものであるとの公式な発表はないものの、ほぼ公式の Facebookページとして認知されて
いる。ここでは、多くの政府・社会の批判コメントが寄せられることもあるが、その問題が
解決されたケースも多くある。しかし、現時点で政府が SNSを利用して、民主化を促進する
公式な政治コミットメントは示されてはいない。 
第８項 オープン・ガバメント 
ラオス政府によるオープン・ガバメントに対する計画や政策はなかった。しかし、電子
行政オープン・データを支援・振興する法的対応については、監査法があることから、この
指標における 10点中 0.5という低い結果であった。 
第９項 サイバー・セキュリティ 
ラオスのサイバー・セキュリティ対策を担当している情報セキュリティンシデント管理
チーム（Lao Computer Emergency Response Team：LaoCERT）38は、2016年に ITUをはじめ、
日本の JPCERT・JICAからの支援・協力によって創立された。これは、近年、ラオス国内の
何れかのコンピュータを踏み台にして、他の国に攻撃が行なわれるリスクに対する対策の
重要性が高まったことによる。また、2015 年に MPT が初めて提案して施行された「サイバ
ー犯罪防止法」は、2014年の「インターネットとドメイン名の管理・利用法令」を拡張して
法律化したものである。これは、インターネット利用が急増しているラオス社会では、年ご
とにインターネットにおける犯罪が増えており、特に政府秘密情報の漏えい、政府への批判
コンテンツ、映像・写真の加工による人権侵害・誹謗中傷行為、SNS利用によるプライバシ
ー権侵害、インターネット利用による詐欺といったサイバー犯罪が年々に増えてきている
                            
38 https://www.laocert.gov.la/en/Page-1- 
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ことに対応するものである。しかし、国内のサイバー犯罪に関する取締例はまだなく、この
法律が実際に執行されていない、または技術的な課題でサイバー犯罪を取締することがで
きないのかもしれない。最近では、外国人、特に中国人によるハッキングやフィッシングや
コールセンターにおける詐欺行為に対して、ラオスをベースにしたインターネット犯罪集
団を逮捕するケースも出てきた39が、これは、中国による調査に基づいて、ラオスと中国の
警察が連携して逮捕できたケースがほとんどである。また、個人レベルのセキュリティ対策
も、他国と比べてもまだ低い状態である。海賊版ソフトウェアの利用によるリスク、ウイル
ス対策ソフト、USB使用リスクといった ITリテラシー初級教育レベルも達成できなかった。 
第１０項 先端 ICT（クラウド、IoT、ビックデータ）の利活用度 
ラオス政府におけるクラウド、IoT、ビッグデータの利活用は行なわれていない。また、
ラオス国内の ITサービス企業によるクラウド・IoT・ビッグデータの提供サービスも存在し
ていない。 
第６節 ラオスの電子政府の取組における課題と要因 
ラオスの電子政府の取組は 2003 年から韓国やインドや中国からの支援を受けて実施さ
れた。電子政府の実現として、2006年～2011年に電子政府フェーズ 1プロジェクトが行な
われた。このプロジェクトは、中国政府からの借款によって中国のアルカテル上海ベル社と
STEAにより共同開発されたものである。「電子政府ポータル、政府運営用アプリケーション、
国民向けアプリケーション」の開発計画や、電子政府のインフラとなる全国光ファイバー網
構築やビエンチャン首都内の政府機関向けの無線 WiMAX網の構築を実施された。 
また、ラオスの電子政府の取組は、国際機関や先進国や諸外国からの資金的・技術的支
援に頼り過ぎており、電子政府フェーズ 1の振興・維持にかかるコストやリソースに多くの
問題が生じている。すなわち、予算をハード面の充実に優先的に掛けた結果、ソフト面に対
する予算を確保できずに、ラオスの電子政府フェーズ 1のプロジェクトが完了し、開発した
中国企業からラオス政府に電子政府システムをスムーズに引き渡せないことによって、電
子政府がスムーズに運営できなくなった。これらの疑念を裏付けるように、国連の電子政府
ランキングでは、10 年間、ラオスのランキングは 147-156 位の間にとどまっており、ラン
キングの変動があまり大きくない。以下、ラオスの電子政府の取組に関する問題と要因をま
とめる。 
                            
39 http://www.xinhuanet.com/english/2018-01/12/c_136891603.htm 
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 ICTインフラの問題： 
ラオスの電子政府フェーズ 1 では、全国的な光ファイバー網構築やビエンチャン首
都内の政府機関向けの無線 WiMAX網の構築を実施したにも関わらず、この光ファイバー
網構における接続では、中央政府機関との接続は、2013 年は 44 ヶ所、2014 年は 22 ヶ
所、2015年は 2ヶ所だけしか残っていない。結果として、電子政府を支えるインフラ整
備の維持にかかるコストやリソースに問題が発生してしまった。また、3Gや LTE/4G モ
バイルによるインターネット利用料が比較的安く抑えられているが、2015年に発行され
た電気通信競争防止の政府政策によって、電話料金やインターネット使用料金が一律化
され、インターネットの普及にブレーキをかけてしまった。 
 電子政府インフラ整備の維持のための予算調達が困難。（第 4 章 第 1節、第 4章 
第 5節 第 1 項、第 5章 第 2 節 第 4 項） 
 過去に構築された電子政府システムのインフラが上手く活用できていない。（第
4 章 第 4 節） 
 政府がインターネット普及を踏まえた ICT 振興を行ってこなかった。（第 4 章 
第 2節 第 3 項） 
 政府のビジョンにおける ICTの重要性が低い： 
ラオスでは今まで ICT に対するビジョンが明確ではなかったため、ラオスの電子政
府振興としての政策・戦略・法制度が十分に整備されていなかった。一方、ラオス人民
革命党の第 10回全国代表者大会で承認された「ビジョン 2030」、「社会経済開発戦略 10
カ年戦略 2016-2025」、「第 8次国家社会経済開発計画 2016-2020」の「公共ガバナンスと
管理の有効性を高める」の優先的な活動・事業では、「電子政府に関するプロジェクトや
規制の作成」が明記されている。このようにラオス政府は、第 8次国家社会経済開発計
画において、ICT 及び電子政府に対する明確な方針を定めているが、電子政府の実現に
対する具体的な政策・戦略計画はドラフトのままになっている状態である。 
 ラオス人民革命党の政治家・ラオス政府の高官レベルにおける ICT 知識・関心
が低い。（第 4章 第 2 節 第 1項、第 4章 第 3 節 第 2 項、第 5 章 第 2節 第 1項） 
 政府全体の ICT を統括する政府 CIO がいない。（第 4 章 第 2 節 第 1 項、第 4 章 
第 5節 第 5 項） 
 ICT政策空白の期間が長く続いた ICT政策の停滞： 
2009年に施行された国家 ICT方針から既に 10 年近くが経ったこともあり、これを再
度見直して新たな国家 ICT 方針を策定する時期に来ているはずである。また、現在 MPT
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内で議論している「国家 ICT マスタープラン 2016-2020 と国家 ICT 開発戦略 2016-2020
のドラフト版」があるが、本来であれば、国家レベルの ICT政策を先に策定して、それ
ぞれの分野における ICT政策を策定すべきである。 
 政府組織編成や制度による ICT管轄が明確であり、ICT行政の二重化が続いた。
（第 4章 第 2節 第 1項） 
 MPT も MOST をはじめ、他の政府機関においても、ICT 政策の策定や推進のため
に、政策と ICTの両面で知識を持つ人員が不足。（第 4章 第 2節 第 2項、第 4
章 第 2 節 第 3項） 
 電子政府の取組振興の欠如： 
ラオスの ICT政策が遅れている中、電子政府の取組するための法的枠組・仕組である
法制、計画、戦略や、電子政府の推進活動の一環としての電子政府の実施振興が行われ
ずに、電子政府プロジェクト 1が実施された。しかし、外国からの高額借款で開発され
た電子政府フェーズ 1は十分に有効活用されていない結果となった。 
 電子政府に対する明確な政策・戦略・計画・制度がない。（第 4 章 第 1 節 第 1
項、第 4章 第 2節 第 2・3・4項、第 4章 第 3 節 第 2 項、第 4章 第 4 節、第 4章 
第 5節 第 2・6 項） 
 政府内での協調する仕組の欠如。（第 1 章 第 6節 第 1項） 
 政府職員の ICTリテラシーや電子政府に関連する知識・関心が低い。（第 4章 第
3 節 第 2 項、第 4章 第 3節 第 3項、第 4章 第 4節） 
 行政における ICT化の評価が行われていない。（第 4 章 第 5 節 第 2項） 
 ICT技術者・人材の不足： 
ICT振興には、ユーザの増加と ICTシステム開発者・ICTインフラ整備や機器 ICT産
業を担う技術者の供給が必要である。ラオスの ICTサービス産業は、発展の初期段階に
あり、周辺国に比べ市場規模も小さい。また、ICT人材を育成する国立大学やカレッジ・
専門学校の規模も小さく、人材の質にも多くの問題を抱えた。さらに、政府が外国教育
機関へ派遣して ICTを学んで卒業した者は、政府機関の ICT人材や ICT教員より高い給
料が得られるため、企業に流出している傾向がある。 
 ICT 産業のための政策や法制度が未整備で、振興策が不十分。（第 4章 第 2節 第
2・3項） 
 教育機関で育成された ICT 人材のスキルと ICT 関連企業や政府機関のニーズが
マッチしていない。（第 1章 第 5節 第 2 項、第 4章 第 4 節） 
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 支援のあり方や支援国との連携における問題： 
国際機関や諸外国における支援のあり方は多様であるため、連携が必要となる。ラオ
スの電子政府政策に関し、韓国やインドや中国からの支援を受けて、電子政府ロードマ
ップや電子政府アクションプランが策定された。そして、中国企業と電子政府フェーズ
1プロジェクトを共同開発した。これは、電子政府内で一貫性がある政策実行ができず、
それぞれ異なる外国から支援・協力を受けたことで、その連携性や継続性やラオスの政
府内間での協調がスムーズに運営できなかったのではない。もっとも、一つのドナーに
よってすべてをカバーすることは現実的ではないので、設定された戦略に基づき、各ド
ナーの適性を判断に、担当領域を選定していく必要がある。すなわちドナー間の連携が
重要な要素となり、お互いの連携を通して、概念図の中での役割分担の選定と確認支援
を行っていく必要がある。 
 支援国間の連携が不十分。（第 4章 第 1節 第 1 項、第 4章 第 2 節 第 1項） 
 外国からの圧力が強い。特に借款大国の中国からの圧力によって、ドナー主導
型プロジェクトが進められてしまう。（第 4 章 第 1節 第 1・3項） 
 支援国それぞれで ICT・電子政府に対する考え方が異なり、ラオスに合った適
用がなされていない。（第 4 章 第 1 節 第 1・3項） 
 ドナー主導型プロジェクトにおける問題： 
ドナー側は、支援される側の ICT市場の状況やレガシーシステムや人的資源を十分
に考慮せずに、ドナー側の独自標準化の技術を使用とする。ラオスにおける多くの ICT
プロジェクトもそれは例外ではない。ラオスの電子政府フェーズ 1プロジェクトの場
合については、ネットワーク機器とコンピューティング・サーバーの大半は、中国本
土からのアルカテル上海ベル社とレノボ社の製品を採用していた。当時、アルカテル
上海ベル社とレノボ社は、ラオスの販売チャネルとサービスのネットワークを認可し
ておらず、調達プロセスでは、中国市場専用の国内モデルが選択され、インストール
直後に厳しい保守や寿命の問題が発生した。特にプリンタ用の消耗品やデスクトップ
やサーバー用の交換部品をラオス国内から調達することは困難である。また、ラオス
国内の物流インフラが十分に発達できないため、地方自治体に置かれた機器における
保守整備には、時間とコストがかかってしまうという問題が起きた。（第 4章 第 1節 
第 1項） 
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第５章 ラオスの電子政府発展に対するアンケート調査の分析 
第 4 章で述べたラオスの電子政府の取組における課題と要因に対して、ラオスの電子政
府の発展のために、どのようなことを行うべき点について、第 3章 第 3節で述べた研究枠
を用い、ラオスの電子政府に関わる関係者に量的研究としてのアンケート調査を行う。 
第１節 アンケート集計方法 
本調査は、2017 年 9 月 15 日～2017 年 11月 14 日の 2か月期間、付録 3に示すようにア
ンケートを行った。その対象者は、第 5章 第 1節で述べたインタビュー対象者、前項で述
べたホームページ評価のラオス政府機関、ラオス政府における ICT プロジェクトに関わっ
ている専門家、局長・部長・課長クラス、リーダークラス、企業マネジャークラス、外国人
専門家、及び教育機関が挙げられる。また、ラオス政府の ICTプロジェクトや電子政府に関
する専門家やリーダー的な人といったリーダークラスや課長クラスや企業マネジャークラ
スや外国人専門家や企業の約 75名に対して、紙媒体配布や電子メールの電子媒体やオンラ
イン（https://fs29.formsite.com/bandaxay/eGovSurveyLao-English/）よる方法で、アン
ケートを送った。最終的に 64名から回答を得ることができ、データスクリーニングの結果、
56 名（回答者の 88%）のデータを用いた。回答中、オンラインでの回答は 64%であった。紙
媒体かメールでの回答は、改めてオンラインに登録して、全体的にはオンラインの回答ベー
スを用いた。 
第２節 アンケート調査結果・分析 
第１項 アンケートの回答者の全体象 
図 5-1 では、56 名の回答者の性別・年齢別・教育レベルの内訳を示す。回答者の 30 代
と 40代が全体の 75%を占めていることや、教育レベルは大学以上が 95％占めている。また、
図 5-2では、回答者の職業・所属先を示す。回答者は、半分以上がラオス政府であり、他に
は企業の経営者や外国企業の専門家や国際機関・諸外国機関の専門家やラオス国立大学の
ICT 教官である。郵便電気通信省をはじめ、ラオス政府 14 機関からの回答者、教育機関、
国内企業、諸外国機関、国際機関、外国企業で構成されている。さらに、図 5-3に回答者の
役職を示す。局長クラス（13%）と部長クラス（27%）と課長クラス（5%）を合わせると、マ
ネジメントクラスが回答者の半部近く 45%を占めている。一方、図 5-4では回答者がどのよ
うにラオス行政の ICT化と関わっているかを示す。このように、回答者の条件で、本研究の
仮説を検証するため、本アンケートの有効性があると考える。 
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図５-1 回答者の性別・年齢別・教育レベルの内訳 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
 
図５-2 回答者の職業・所属性 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
 
図５-3 回答者の役職 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
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第２項 ラオス政府のホームページの利用現状 
図 5-4で、ラオス政府のホームページの利用状態とそのホームページのでき具合を示す。
ラオス政府のホームページを利用していると回答した割合は約 8割である。また、ラオス政
府のホームページについて、「非常に良い」と「良い」の回答を合わせると、約 5割であっ
て、「普通」と回答した割合は 4割である。一方、図 5-5のように、「情報更新」が最も改善
すべき点として、次に「コンテンツ改善やパフォーマンス向上」という点がトップ 3の改善
するべき点となっている。その他に、「携帯電話向け、セキュリティ対策、情報多様化、ア
クセスの安定性」が挙げられる。 
 
図５-4 ラオス行政のホームページの利用状況 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
 
図５-5 ラオス行政のホームページの改善すべき点 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
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第３項 ラオスの電子政府フェーズ 1の利用現状 
図 5-6 で、ラオスの電子政府フェーズ 1 の利用を示す。利用していると回答した割合は
22%しか達していなく、公務員の割合も 16%という低い。これはラオス政府の高官レベルの
職員でもラオスの電子政府に対する関心が低いと言える。また、図 5-7のように、ラオスの
電子政府に対する改善すべき点を示す。そのトップ 3には、「電子政府の紹介促進、電子政
府に関する法制策定、インターネット及び行政内ネットワーク接続の改善」となり、次に「利
用目的に適合するシステム開発、電子政府の使用に関する研修、電子政府に関する計画・戦
略」が続いて、改善すべき点として挙げられた。その他に、「ユーザと制度の準備、政府職
員の ITリテラシー、セキュリティ対策、国民への宣伝」が挙げられている。 
 
図５-6 ラオスの電子政府フェーズ 1の利用 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
 
図５-7 ラオスの電子政府フェーズ 1の改善すべき点 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
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第４項 ラオス行政の ICT化及び電子政府の利用における課題 
次にラオス行政の ICT 化及び電子政府の利用における課題について調査した。図 5-8 の
ように、財政的課題として「電子政府メンテナンス・維持費、電子政府開発コスト」を回答
した割合が 8割以上になっている。財務的課題が二つ挙げられたことは、後発開発途上国に
おける電子政府の成功要因でもあり、障壁でもある資金を示す。特に国際機関や先進国や諸
外国からの資金的支援による開発コストより、そのシステムを運営するメンテナンス・維持
費が最も重要であることと言える。他、「官公庁へのインフラ導入、人件費、研修費」が挙
げられている。 
 
図５-8 ラオス行政の ICT化及び電子政府の利用における財政的課題 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
また、アクセス・利用の課題としては、図 5-9 のように、トップ 2 は「政府職員とユー
ザの ICTリテラシーが低い、電子政府における利益の意識が低い」となっている。他に、「ア
クセスチャネルの多様化、地方での ICTアクセスレベルの低さ」が挙げられている。 
図 5-10 のように、「統合システムの欠如、電子政府の技術基準の欠如」という 2 トップ
の技術的課題を示す。他に、「各省庁のビジネスシステムの欠如、PDCA取組の欠如、小さい
事業からの開発すべき」が挙げられている。電子政府の実現では、ワンストップサービスと
いった一括で複数の役所にまたがって行政届出や行政手続でも行うことができるサービス
を提供することが求められる。これを実現させるためには、既に実施されているサービスの
中で、複数の行政機関がサービスを統合化し共同で運営している統合システムが必要であ
る。ラオスの電子政府フェーズ 1では、統合システムの開発を計画しなかったのか、という
疑念をもたざるをえない。 
 161 
 
図５-9 ラオス行政の ICT化及び電子政府の利用におけるアクセス・利用の課題 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
 
図５-10 ラオス行政の ICT化及び電子政府の利用における技術的課題 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
また、法制・行政的課題としては、図 5-11 のように、「政府機関の調整の欠如、明確な
電子政府の法制がない」がトップ 2となっている。他に、「中央政府の指導の欠如、法制に
よる圧力」が挙げられている。電子政府の障壁である不十分な協調では、政府内間での協調
や電子政府サービスの提供に関する共通手続きおよび標準についての政府省庁間での合意
と導入の失敗という事例が挙げられた。これは本調査の「政府機関の調整の欠如」に該当し、
ラオスの電子政府は STEA により開発されていたが、その後の運営段階では、MPT に所管さ
れたことで、引き渡しの調整に問題があった。 
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さらに、図 5-12のように、「ICT人材不足、国内 ICT産業振興の欠如」が、人的資源の課
題としての 2 トップとなっている。他と回答に、「CIO 制度の欠如、内部人材の信頼性、外
国人の採用が多い、IT人材移動、外国専門からの技術移管の欠如」が挙げられる。ICT人材
不足の課題に関し、国立大学やカレッジ・専門学校を卒業する学生は年間 1000 人程度の 1
割程度が ICT 仕事に採用されているため、行政の ICT システムには外国人が採用されてい
たことが多いと回答者から指摘がある。また、外国専門からの技術移管がスムーズに実施さ
れていないのか、技術移管制度がないのか、という疑念の理由から、このような結果となっ
たことと考えられる。システム開発上の契約や国家システムの運営上の制約には、国内 ICT
人材を利用しない限り、この問題はまだ続いている。 
 
図５-11 ラオス行政の ICT化及び電子政府の利用における法制・行政的課題 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
 
図５-12 ラオス行政の ICT化及び電子政府の利用における人的資源の課題 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
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第３節 ラオスの電子政府発展における優先的に行うべき点 
本研究の研究枠組に応じて、今後、ラオスの電子政府を発展させることに関し、最も優
先的に行うべき点について意見調査を行った。その結果、表 5-1に示すように、「政治的
なリーダーシップ、電子政府に関連する法制・政策・計画の整備、電子政府の取組振興、
政府のホームページ・オンラインサービスの整備、電子政府のインフラ整備」のカテゴリ
毎に対する内容の回答割合を示す。全体的にみると、電子政府のインフラ整備の「I2：官
民と市民が共同利用できる国のバックボーンネットワークを構築すること」と電子政府の
利活用促進の「P9：中央レベルと地方レベルでの電子政府実施ランキングを調査するこ
と」以外、「同意」と回答した割合が 9割以上となっていることがわかった。「P9：中央レ
ベルと地方レベルでの電子政府実施ランキングを調査すること」に関し、同意の回答割合
が 80%となり、「わからないと同意しない」の回答割合が 20%となっている。 
また、図 5-13のように、ラオスの電子政府発展における優先的に行うべき点に対し
て、ソフト面「電子政府に関連する法制・政策・計画の整備」が最も高く 99%の同意が得
られた。そのほかに提示した、優先的に行うべき点事項についても、94%以上の同意が得
られた。このことから、ハード面・ソフト面を両輪として充実させることで、ラオスの電
子政府構築成功の鍵になるという共通認識が確認されたと言えるだろう。 
表５-1 ラオスの電子政府発展における優先的に行うべき点 
No 内容 非常に
同意 
同意 わから
ない 
同意し
ない 
全く同意
しない 
電子政府のインフラ整備（n=56） 
I1 政府機関を結ぶ電子政府の WAN-LANを開発するこ
と 
61% 38% 0% 2% 0% 
I2 官民と市民が共同利用できる国のバックボーンネ
ットワークを構築すること 
43% 46% 4% 5% 2% 
I3 民間と市民が電子政府にアクセスして利用するこ
とができるさまざまなチャネルを構築すること 
55% 39% 4% 2% 0% 
ホームページ・オンラインサービスの整備（n=56） 
O1 政府情報を電子形式で公開させるオンライン公開
を構築すること 
59% 36% 5% 0% 0% 
O2 すべての利害関係者に安全かつ有用な情報を提供
することに重点を置く政府機関のホームページ開
発の標準化を実施すること 
63% 37% 0% 0% 0% 
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O3 システム中心のアプローチではなく、市民中心
（ユーザ中心）のサービスに重点を置くオンライ
ンサービスを開発すること 
48% 45% 5% 2% 0% 
電子政府の取組振興（n=56） 
U1 電子政府の計画と実施を指揮・監督する委員会又
は専任組織を設立すること（政府 CIO） 
36% 61% 2% 2% 0% 
U2 電子政府の開発と利用のための政府機関間の調整
メカニズムを確立すること 
50% 50% 0% 0% 0% 
U3 電子政府に関連する政府機関のシステムを統合す
るための基準（メタデータ標準）を確立すること 
52% 46% 2% 0% 0% 
U4 電子政府に伴う変革に対するチェンジマネジメン
トにおける計画策定・実施対策を行うこと 
43% 55% 2% 0% 0% 
U5 電子政府の重要性の理解と認識を促進する仕組を
確立すること 
50% 50% 0% 0% 0% 
U6 電子政府利用者の ICT リテラシーを向上させる教
育を実施すること 
54% 46% 0% 0% 0% 
U7 電子政府の活用促進と電子政府利用に関するトレ
ーニングの仕組を確立すること 
48% 52% 0% 0% 0% 
U8 電子政府実施の評価システムを成立すること 48% 52% 0% 0% 0% 
U9 中央レベルと地方レベルでの電子政府実施ランキ
ングを調査すること 
36% 45% 16% 4% 0% 
電子政府に関連する法制・政策・計画の整備 （n=56） 
L1 定期的に国家社会経済開発計画に対応する ICT政
策、戦略計画、マスタープラン、実施計画を策定
すること 
63% 38% 0% 0% 0% 
L2 定期的に国家社会経済開発計画や上記の ICT政
策・計画に対応する電子政府政策、戦略計画、マ
スタープラン、実施計画を策定すること 
57% 43% 0% 0% 0% 
L3 電子政府を実施し、電子政府の利用を促進する法
律・法令を制定すること 
57% 41% 2% 0% 0% 
L4 電子政府に関連する法律・法令を改正・制定する
こと（行政法、情報法、セキュリティ法等） 
55% 41% 4% 0% 0% 
政治的なリーダーシップ（n=56） 
P1 ICTと電子政府に対する政府高官が表明される期待
とビジョンがあること 
61% 34% 5% 0% 0% 
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P2 ICTと電子政府に対する政治的コミットメントがあ
ること 
54% 41% 5% 0% 0% 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
 
図５-13 ラオスの電子政府発展における優先的に行うべき点（n=56） 
出典：アンケート結果により、筆者作成 
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第６章 研究結果 
本研究では、後発開発途上国ラオスを事例として、ラオスにおける電子政府の状況及び
課題を分析した上で、電子政府の取組について評価し、ラオスの電子政府を促進させる要因
を考察した。 
本研究では、電子政府は政府の有効性に影響を与えるかどうかについて、世界銀行の世
界ガバナンス指標（2008・2010・2012・2014・2016 年 5 回分）と国連の電子政府ランキン
グ（2008・2010・2012・2014・2016 年 5 回分）の 193 ヶ国のデータを二次データとして用
いて、電子政府開発と政府の有効性の相関を調べた。調査した結果、先進国 36ヶ国 （図 3-
1）は「決定係数 R2 = 0.511；0.7 ＜ 相関係数|R| = 0.715 ≦ 1.0」と強い相関関係を持
ち、後発開発途上国 47 ヶ国（図 3-2）は「決定係数 R2 = 0.226；0.4 ＜ 相関係数|R| = 
0.475 ＜ 0.7」という弱い相関関係を持つことがわかった。「電子政府の実現」は「政府の
有効性」に強い関係をもち、「電子政府の実現」が向上されれば、「政府の有効性」が高くな
ることがわかった。 
次に途上国（Developing Countries）に関し、電子政府の取組段階の「政策・戦略策定
段階、開発段階、運営・モニタリング段階」における障壁について、「第 11回国際 CIO学会
総会」に出席した教員や電子政府の専門家に対し、アンケート調査を行った。調査結果より、
それぞれの電子政府の取組段階に与える障壁の順位が異なることがわかった。それは、政
策・戦略策定段階のトップ 3に「規制、不十分な協調、リーダーシップの失敗」、開発段階
のトップ 3に「不十分な技術的設計、インフラ、不十分な協調および財務阻害」、運営・モ
ニタリング段階のトップ 3に「デジタルデバイド、職場や組織の硬直性、信頼の欠如および
ICTリテラシー」がランクインしたのである。電子政府の取組における PDCAサイクルには、
これらの障壁を考慮して、十分に機能することが求められる。また、電子政府の障壁の一つ
である「不十分な協調」が、3段階ともトップ 5にランクインしている。これは、行政間に
おける協調と調整がうまく行かない場合には、その電子政府の促進をひきとめるという役
割になり得る。 
ラオスの ICTや電子政府の発展について、国際機関が発表している国際指標を用いて分
析を行った。分析した結果によると、「国連の電子政府ランキングでは、ラオスは 10 年間
（2005 年～2016 年）147-156 位の間にとどまっており、ランキングの変動があまり大きく
ないこと」や、「世界経済フォーラムのネットワーク成熟度ランキングについて見ると、2014
年からラオスが対象となり、過去 3年間（2014年～2016年）のランキングの変動は、139ヶ
国中の第 109位と 104位の間という下位ランクに属する評価結果」や、「国連の国際電気通
信連合の ICT開発ランキングでは、2011年は 122位に、2016年は 144位まで落ちた」とな
った。 
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また、ラオスにおける電子政府の取組は 2003年からスタートし、韓国政府の支援枠によ
る電子政府ロードマップやインド政府の支援による電子政府アクションプランといったソ
フト面が実施された。そして電子政府フェーズ 1は、中国政府からの借款によって 2006年
に中国のアルカテル上海ベル社と旧科学技術機構により共同開発されていた。この電子政
府フェーズ 1では、「全国光ファイバー網構築やビエンチャン首都内の政府機関向けの無線
WiMAX網の構築」や「各政府機関にハードウェア・ネットワーク機器の配備」といったハー
ド面を充実させていた。しかし、電子政府フェーズ 1のインフラ及びアプリケーションの使
用状況や評価についての報告が少なかったことからすると、これらのアプリケーションは
一般的には公開及び使用されておらず、ハード面のシステムが開発できても、ソフト面の実
施が継続的に充分に行わなかった結果、電子政府が有効的に活用されないままに終了した
可能性が高いという。 
本研究では、収集したさまざまな種類のデータが、単一の方法によらず、文献レビュー
や現状のデータ分析、及びインタビューの質的研究を加えて、指標による評価とアンケート
調査の分析といった量的研究の実施により、本研究の仮説を検証するために、仮説検証のプ
ロセスを二つの部分に分けて実施した。前者では、ラオスの行政における ICT化・電子政府
の現状を分析し、ラオスの電子政府における課題と要因を明かにした。すなわち、「ラオス
の電子政府プロジェクトでは、インフラ整備といったハード面やホームページ・アプリケー
ションといった目に見える部分を優先したことが原因で失敗した」ということを明らかに
した。後者では、明らかになった課題・要因に対して、どのようにすればラオスの電子政府
をよくなるのかということについて、提案策を実施し、アンケート調査ということを実施し
た。すなわち、「インフラ整備のハード面だけではなく、電子政府に関する法制・政策・計
画や取組振興や政治的なリーダーシップといったソフト面も充実させることができればラ
オスのような後発開発途上国の電子政府を発展に導くことができる」ということを検証し、
明らかにした。 
本研究では、ラオスの電子政府の取組に与えるハード面・ソフト面の要因として、「①イ
ンフラ、②ホームページ・オンラインサービス、③電子政府の取組振興、④法制・政策・計
画、⑤政治的なリーダーシップ」の 5つカテゴリに着目して、ラオスの電子政府の取組につ
いて分析を行った。その分析結果を以下にまとめる。 
 インフラ： 
ハード面に関し、ラオスの電子政府フェーズ 1では、全国的な光ファイバー網構築や
ビエンチャン首都内の政府機関向けの無線 WiMAX網の構築を実施したにも関わらず、こ
の光ファイバー網構における接続では、中央政府機関との接続は 2013年 44ヶ所に、2014
年 22 ヶ所に、2015 年 2 ヶ所までしか残っていない。電子政府フェーズ 1 におけるシス
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テム・ハードウェアをラオス政府側に引き渡す計画がスムーズにできなかったため、イ
ンフラ整備の維持にかかるコストやリソースに問題が発生してしまい、ネットワーク・
インフラが有効的に利用されていない。また、2008年から 3G サービスの利用を開始し、
2011 年から LTE/4G サービスが利用可能となり、電話料金やインターネット使用料金に
よる電話会社の価格競争がますます激しくなるため、「電気通信競争（電話）に関する MPT
大臣令」を施行した。しかし、2015年に発行された「電気通信競争（電話）に関する MPT
大臣令」以降、急に下げた電話料金やインターネット使用料金が一律化されたことによ
って、2016年以降のインターネット普及に大きく影響を及ぼした。 
また、中国からの借款による電子政府フェーズ 1 の実現では、ラオス国内の ICT 市
場の状況や、人的資源を十分に考慮せずに、各政府機関にハードウェア・ネットワーク
機器を配備したが、それらの機器は、中国本土から送ってきたアルカテル上海ベル社と
レノボ社の機器であった。当時はラオス国内におけるこの二つメーカーの販売代理店や
サービス代理店がまだ認可されていなかった。機器調達プロセスは、中国市場専用の国
内モデルが選択され、機器のインストール直後に厳しい保守や寿命の問題が発生し、シ
ステムの保持ができない課題が生じた。 
一方、早稲田大学世界電子政府進捗度ランキング調査の「ネットワーク・インフラの
充実度」調査手法を用いて評価した結果、ラオスは 10 点中 1.1 という低い結果となっ
た。さらに、国連の電気通信インフラ指標の過去 10年間をみると、ラオスの電気通信イ
ンフラ指標は、2005 年 0.007から 2016年 0.1543へと約 0.146ポイント大きく（21倍）
上昇したが、平均より大きく下まっており、2016年では、平均と比べると約 4割しか上
がっていなかった。ラオスの電気通信インフラ指標は平均との差がまだ大きいため、ラ
オスの電子政府を利用するのに必要とするインフラは、まだ世界平均に達成していなか
った。 
 ホームページ・オンラインサービス： 
ラオスの電子政府フェーズ 1 におけるオンラインサービスの提供がなく、他の国際
機関の支援によって、通関システム（G2G）や原産地証明書発行システム（G2B）開発中
の国税電子申告・納税システムがあるが、まだ初期段階や公開されていなかった。 
また、早稲田大学世界電子政府進捗度ランキング調査の「ホームページ、ポータル・
サイトの利便性」調査手法を用いて評価した結果、ラオスは 8点中 4.1という中間的な
結果であった。ラオス政府機関における国民・企業へのオンラインでの情報公開がまだ
初期段階にとどまっていて、オンラインサービスとしてではなかった。公開されている
ホームページの情報内容については、それぞれの機関における活動・一般的なニュース
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及び関連法制がほとんどであり、ホームページ、ポータル・サイトの利便性としての技
術的観点・機能性観点がまだ低い。 
国際機関や諸外国から資金的・技術的支援を受けているにも関わらず、多くのプロ
ジェクトは、プロジェクト終了後にスムーズにラオス政府側に引き継がれておらず、
システムの保持のための課題が生じている。また、ラオス政府から国民や企業に提供
されるオンラインサービスがなく、ラオスの電子政府フェーズ 1で計画されたオンラ
インサービスも公開されなかった。そのため、ラオスの電子政府フェーズ 1 やラオス
の行政における ICTシステムのオンラインサービスの利用が効果的に得られなく、電
子政府フェーズ 1が終了した翌年 2012年における国連のオンラインサービス指標は
0.216ポイントとなったが、2014年は 0.142ポイントに下がった。2016年で 0.283ポ
イントに上がったが、まだ平均値と比べると約 6割しか上がっていないことがわかっ
た。また、国際電気通信連合の ICT開発指標における ICT利用指標では、ラオスの指
標は、平均より大きく下まわる状態で、2016年は 1.1ポイントであった。これは平均
（3.91）の 3割しか達成しないことがわかった。また、ラオス政府のホームページの
利用について、「ラオス政府のホームページの情報更新・コンテンツ改善・パフォーマ
ンス向上」といった点が改善するべき点としてラオスの行政における ICT化の関係者
から挙げられた。 
 電子政府の取組振興： 
早稲田大学世界電子政府進捗度ランキング調査の「行財政改革への貢献度、行政管理
の最適化」調査手法を用いたラオスにおける電子政府の最適化は、12点中 3.2 という低
い結果となった。この評価指標は行政内部プロセスを改善する統合エンタープライズア
ーキテクチャーや電子政府における最適化を評価するものである。しかし、ラオスでは、
諸外国からの支援によって策定された電子政府ロードマップや電子政府アクションプ
ランがあっても、行政管理が最適化されておらず、業務変革によるチェンジマネジメン
トが実施されていないので、政府職員が電子政府を利用するインセンティブをもたず、
その結果電子政府の利用率が低くなった。そのため、ラオスにおける電子政府の取組の
戦略や計画に、行政内部プロセスを改善する統合エンタープライズアーキテクチャーを
十分検討し、取り入れるべきである。すなわち、行政機関においては、エンタープライ
ズアーキテクチャーの手法を用いて各業務の過程を詳細に分析し、プロセス間の重複の
無駄を省くとともにこれまでの仕事のありかたを見直すための業務プロセス改革を進
めなければならない。また、電子政府を進行させるためのチェンジマネジメントでは、
簡素で効率的な電子政府の実現に向けて、行政の業務のあり方を見直し、業務処理の電
子化、共通化及びシステムの一元化による業務・システムの最適化を図らなければなら
ない。 
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電子政府の利用状況に関し、世界経済フォーラムのネットワーク成熟度指数を用い
て、ラオス政府における ICT利用状況の過去 3年間（2014年～2016年）の指数が 3.8ポ
イントから 3.56 そして 3.28 ポイントに下がっている。特に「8: 政府利用」の「8.01 
政府の将来ビジョンにおける ICT の重要性」と「8.03 政府による ICT 振興の達成度」
におけるラオスの指数は、下がる一方（4.50、4.20、3.93の順）で、2016年には平均値
（4 ポイント）より下（3.93ポイント）にまで下がった。これは、上記で述べたように、
ラオスでは ICT や電子政府における政策に対する課題がまだたくさん残っているため、
政府の将来ビジョンにおける ICT の重要性が明確化されずに、政府による ICT 振興の
姿勢が十分達成していないためである。また、電子政府や行政の ICTシステムの利用促
進に関し、「電子政府の紹介促進、電子政府に関する法制策定、インターネット及び行政
内ネットワーク接続の改善」といった改善すべき点がラオスの行政における ICT化の関
係者から挙げられた。この改善のために、ラオスの電子政府の取組の戦略・計画を確実
に進まなければならない。国民に利用させる電子政府が確実に実現できる政策を策定し
執行しなければならない。 
過去 10年間の国連の電子政府ランキングにおける人的資本指標について、平均値よ
り下まわる状態となっている。2010 年以降毎年 0.64 から 0.491 に下がる一方であるこ
ともわかった。国際電気通信連合の ICT開発指標における ICTスキル指標では、平均を
大きく下まわる状態で、2011年は 4.53ポイント、2016年 3.6ポイントに下がり、平均
の 6 割しか達成していなかった。これらの指標は、直接電子政府を利用する国民の一般
的な知識や能力を測定するのではなく、今後、電子政府を利用する国民に対して、情報
化社会における基礎リテラシーといった就学や識字を評価している。ラオスでは、ICTス
キルはまだ平均に達しておらず、他の後発開発途上国と同じように、ICT 人材に関して
まだ問題がある。 
また、電子政府フェーズ 1のメイン技術者は、アルカテル上海ベル社から派遣されて
システムを開発したが、電子政府フェーズ 1における人材育成については、インド政府
の支援によってインド大学で ICT技術者向けの修士課程の留学、電子政府技術者向けの
アルカテル上海ベル大学での短期研修や、実務者向けの国内研修センターでの研修を実
施する計画があった。しかし、研修生の ICT知識レベルが低いことで研修内容レベルを
変更したことや研修による高度知識を取得した卒業生が公務員に採用されなかったこ
とや、他の政府機関・企業への流出といった課題が生じた。 
さらに、ラオスの IT企業は小規模な企業であり、大型の ICTシステム開発は未経験
であり、エンジニアのレベルも高くないため、大型の ICTシステム開発といった政府の
システムの開発もできず、多くのシステムは海外に発注してきた。そのため、国内での
ICT 人材における ICT スキル育成ができず、産業界が求める実践的で高い ICT スキルを
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身に付けた人材の育成が困難である。電子政府に対する認識調査の結果では、電子政府
に関する認識度は、まだ一般的な知識で、電子政府を利用した経験があるからとは言え
ない。ICT 人材育成は、教育機関だけは十分に育てることは不可能で、行政や企業から
の協力がなければならない。ICT 人材育成は、教育機関以外のところで学ぶ実践的なス
キルをどのように取得させるかということについて、官民一体となった ICT 教育支援の
取組を明確にしなければならない。 
一方、電子政府が真の国民のためになるサービス提供のためには、評価システムが
必要であろう。業務指標を設置してその達成状況を逐次確認しながら、PDCA サイクル
を用いて、計画・実施・評価・改善のプロセスを行うことが求められる。一方、ラオ
スでは、ICTシステムや行政における ICT化における評価といったベンチマークや指標
やランキング存在せず、ICTに関わる統計的なレポートも少なかった。そのため、開発
されている ICTシステムはどのような改善をすべきか認識できるツールが必要であ
る。また、ICT関連の目標に対する評価の仕組として、行政制度や政策実施評価の他
に、行政における ICT 化の進捗状態や ICTシステムの利用における評価といったベン
チマークや指標やランキングが必要である。すなわち、ICT関連の目標に対する数字化
と可視化を図るために、行政の ICTシステムを評価するベンチマーク、行政のホーム
ページ・オンラインサービスを評価する指標や ICT利用における調査を作成し評価を
実施すべきである。そして、評価結果を公表しなければならない。 
 法制・政策・計画： 
ICT 政策としては、2009 年に閣議決定された「国家 ICT 方針」首相令が最新版であ
る。この国家 ICT方針が施行してから 10年近くが経ったので、これを見直して、新たな
国家 ICT方針を策定する時期に来ているはずである。また、第 8次国家社会経済開発計
画 2016-2020が計画している「地域の技術革新と科学技術、電気通信の利用を促進する」
や「公共ガバナンスと管理の有効性を高める」ということを実現するといった ICTマス
タープランやアクションプランや事業計画はまだ策定されておらず、2020年までには実
現できない。 
一方、「ビジョン 2030」に合わせた「国家 ICTマスタープラン 2016-2020」と「国家
ICT 開発戦略 2016-2020」のドラフト版が、郵便電気通信省内のみで検討されており、合
わせて「ビジョン 2030郵便電気通信分野の開発戦略 2016-2025」を策定している。これ
は国家 ICT方針ではなく、郵便電気通信分野のみの範囲で有効であるため、他の分野が
この方針に従うとは限らない。行政における ICT化の取組に熱心ではない省庁があるか
らといって、郵便電気通信省が「命令」をするわけにはいかないし、郵便電気通信省の
ICT 政策に関して、MPTは熱心に進めようとしているものの、他省がそれを取り入れる姿
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勢がなければ、結果的に ICT 政策が施行されない。そのため、中長的国家社会経済開発
計画との連携性がなかった ICT関連政策は、長期「ビジョン 2030」や中期「10カ年戦略
2016-2025」に対して、国家全体の ICTに対する方針・戦略・計画を作成する必要がある。
すなわち、明確的に ICT政策を国家社会経済開発計画と連携するロードマップが必要で
ある。国家社会経済開発計画に含まれる目標を実現させるための ICTマスタープランや
より細かいアクションプランや事業計画を継続的に策定すべきである。 
ICT 関連法律・規定に関しては、2012 年以前は電気通信法以外の法律はなかった。
2013年に科学技術省の提案で施行された「電子トランザクション法」の以外は、郵便電
気通信省が中心となって提案したものであり、特に 2015 年～2016 年の間に 9 つの ICT
関連の法律や首相令や省令が施行された。これは ICT管轄の二重化が解消されたという
背景に拠る。しかし、施行された多くの ICT関連法律・規定は、ICT産業の競争、ICTの
格差、インターネット上の府秘密情報の漏えいや、SNS における政府への批判といった
インターネット利用増加に伴うサイバー犯罪・事件に対して、ラオス政府がこれを管理
しようとする姿勢が見える。これは、ICT 利用促進を抑制してしまう可能性があるとい
う強い疑念を持ってしまう。 
また、インターネットや SNSの利用増加に伴うサイバー犯罪に対処する「サイバー犯
罪防止法」や「電子情報保護法」が施行されたが、これらの法律による国内のサイバー
犯罪に関する逮捕例がまだなかった。しかし、ラオスを基地とする外国人によるサイバ
ー犯罪を取締した事例はあった。一方、政府に対する情報公開や、行政に対する電子化
に伴う法律・法律改善といった電子政府の取組促進や、「電子商取引法・電子決済法」と
いった産業振興に関し、どのような法律を優先的に策定するのか、どのような内容を定
めるべきかについては、ICT 管轄の郵便電気通信省にとっては、大きいチャレンジにな
るに違いない。この悪循環で、ラオス政府における ICTプロジェクトは、諸外国や外国
企業に支援を頼ることになり、プロジェクトが完了した後には、国内企業や政府におけ
る運営の問題が生じることが多い。 
電子政府政策に関して述べると、2003 年から支援諸外国によって、電子政府ロード
マップや電子政府アクションプランが策定されてきている。電子政府フェーズ 1が終了
した後、2012年から電子政府開発計画 （2013-2020）のドラフト版の策定や電子政府フ
ェーズ 2の計画が進行中であるが、電子政府フェーズ 1から学んだ経験により、現在も
郵便電気通信省内のみでこれを検討されている。 
また、世界経済フォーラムのネットワーク成熟度ランキングにおける「A:環境」の「1：
政治及び規制に関する環境」の「1.02 ICT 関連法令」に関して、近年 3年間をみると、
2012 年に平均（3.9 ポイント）まで上昇（4.0 ポイント）したにも関わらず、その後、
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平均値を下まわり、続けて大きく下がっていく一方である（2016 年 3.3 ポイント）。こ
れは、上記に述べた ICT関連政策の策定の課題や、施行された多くの法制・政策・計画
があっても、ICT 利用促進に適合する政策がまだ十分ではないことや、実際に執行され
ていないという要因のため、評価が下がった。そのため、ラオスの「ビジョン 2030、社
会経済開発戦略 10カ年戦略 2016-2025、第 8次国家社会経済開発計画 2016-2020」に応
じることを意図した ICT利用の拡大・効果向上とする「電子政府、電子社会、電子商取
引」に対し、ICT 方針の改善や電子政府に関わる戦略・実施政策を最優先に策定すべき
である。 
 政治的なリーダーシップ： 
2011 年政府機関の再編以来、ICT 所管を担う郵便電気通信省と科学技術省の対立が
続いてきたことによって、ICT政策空白の期間が長く続いた。しかし、2016 年に施行さ
れた「情報通信技術法」の第 13章「情報通信技術の管理」 第 55条「情報通信技術を管
轄する機関」により、郵便電気通信省が ICT を直接管轄した。これによって、ICT 管轄
における郵便電気通信省と科学技術省の対立が終結すると考えられる。 
また、ラオスでは、政府全体の ICT 政策を統括する政府 CIO は存在しない。現在は
MPT 大臣が政府 CIO に相当するとみてよい。しかし、ラオスの独特な政治体制、すなわ
ちラオス人民革命党の一党支配の下で、ICT に関する知識を備えた政治家によるリーダ
ーシップを見せる必要があるため、ICT 分野専任的の大臣以上のクラスの役職に就く政
治家、又は首相の直下に置かれる CIOを置き、リーダーシップをとることが重要である。
また、電子政府サービスの提供とその業務の新しいあり方は、伝統的な政府の境界線と
なる「司法・行政・組織の境界線」を横断してしまうため、政府内間での協調や、中央
政府と地方自治体の間での協調が必要となる。すなわち、政府の電子行政推進に係る実
質的な権能を有する司令塔として、戦略の企画・立案・推進、政府全体の IT 投資の管理
の役割を担う政府 CIO 制度の導入が必要である。 
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第７章 結論 
第１節 結論 
本研究では、後発開発途上国の電子政府事情の一例として、ラオスの ICT 政策及び電子
政府の現状と課題を分析した。国連の電子政府ランキングでは、10年間（2005年～2016年）、
ラオスのランキングは 147-156位の間にとどまっている。この 10年間、電子政府ランキン
グが上がらなかったのは、ラオスの電子政府の取組がほとんど評価されていないというこ
とである。 
ラオスにおける電子政府関連の取組は 2003年からスタートし、当初、韓国政府の支援に
よる電子政府ロードマップやインド政府の支援による電子政府アクションプランの策定が
実施された。そして電子政府フェーズ 1として、中国政府からの借款によって 2006年に中
国のアルカテ上海ベル社が主導してプロジェクトが進められた。この電子政府フェーズ 1で
は、「電子政府ポータル、政府運営用アプリケーション、国民向けアプリケーション」とい
ったソフト面の開発まで行う計画だったが、実際には「全国光ファイバー網構築やビエンチ
ャン首都内の政府機関向けの無線 WiMAX網の構築、各政府機関にハードウェア・ネットワー
ク機器の配備」といったハード面の整備にとどまるものとなった。 
本研究では、ラオスの電子政府フェーズ 1 の取組に着目し、ラオスの行政における ICT
化と電子政府の取組について評価した。分析結果により、電子政府フェーズ 1プロジェクト
では、インフラ整備といったハード面やホームページ・アプリケーションといった表面的に
目に見える要素に偏っていたことで有効に利活用されるものができなかった。目に見える
形式的な要素だけでなく、本来何のために、どのような課題を解決し、電子政府が国家、国
民の未来を支えるものとするのか、といった国レベルでの意思を反映したソフト面の整備
が不十分であったため、失敗に終わったのである。ICTプロジェクトでは、ハード面だけが
導入されても、そもそもニーズや、利活用のための仕組みが無ければ、ただの器でしかなく、
そうした意味で、ラオスの電子政府フェーズ 1は、後発開発途上国が支援によって実施した
プロジェクトの代表的な失敗事例となってしまったのである。 
国際機関や諸外国から資金的・技術的支援によるプロジェクトでは、支援を行う機関や
国の意図や都合が反映されることが多く、被支援国側が受け身のままでは、単に押し付けら
れたシステムができてしまう。電子政府プロジェクトの成果物を使う被支援国政府とその
国民が、主体的に意思を盛り込む努力を行わなければ、結局は利用されない。無駄なものが
残るだけになってしまう。この問題を解決するアプローチとして、ハード面とソフト面を両
輪として整備していくアプローチが重要になると考える。 
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本研究では、ラオスの電子政府の取組に与えるハード面・ソフト面の要因として、「①イ
ンフラ、②ホームページ・オンラインサービス、③電子政府の取組振興、④法制・政策・計
画、⑤政治的なリーダーシップ」の 5つ要因のカテゴリに着目して、ラオスの電子政府の取
組について分析を行ったその結論を以下に述べる。 
 インフラ： 
電子政府における重要なハード面としては、まずはインフラが挙げられる。インフラ
は、電子政府を国民に普及させるためには非常に重要である。ラオスの電子政府フェー
ズ 1 では、全国的な光ファイバー網構築やビエンチャン首都内の政府機関向けの無線
WiMAX網の構築を実施していた。電子政府フェーズ 1のプロジェクトが終了した後から、
本格的に電子政府の利用されるはずだったが、電子政府フェーズ 1で構築された光ファ
イバー網は、2013年には 44箇所で政府中央機関と接続されていたものが、2015年には
2箇所としか接続されていない。また、2013年当初 200箇所設置された無線 WiMAXの接
続スポットは、翌年には利用が中止されている。政府機関遠隔会議システムも同様で、
2013年に 60拠点設置されたものの翌年には廃止されてしまっている。 
また、電子政府フェーズ 1の実現では、中国本土から送ってきたアルカテル上海ベル
社とレノボ社のハードウェア・ネットワーク機器を各政府機関に配備したが、それらの
機器は、中国市場専用の国内モデルであるため、プロジェクトの保守契約によって、機
器のインストール直後に厳しい保守や寿命の問題が発生し、システムの保持ができない
課題が生じた。これらは、ハード面が開発されても、ソフト面の整備が不十分によって
利用がされていないことや、電子政府フェーズ 1のインフラ整備の維持にかかるコスト
やリソースといった問題が生じていると言える。 
 ホームページ・オンラインサービス： 
政府が提供しているオンラインサービスといった電子政府の代表的なサービスや、
行政が提供するホームページといったオンライン情報提供は、行政における ICT化には
重要な役割を果たす。しかしながら、ラオス政府機関による国民・企業へのオンライン
での情報公開はまだ初期段階にとどまっており、オンラインサービスというより、静的
ページによる情報公開が各機関によって個別に行われていることが多い。現実的には、
静的ホームページの情報公開のレベルでも、情報の更新やコンテンツの改善を実施する
人員やそのためのコスト上の課題がある。ラオスの電子政府フェーズ 1で計画されたオ
ンラインサービスは構築されなかったか、もしくは構築されたものの公開されなかった
ため、オンラインサービスと呼べるものはほとんど提供されていない。 
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 電子政府の取組振興： 
後発開発途上国における電子政府の取組があまり進んでいない理由としては電子政
府のシステムが開発されても、その利用促進が行わないことで、有効なかたちで利用さ
れることなく、プロジェクトが終了してしまうことが挙げられる。ラオスでは、電子政
府システムの構築に伴った行政の組織や業務の最適化が行われず、政府職員が電子政府
を利用する動機づけも与えられなかった。そのため、電子政府の利用が進まなかったと
考えられる。 
一方、ラオスの ICT 業界は未成熟なため、大型の ICTシステム開発ができる企業もほ
とんどなく、エンジニアのレベルも高くない。これまで多くのシステムを海外に発注し
てきたために、国内で ICTスキルを持った人材育成ができていない。ラオスの ICTスキ
ルは、国際的な平均を大きく下回る状態となっている。加えて、ラオスでは ICT化の評
価やベンチマーキングが行われることもなく、ICT に関わる統計的なレポートもほとん
どなかったので、ICT プロジェクトを評価するための、人的資源も方法論も不足してい
る。 
 法制・政策・計画： 
ラオスの国家 ICT 方針は 2009年に施行されてから、10年近くが経ったので、これを
見直して、新たな国家 ICT 方針を策定する時期に来ているはずである。しかし、ICT 管
轄の二重化が続いていたことや、最近 ICTを直接管轄することになった MPT が政策を策
定する人員やコスト上の課題を多く抱えていることで、新たな国家 ICT方針が作成でき
ないと考えられる。 
また、「ビジョン 2030」に合わせた「国家 ICTマスタープラン 2016-2020」と「国家
ICT 開発戦略 2016-2020」のドラフト版や電子政府開発計画 （2013-2020）のドラフト版
が、MPT 内のみで検討されているが、政府からの承認がまだされていない状態が続いて
いる。これは、電子政府フェーズ 1が不調に終わった結果を受けて、電子政府に対する
慎重姿勢が高まっているためでもある。しかし、2016年に施行された「情報通信技術法」
で、ICT の所管官庁が MPT に定められたことを受けて、ICT に関連する政策や法律を策
定していこうという動きが見られる。 
 政治的なリーダーシップ： 
電子政府プロジェクトの開始、導入、推進、維持といった段階において、リーダーシ
ップの発揮が求められるが、ラオスでは、政府全体の ICT政策を統括する政府 CIOは存
在しない。また、ラオスでは今まで ICTに対するビジョンが明確ではなかったため、ラ
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オスの電子政府の取組振興としての政策・戦略・法制度が十分に整備されていなかった。
加えて、ICT 行政における MPT と MOST の対立が長く続いていたことで、ICT・電子政府
の政策策定、実行面での停滞が続いていた。一方、ラオスの独特な政治体制、つまり、
ラオス人民革命党の一党支配の下で、党の政策に ICTが含まれないと国の政策を執行す
る政府にとっての ICT の重要性も高くならない。今後、党がリードして、ICT 分野の方
針を明確にし、これを大臣より上のクラスの政治家が政策課題として取り扱っていくこ
とが求められる。 
以上、ラオスは、国際機関や諸外国から資金的・技術的支援を受けていることによって、
行政における ICT 化や電子政府の取組を進めてきた。しかし、多くの政府系 ICT プロジェ
クトや電子政府フェーズ 1プロジェクトでは、ハード面を中心にこれらを実施し、実際に利
用するソフト面の整備は十分に行われなかった。そのため、形式的なシステムが構築された
のみで、有効な利活用に結びつかない結果となっていると言える。本研究で、提案している
ラオスの電子政府の取組に与えるハード面「①インフラ」、とソフト面「②ホームページ・
オンラインサービス、③電子政府の取組振興、④法制・政策・計画、⑤政治的なリーダーシ
ップ」に関する改善点について、ラオス政府の ICTプロジェクトや電子政府に関する専門家
やリーダー的な人といったリーダークラスや課長クラスや企業マネジャークラスや外国人
専門家にアンケート調査を行った。ラオス政府 14機関、教育機関、国内企業、諸外国機関、
国際機関、外国企業の 56名からの回答は、提案したハード面・ソフト面の 5つカテゴリに
対する同意が 94%以上という結果であった。これは、ハード面・ソフト面の両面を充実して
行うことによって、ラオスの電子政府が促進されて、成功につながるという結論を得た。 
第２節 提言 
 ラオスの電子政府政策： 
ラオスでは、行政における ICT 化及び ICT システムの導入に関し、国際機関や先進国や
諸外国からの資金的・技術的支援により、ハード面を中心に行われているケースが多いとい
うことが本研究によりわかった。また、それぞれのシステムは、支援諸外国、国際機関、各
政府機関によって、ばらばらに施行されてきたため、連携性や統一性がなかったし、各分野
における政府の境界線となる「司法・行政・組織の境界線」を横断できる電子政府という役
割を果たせなかったことで、ラオスの電子政府に対してより慎重な姿勢が高まっている。さ
らに、ラオスでは、行政で ICTを使っているレガシーシステムが少ないことで、先進国・新
興国が進めている先進的な電子政府システム・技術を導入する傾向にあるため、これらの
ICTシステムを有効的に利用しているとは言えない。 
そこで、ラオスの電子政府の取組を促進させるために、以下に提言を挙げる。 
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・行政の文書について、文書の原本性、セキュリティを確保しつつ、ペーパーレス化の
ための業務改革を実施し、行政主体間における情報の収集・伝達・共有・処理を電
子化し、公開する。これらの行政情報の公開を支援する制度・法制を整備する。 
・電子政府に対する認識・知識の向上や ICTリテラシー向上に関し、電子政府の提供
者・受領者の ICT 教育を実施する。 
・国家戦略「ビジョン 2030」に合わせた国家 ICT方針・電子政府政策が含まれている
国家 ICTマスタープランや国家 ICT開発戦略を策定し、執行段階に移す。 
・政府 CIO制度を導入、その役割を明確化する。 
 後発開発途上国の電子政府： 
後発開発途上国では、ICT インフラといったハード面の支援を優先的に受けられる。特
に ICT分野では、情報通信基盤の整備・ネットワーク化の支援が多い。一方、ICT利用振興
を促進する政策立案、法整備支援、サイバー犯罪防止・対策のソフト面では、それぞれの国
のニーズに沿った協力を行うことが優先である。次必要とする ICTシステムの設計・開発を
資金的・技術的支援を行うと共に、ICT を導入するためには、ICT 技術者の育成と同時に、
ICT 利用振興に必要な政策の立案や ICT を取り込んだ開発計画を策定する政策担当者の育
成が不可欠で、ICT人材育成に支援・協力する。 
後発開発途上国では、ハード面を中心とする ICT インフラの整備は援助国からの開発援
助資金に頼るだけでは、最適な ICTインフラの導入は難しい。ICTインフラが整備されてい
ない場合、整備には長期間を要することから、電子政府を構築する初期の段階からソフト面
としてデジタルデバイドの解消も視野に入れて、計画的に通信設備の ICT インフラを整備
する必要がある。 
また、後発開発途上国においては電子のコンテンツがそれほど豊富ではないため、オン
ラインサービスを利用しようとする国民や企業も少ない。これらの問題を解決するには、ま
ず行政情報を電子化し、インターネットで公開して ICT の活用促進を図ることが重要であ
る。そのために、整備されている政府 WAN・LANやインターネットプロバイダーを介してホ
ームページを開設し、政府白書、統計情報、その他中央官庁の活動広報・ 各種情報、地域
情報、健康医療情報、生活情報、観光・イベント情報を公開・発信する。このように広く行
政情報を公開することにより、行政の透明性が向上される。 
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さらに、行政管理が最適化されておらず、業務変革によるチェンジマネジメントが実施
されていないために、政府職員が電子政府を利用するインセンティブをもたず、その結果電
子政府の利用率が低くなったと考えられる。電子政府を進行させるためのチェンジマネジ
メントは重要であり、簡素で効率的な電子政府の実現に向けて、行政の業務のあり方を見直
し、業務処理の電子化、共通化及びシステムの一元化による業務・システムの最適化を図ら
なければならない。 
 ラオスへの協力・支援における日本の役割： 
ラオスは、国連の持続可能な開発目標に向けて、2020年までに後発開発途上国から脱却
することを目指している。経済社会を発展するためには、先進国や国際機関からの支援が継
続されなければならない。外国からの ODAでは、日本からの ODAが一番で、現在は多くの青
年海外協力隊がラオスに派遣され、活動している。医療分野における ICTや、ICT人材育成
の分野では日本からの支援によって多くの成果を成り遂げた。しかし、本研究ではラオスで
は ICTの大規模プロジェクトは、支援国によって事業が進められることが多いとわかった。
今後、ラオスに対する ICT に関するハード面・ソフト面の支援・協力は、「政策・制度作り」、
「システム設計・開発」、「人材育成・利用促進」、「技術移管」の総合的な段階に対して行う
ことが求められる。 
第３節 今後の研究 
本研究では、後発開発途上国のひとつである「ラオス」を事例として、電子政府の状況、
及び課題を分析した上で、電子政府の取組について評価し、後発開発途上国の電子政府化を
促進させる要因を考察することを目的としている。ただし、ここではラオスを中心に調査分
析しており、他の後発開発途上国と比較や分析までの研究範囲は含まれていないが、特に注
目した、ラオスの電子政府フェーズ 1プロジェクトは、後発開発途上国の政府レベルでの電
子化の取り組みにおける典型的な問題点が集約されていると考えられる。本研究は、「ラオ
スの電子政府プロジェクトフェーズ 1 は、通信インフラといったハード面の整備やアプリ
ケーションといったソフト面の開発を中国企業と共同開発したが、政策・体制・制度、電子
政府利用促進、ICTリテラシー向上、人材育成といったソフト面が実施されなかったことに
よって、充分な成果を上げることができなかったのではないか。」という仮説からスタート
しており、そのため電子政府プロジェクトフェーズ 1の研究に範囲が限定されている。 
本研究に関連して、これを他の後発開発途上国における電子政府に関する研究として幅
広く展開するために、今後の研究として期待されるものとして以下を挙げる。 
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・第 4章 第 1 節 「事例研究による行政 ICT化・電子政府の現状分析」で取り上げた ICT
関連プロジェクトは、国際機関や諸外国から資金的・技術的支援によって実施されて
いるため、今後本研究で取り上げた研究手法を用いて、どのようなプロジェクト成果
となるのか、また課題の要因は何かあるのかについて研究する。これによって、ICT
分野の国際支援における「支援する側」と「支援される側」のギャップにおける失敗
要因がより明らかになり、両サイドで連携した有効な支援のありかたを明らかにする。 
・第 4 章 第 3 節「国際指標による ICT 開発・電子政府の現状分析」では、国連をはじ
め、国際機関が発表している電子政府の発展指標や ICT関連指標によって、ラオスの
電子政府の発展状況を分析した。他の後発開発途上国との比較研究によって、電子政
府が発展していない国と発展している国の間には、電子政府の取組にどのような違い
があるのかを識別し、電子政府の取組をより促進させる要因を明らかにすることがで
きるだろう。例えば、国連の電子政府の過去 10年間（2005-2016）の指標で大きくラ
ンキングを上げたバングラデシュ、ラオスと同じような状況にある ASEANのカンボジ
アやミャンマーとの比較に関する研究が挙げられる。 
・第 3 章 第 2 節 「事前検証」では、電子政府の発展と政府の有効性が相関関係を持っ
ていたことを統計的な分析を行った。その結果、国連の電子政府指標が上がれば、世
界銀行の世界ガバナンス指標の「政府の有効性」も上がることが分かった。世界銀行
の世界ガバナンス指標の「政府の有効性」では、公共サービスの質、政治的サービス
の質、政治的圧力からの自立度、政策の策定と実施の質、そしてそのような政策に対
する政府の信頼性を捉えているかどうか評価される。そのため、電子政府の実現は、
どのような要因で、どのような指標に影響を与えるのかに関する研究が行われること
を期待している。 
第４節 おわりに 
本稿では、後発開発途上国における電子政府の状況及び課題を分析した上で、電子政府
の取組について評価し、電子政府を促進させる要因を考察することを目的とした。そし
て、後発開発途上国の電子政府事情の一例として、ICT分野・電子政府に関する学術的な
研究論文が少ないラオスの ICT政策及び電子政府の現状と課題を調査した。本稿で取り上
げた分析結果は、今後ラオスにおける ICT政策・電子政府に関する研究に対して、参考文
献になると期待している。また、学術的研究によるラオスの電子政府に対する評価資料と
して、ラオスの電子政府の促進政策を実施させるものとして考えられる。 
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付録 
付録 1：ラオスの ICT政策及び電子政府の全体図 
 
出典：ラオス政府の郵便電気通信省の資料 
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付録 2：世界経済フォーラムのネットワーク成熟度指数の各指標（NRI） 
分類 項目 指標 
A:環境 
（18指
標） 
1：政治及び規制に関
する環境（9指標） 
1.01立法機関の効率性 
1.02 ICT 関連法令 
1.03司法の独立性 
1.04紛争調停における法的枠組みの効率性 
1.05規制に異議を申し立てる法的枠組みの効率性 
1.06知的財産の保護 
1.07ソフトウェアの違法コピー率 
1.08契約が発効するまでの手続きの数 
1.09契約が発効するまでの日時 
2：事業及びイノベー
ションに関する環境
（9指標） 
2.01最新技術の可用性 
2.02ベンチャーキャピタルの可用性 
2.03法定実効税率及び社会保障負担 
2.04事業を開始するために必要となる手続きの数 
2.05国内市場の競争の程度 
2.06大学および職業専門教育への就学率 
2.07ビジネススクールの質 
2.08政府による先端技術製品の調達 
B:準備 
（11指
標） 
3：インフラ及びデジ
タルコンテンツ（4指
標） 
3.01人口 1 人当たりの発電量 
3.02移動体通信網の人口カバレッジ 
3.03ユーザ 1人当たりの国際インターネット帯域 
3.04暗号技術を用いたインターネットサーバー 
4：安価な料金水準
（3指標） 
4.01プリペイド式移動体通信料金 
4.02通信速度 256kbpsでの固定ブロードバンド料
金 
4.03インターネット及び電話部門の競争指数 
5：技能（4指標） 5.01教育システムの質 
5.02数学及び科学教育の質 
5.03中等教育への就学率 
5.04成人識字率 
C:利用 
（16指
標） 
6：個人利用（7指
標） 
6.01移動電話加入率 
6.02インターネット利用者の人口比率 
6.03PC保有世帯比率 
6.04インターネット接続世帯の比率 
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6.05固定ブロードバンド加入率 
6.06モバイルブロードバンド加入率 
6.07ソーシャルネットワークの利用程度 
7：企業利用（6指
標） 
7.01企業レベルでの技術活用 
7.02イノベーションへのキャパシティ 
7.03人口 100万人当たりの特許出願数 
7.04企業間におけるインターネット利用の程度 
7.05企業・消費者間におけるインターネット利用
の程度 
7.06人材強化への投資 
8：政府利用（3指
標） 
8.01 政府の将来ビジョンにおける ICT の重要性 
8.02 国連の政府オンラインサービス 
8.03 政府による ICT 振興の達成度 
D:影響 
（8指標） 
9：経済的影響（4指
標） 
9.01 新サービスや新製品における ICT の影響 
9.02人口 100万人当たりの ICT分野特許出願数 
9.03事業組織に対する ICTの影響 
9.04知識集約的分野における雇用比率 
10：社会的影響（4指
標） 
10.01生活必需サービスに関する ICTの影響 
10.02学校でのインターネットアクセス状況 
10.03 ICT利用による行政の効率化 
10.04国連の電子政府市民参加指標 
出典：World Economic Forum 、FMMC研究員レポートの「世界経済フォーラム「ネットワーク成熟度指
数」に見る日本の ICT環境」 
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付録 3：電子政府における進行段階の障壁調査のアンケート質問（主な質問の抜粋） 
1. 途上国では、電子政府プロジェクトの失敗例がよく挙げられました。そこで、途上国
における電子政府の利用に対する障壁に関し、どんな要因がありますか？（複数選
択） 
電子政府の障壁 政策・戦略策
定段階 
開発段階 運営・モニタ
リング段階 
リーダーシップの失敗    
財務阻害    
デジタルデバイド    
不十分な協調    
職場と組織の硬直性    
信頼の欠如    
不十分な技術的設計    
ICT リテラシー    
規制    
インフラ    
 
2. 電子政府の取組の駆動力について、主要な要因は何がありますか？（複数選択） 
[  ] 政治  [  ] 経済  [  ] 社会・文化 
[  ] 規制  [  ] 技術  [  ] 環境 
[  ] 組織  [  ] 行政  その他:             
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付録 4：インタビューしたラオス政府機関一覧 
No 日程・時間：機関名 インタビュー者 担当システム 
1 2016/02/24・60分：郵便電気
通信省、電子政府センター 
Phonpasit Phissamay セン
ター長 
電子政府フェーズ 1
の開発・運営 
2 2016/2/16・30分：計画投資
省、国際協力局 
Aroungyadeth Rasphone部
長 
ODAデータベース管
理システム、Lao 
DECIDE Info 
3 2016/2/16・30分：計画投資
省、ラオス統計局、情報普及
部 
ViengKham Somsaard 部長 ラオス統計システム 
4 2016/2/23・30分：農業森林
省、科学技術研究所 
Thatheva Saphangthong所
長 
Lao DECIDE Info 
5,6 2016/2/23・25分& 
2016/2/25・40分：教育スポ
ーツ省、ICTセンター 
Phoukhaoka Sacklokham副
センター長、Salyphone 
Oudthajack係長 
高等学校の遠隔教育
システム 
7 2016/2/25・30分：工業商業
省、輸入輸出局 
Phoutsawanh Khounchantha
部長 
貿易ポータル 
8 2016/2/25・30分：工業商業
省、統計・情報センター 
Khamphanh Heuangmanyセン
ター長 
貿易情報システム 
9 2016/2/25・45分：財務省、
統計・情報センター 
Vilaythong Southavilay副
センター長 
債務管理システム 
10 2016/2/29・40分：財務省、
税務局、計画 ICT 部 
Thammaloth Rasphone 部長 税務管理システム 
11 2016/2/29・40分：財務省、
関税局、計画 ICT 部 
Anousak Sisa-ad部長 電子通関システム-
ASYCUDA 
12 2016/2/29・20分：工業商業
省、企業登録データベース・
オフィス 
Udone Phoutthabandid副室
長 
企業情報管理システ
ム 
13 2016/2/29・30分：天然資源
環境省、ICTセンター 
Bountieng Sanaxonh センタ
ー長代理 
天然資源情報管理シ
ステム 
 
No 日程・時間：機関名 インタビュー者 担当システム 
JP1 2016/10/27・70分：富士通株
式会社、社会基盤ソリューシ
ョンビジネスグループ 
マネージャー 小林 真弓 保健省様 Web会議シ
ステムにおける遠隔
医療相談システム 
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付録 5：ラオス人における電子政府の認識度調査のアンケート質問（主な質問の抜粋） 
1. 電子政府に関し、どの程度知っていますか？ 
・よく知っている ・知っている ・知らない ・全然知らない 
2. 電子政府をどのように知りましたか？ 
・電子政府の関係者 ・学校・大学での知識 ・一般的な知識 ・その他___________ 
3. 電子政府利用のメリットは何かありますか？（複数選択） 
[    ] 時間の短縮  [  ] コストの削減  [  ] 便利性 
[    ] 行政の透明性  [  ] その他:             
4. ラオスの電子政府利用における課題及び改善点は何かありますか？（複数選択） 
[    ] 時間がかかる       [  ] お金がかかる      [  ] つかえにくい 
[    ] セキュリティ     [  ] インターネットが遅い [  ] システムが遅い 
[    ] システムが合わない  [  ] 法律上での有効がない [  ] 仕事の二重化 
[    ] 必要ない      [  ] その他:             
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付録 6：ラオスにおける電子政府の発展に関するアンケート質問（本研究の仮説検証） 
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付録 6（続き） 
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付録 6（続き） 
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付録 6（続き） 
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付録 6（続き） 
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付録 7：ラオスにおける電子政府の発展に関するアンケートの結果（補足部分） 
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付録 7：ラオスにおける電子政府の発展に関するアンケートの結果（補足部分、続き） 
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